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特 集

東アジア低出生力国における人口高齢化の展望と対策に関する国際比較研究

特 集 に 寄 せ て

鈴 木 透

本特集は，厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）「東アジア低

出生力国における人口高齢化の展望と対策に関する国際比較研究」（平成24～26年度）の

成果をまとめたものである．国立社会保障・人口問題研究所では，平成14（2002）年度か

ら厚生労働科学研究費を受けて，東アジアの出生力低下およびそれと関連する人口変動に

関する研究プロジェクトを継続してきた．今回とりまとめたプロジェクトは，一連の東ア

ジア人口研究の四回目に当たる．過去三回のプロジェクトは，以下の通りである．

「韓国・台湾・シンガポール等における少子化と少子化対策に関する比較研究」

平成14～16年度 政策科学推進研究事業（主任研究者：小島宏）

「男女労働者の働き方が東アジアの低出生カに与えた影響に関する国際比較研究」

平成18～20年度政策科学推進研究事業（主任研究者：鈴木透）

「東アジアの家族人口学的変動と家族政策に関する国際比較研究」

平成21～23年度政策科学推進研究事業（研究代表者：鈴木透）

2000年代に東アジアで発生した急激な出生率低下はまったく予想外の現象で，この趨勢

が続けば2050年頃には東アジアが最も高齢化した地域になることが予想される．さらに韓

国・台湾・中国は人口学的ボーナスが終了する転換期に当たっており，人口高齢化がもた

らす経済成長の減速と社会保障費用の急増に早急に対処する必要に迫られている．今回の

プロジェクトは，それ以前に行ってきた出生・家族人口学的変動と少子化・家族政策の比

較研究に依拠し，東アジア低出生力国の年金・医療といった社会保障政策を中心に，家族

政策・経済雇用政策・移民政策といった広汎な関連政策を統合的に分析することを目的と

した．

長年にわたり高出生力と人口爆発の恐怖に苦しんで来た東アジア諸国にとって，出生促

進策を含む人口政策の転換は難しかった．日本が1990年代にエンゼルプランとゴールドプ

ランによって転換を果たしたのに対し，韓国は2006年，台湾は2008年に至ってようやく出

生促進策に踏み切った．シンガポールは1980年代から優生学的関心にもとづく出生促進策

を採って来たが，都市国家の特性上移民政策の比重が大きい．中国はごく最近まで一人っ
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子政策を維持し，現在は二人まで緩和されたものの依然として出生抑制策を保持している．

このような状況の多様性のため，高齢化への対応として社会保障・福祉政策にとどまらず，

家族・経済・雇用・移民といった関連する政策を統合的に把握する必要がある．

今回紹介するプロジェクトは，それまで研究対象としてきた出生力低下を中心とする東

アジアの第二人口転換に加え，人口高齢化とその対策を対象に含めたものだった．現在は

平成27～29（2015～17）年度の課題として，人口移動を分析対象に加え，地域的にはシン

ガポール以外のASEAN諸国にまで視野を広げた「東アジア，ASEAN諸国の人口高齢

化と人口移動に関する総合的研究」が，やはり厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健

課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）を受けて実施中である．その研究成果

は，引き続き本誌および他の媒体で公表して行く予定である．
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東アジアの低出産・高齢化とその影響

鈴 木 透

Ⅰ．緒言

韓国・台湾の急激な出生力低下は，今後激甚な人口高齢化につながると予想される．シ

ンガポール・香港・マカオといった大都市圏の出生率が農村部を含む国のそれを下回るの

は自然だが，大都市圏は生産年齢人口の転入超過によって人口高齢化がある程度緩和され

ることが期待される．しかし韓国・台湾の出生率は今後も長期にわたり日本を下回ると考

えられる上に，国際人口移動が有意な影響を与える水準に至るとは考えにくい．したがっ

て韓国・台湾の人口高齢化水準が，現在世界第一位である日本をいずれ上回る可能性が高

く，実際に多くの将来推計でそのような推計結果が示されている．

本稿は，韓国・台湾を中心とする東アジアの急激な人口高齢化の原因である極端な出生

力低下に対するひとつの事後解釈を提示する．東アジアよりはるかに激烈な経済社会変動

を経験したはずの旧ソ連・東ヨーロッパ諸国の出生力低下は，韓国・台湾ほどではない．

したがって東アジアの極端な低出生力は，出生力低下をもたらす経済社会変動が激甚だっ

たためではなく，そうした変動への反応が他の文化圏より大きかったためと思われる．そ
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21世紀に入って東アジアは急激な出生率低下を経験した．香港・マカオ・シンガポールといった

大都市にとどまらず，韓国・台湾でも合計出生率は1.1未満まで低下し，世界最低水準を示した．

現在は日本が世界で最も高齢化が進んだ国だが，将来は韓国・台湾が日本を上回ると予想される．

韓国・台湾の第二人口転換がこのように激烈だった理由に対する事後解釈として，圧縮的近代化

や第一人口転換の後遺症が候補になる．本稿ではそうした解釈の問題点を指摘し，文化論的解釈を

提示する．すなわちヨーロッパや日本の家族パターンが封建家族の子孫であるのに対し，韓国・台

湾および中国の家族パターンは儒教家族の子孫であり，したがって急激に変化する社会経済システ

ムとの不整合が大きい．この解釈は，儒教的パターンがよく保存されている台湾で出生率低下が韓

国より著しい状況を説明する．

韓国・台湾・中国では国民皆年金が達成されてから日が浅く，年金制度が成熟していない．貧困

率や自殺率で見る限り，韓国の高齢者の状況は台湾よりはるかに深刻である．これは公的移転が充

分でないことに加え，急激な都市化のために独居高齢者が多く，私的移転も少ないためと考えられ

る．韓国と台湾の都市化の差異は，日本統治時代の農業発展の差異にまでさかのぼり得る．

低出産・高齢化対策は，経済成長の確保と社会保障の整備の両面で捉えられている．中国が第二

子許容に踏み切ったのは，近年の中国経済の減速が影響していると考えられる．高齢者の支援に関

しては，制度的発展が充分でないだけに家族に依存する面が大きい．



の主な原因は，日本を除く東アジアの儒教的家族パターンとポスト近代的経済社会システ

ムの不整合が大きいためと考えられ，それは家族外と家族内のジェンダー平等に典型的に

現れる．

高齢者の扶養・介護機能は，かつての家族にもっぱら依存する形態から，公共部門の役

割が増大する趨勢にある．近年盛んに行われている国民移転計算（NTA;National

TransferAccount）研究では，高齢者の勤労所得以外の生涯経費を「私的移転」「公的移

転」「資産運用」の三つに大別する．先進国では公的移転の比重が大きく，途上国では驚

いたことに私的移転より資産運用（貯金の取り崩しや借金を含む）の比重が大きい．台湾

はNTA枠組に参加している中では，私的支援の比重が最も大きい唯一の国である．韓国

では家族からの支援が逓減する一方で公的なセーフティ・ネットの整備が遅れており，高

齢者の福祉は深刻な状態にある．これに対し台湾では，家族支援が韓国ほど衰退しておら

ず，高齢者の状況は韓国ほど深刻ではないように思われる．台湾では子との同居率が高い

ことと相まって，儒教的家族パターンが韓国・中国よりよく保存されているように思われ，

それがポスト近代的経済社会システムとの不整合を大きくし，出生率を低下させているよ

うである．

なお，本研究は厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）の助成を

受けて実施したものである．

Ⅱ．人口高齢化の展望

図1は国連人口部の世界人

口展望（UNPD 2015）の出

生中位推計による65歳以上割

合（高齢化率）を，日本・韓

国・台湾・中国・シンガポー

ルについて比較したものであ

る．2015年時点では日本の高

齢化水準が他を圧倒している

が，韓国・台湾が急激に追い

上げ，2060年には日本を上回

る予想になっている．シンガ

ポールの高齢化は韓国・台湾

ほど急速ではないが，頭打ち

になることなく持続するため，

2090年には5ヵ国中最も高くなる．中国の高齢化は他の4ヵ国ほどではないものの，2055

年には30％を超えると予想されている．

国連人口部は世界201ヵ国・地域の年齢別人口の将来推計を公表しているが，表 1は
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図１ 東アジアの65歳以上割合（国連人口部）



2015年と2060年における65

歳以上割合の順位を示した

ものである．2015年時点で

日本は最も人口高齢化が進

んだ国である．他の東アジ

ア諸国は2015年時点では日

本と大差があり，香港（35

位）からマカオ（75位）ま

でに位置づけられる．とこ

ろが2060年になると，台湾，

韓国，日本，シンガポール

が1位から4位を占め，東

アジアが世界で最も高齢化

が進んだ地域になる．

国連人口部の予想では，

2060年の日本・韓国・台湾

の65歳以上割合は35～40％

と想定されるが，各国の公

式推計（中位シナリオ）は

より悲観的である．国立社

会保障・人口問題研究所（2012b）は，2060年の日本の65歳以上割合を39.9％と予想した．

韓国統計庁（2011）は，2060年の65歳以上割合を40.1％と見通した．台湾の行政院経済建

設委員会（2010）は，2060年の65歳以上割合が41.6％に至るとみている．これは出生率の

回復に関する仮定が，国連ほど

楽観的でないことによる．

UNPD（2015）の出生中位推

計は，2055～60年の合計出生率

の仮定値を，日本が1.71，韓国

が1.63，台湾が1.50とした．一

方，各国の公式推計による2060

年の中位仮定値は，日本が1.35，

韓国は1.42，台湾は1.30となっ

ている．

最終的な高齢化の水準は今後

の出生率の動向に依存するが，

韓国・台湾の高齢化が2060年ま

でに日本を追い越すという予想
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表１ 65歳以上割合の高い国

2015年 2060年

順位 国 65歳以上(%)順位 国 65歳以上(%)

1日本 26.3 1台湾 40.8
2イタリア 22.4 2韓国 37.1
3ギリシア 21.4 3日本 36.7
4ドイツ 21.2 4シンガポール 36.3
5ポルトガル 20.8 5ボスニア＝ヘルツェゴヴィナ 35.5
6フィンランド 20.5 6ギリシア 35.4
7ブルガリア 20.0 7ポーランド 35.2
8スウェーデン 19.9 8ポルトガル 35.1
9ラトヴィア 19.4 9香港 35.1
10マルタ 19.2 10キュ－バ 34.9
11フランス 19.1 11スペイン 34.6
12マルティニク 19.1 12イタリア 34.3
13デンマーク 19.0 13ドイツ 33.1
14クロアチア 18.9 14中国 32.9
15リトアニア 18.8 15タイ 32.4
16スペイン 18.8 16マルタ 32.4
17エストニア 18.8 17スロヴェニア 32.2
18オーストリー 18.8 18オーストリー 31.8
19オランダ 18.2 19クロアチア 31.3
20ベルギー 18.2 20チェコ 31.2
： ：
35香港 15.1 31マカオ 29.7
53韓国 13.1
58台湾 12.2
59シンガポール 11.7
69中国 9.6
75マカオ 9.0

UNPD (2015)

図２ 東アジアの65歳以上割合（公式推計）



は，各国の公式推計の比較からも導かれる．図2にみるように，韓国と台湾の65歳以上割

合はよく似た軌跡を描いて急激に上昇し，台湾は2055年に，韓国は2060年に日本を上回る

ことになる．これは，韓国・台湾の合計出生率が過去10年ほど日本を下回り続けており，

今後も日本より低い水準で推移するだろうという想定から導かれる自然な帰結である．仮

に韓国か台湾の出生率が急速に回復して日本を上回り，その状態のまま推移すれば，高齢

化水準が日本に追い付くことはないかもしれない．しかしここ10年程度の趨勢を見ると，

そのような事態は起こりそうにない．

Ⅲ．東アジアの極低出生力

1． 極低出生力の拡散

1970年代以後，先進国における出生力低下の先頭に立ったのは北西欧諸国で，特にスカ

ンジナビア諸国とドイツ語圏で出生率が急速に低下し，それに他の北西欧諸国が続いた．

1980年代に北西欧で置換水準以下の出生力が大勢を占めると，第二人口転換理論（vande

Kaa1987）はこれを世俗化・個人主義化という長期的な価値変動と結び付けて解釈した．

この理論によると，20世紀前半の先進国における置換水準付近までの第一人口転換が「子

どもは王様」という利他的・家族主義的価値によって特徴づけられるのに対し，20世紀後

半の置換水準以下への第二人口転換は「カップル（親）は王様」という利己的・個人主義

的価値を反映する．同棲・婚外出生・離婚の増加といった一連の家族変動は個人主義症候

群として把握され，置換水準以下への出生力低下はその症状の一つであると解釈された．

1980年前後にはスカンジナビア諸国やドイツ語圏が出生力低下の先頭に立っており，第

二人口転換理論はそうした状況を反映したものだった．ところが1990年代に入ると，南欧・

東欧・旧ソ連圏に合計出生率が1.3以下となる極低出生力（lowest-lowfertility）が出現

し，人口学者を驚かせた（Kohleretal.2002）．この時点で出生力低下と他の家族変動の

関連は完全に逆転し，今や家族主義的価値が強く，伝統的性役割が頑健で，女子の労働力

参加が低調で，結婚制度が健全で出産との結びつきが強い国の方が，低い出生力を示すよ

うになった．こうして家族主義から個人主義へと向かう価値変動が出生力低下の主因であ

るとする第二人口転換理論のテーゼは，再考を余儀なくされた．

さらに21世紀に入ると，出生力低下の最前線は東アジアに移った．先頭を切ったのは韓

国で，2001年には早くも1.30で極低出生力の水準に達した．2003年には台湾（1.24）と日

本（1.29）が続いた．日本の出生率変動は韓国・台湾に比べて緩慢であり，最低点でも

2005年の1.26に踏みとどまり，また2006年には1.32で早くも極低出生力水準から脱出した．

これに対し韓国と台湾は，2010年代に入っても極低出生力にとどまっている．韓国は2005

年に1.08と日本よりはるかに低い値を記録し，台湾に至っては2010年に0.895という恐る

べき低出生率を示した．

表2はヨーロッパ，北米，東アジアの先進諸国の合計出生率の最小値を比較したもので

ある．香港・マカオはこの表に含めなかったが，東アジアの大都市の合計出生率が1.0を
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下回るのは珍しいことではない．実際，東京都も2005年に0.9987を記録した．この意味で，

シンガポールは出生力低下の防止に成功していると言える．1000万人以上の人口を有し農

村部を含む国で合計出生率が1.0を下回ったのは，台湾が唯一の例と思われる．韓国の1.08

も，類例を探すのが難しいほど低い水準である．

韓国・台湾の合計出生率は，最小値が低いのみならず，1.3以下の極低出生力にとどま

る期間も長引く可能性が高い．前述のように，日本の極低出生力は2003～05年の3年間の

みで，その後は1.42（2014年）まで回復している．ヨーロッパでは，イタリア（1993～

2003年），スペイン（1993～2003年），チェコ（1995～2005年），スロヴェニア（1995～

2005年）で11年間極低出生力が続いた．これに対し韓国は2001～2015年の14年間，台湾は

2003～2014年の12年間極低出生力が続いており，他のどの先進国よりも長引いている．

2015年の合計出生率は，韓国は1.24（暫定値），台湾は1.175となっている．

2． 出生力の文化的決定論

先進国における置換水準以下の原因とみなされるポスト近代的な社会経済的変化は，新

資本主義とグローバル化による就業不安定と不確実性の増大，低成長経済下での若年労働

市場の悪化，相対所得の低下によるアスピレーションと現実の所得の乖離，教育費をはじ

めとする子の直接費用の高騰，経済のサービス化・ソフト化に伴う女子の労働力参加など

である（Easterlin1978,Becker1991,Lutzetal.2006,McDonald2009）．こうした後

期産業社会におけるポスト近代的な変化は，多かれ少なかれ全ての先進国で共通に作用し

ている．しかしそうした変化がもたらす出生力低下の度合いは，文化圏によって異なる．

表2から明らかなように，英語圏，北欧（バルト三国を除く），西欧（ドイツ語圏を除
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表２ 欧米先進国と東アジアの合計出生率（TFR）の最小値

国 TFR （ 年 ） 国 TFR （ 年 ） 国 TFR （ 年 ）

アイスランド 1.92 （1986） カナダ 1.49 （2000） イタリア 1.19 （1995）

ニュージーランド 1.89 （2002） フィンランド 1.49 （1973） スロヴァキア 1.19 （2002）

アイルランド 1.84 （1995） オランダ 1.47 （1983） スペイン 1.16 （1998）

米国 1.74 （1976） スイス 1.38 （2001） シンガポール 1.15 （2010）

オーストラリア 1.73 （2001） ルクセンブルク 1.38 （1985） チェコ 1.13 （1999）

フランス 1.66 （1993） デンマーク 1.38 （1983） ラトヴィア 1.10 （1998）

ノルウェー 1.66 （1983） オーストリー 1.33 （2001） ブルガリア 1.09 （1997）

英国 1.63 （2001） エストニア 1.28 （1998） 韓国 1.08 （2005）

ベルギー 1.51 （1985） 日本 1.26 （2005） 台湾 0.895（2010）

スウェーデン 1.50 （1999） ドイツ 1.24 （1994）

ギリシア 1.24 （1999）

ハンガリー 1.23 （2011）

リトアニア 1.23 （2002）

ポーランド 1.22 （2003）

ポルトガル 1.21 （2013）

スロヴェニア 1.20 （2003）

OECD,Eurostat,StatisticsSingapore,行政院主計總處



く）諸国は，1.5以上の合計出生

率を維持した国が多い．一時的に

1.5未満の合計出生率を記録して

も，ルクセンブルク（1976～79年，

1982～87年）以外は数年で1.5を

回 復 し て い る ． McDonald

（2009）はこれらをグループ1と

し，それより大幅に低い出生率を

示したグループ2（ドイツ語圏，

南欧，東欧，旧ソ連圏，東アジア

先進国）と区別した．日本の最小

値（1.26）は，ドイツ語圏や南欧

の平均的な水準である．チェコ

（1.13），ラトヴィア（1.10），ブ

ルガリア（1.09）のように，東欧・旧ソ連圏には1.15未満の非常に低い出生率を示した国

もあるが，韓国・台湾の水準までは低下しなかった．

先進国に共通するポスト近代的な社会経済的変化に加え，東欧・旧ソ連圏諸国は社会主

義経済から市場経済への移行という激甚な変化を経験した．このためドイツ語圏・南欧・

日本よりも出生率が大きく低下したとしても，不可解ではない．しかし市場経済化という

追加的要因がなかった韓国・台湾の出生率がさらに低い水準まで低下したのは，東欧・旧

ソ連圏を上回る激烈な変動があったためとは考えにくい．したがって韓国・台湾の極端な

出生率低下は，「圧縮的近代化」（ 2001;2002）のような要因の特異性ではなく，

反応の特異性として考察すべきである．

韓国・台湾の第一人口転換の急激さが，第二人口転換の到達点の低さに影響したという

考え方もある（Park2015）．UNPD（2015）によると韓国・台湾の合計出生率は，1950

年代後半の6以上から1980年代後半の置換水準以下まで一気に低下した．これは東欧・旧

ソ連圏を含めどの先進国よりも急激で圧縮的な低下だった．この場合，実際に2000年以後

の極低出生力に影響を与えた要因としては，政府のキャンペーンで過剰人口の恐怖や多産

の不利益が強調され，出生意欲が極端に低い水準まで落ち込んだことが考えられる．図3

の理想子ども数の推移を見ると，確かに韓国では1980年代に出生意欲が大きく落ち込んだ．

しかし台湾では理想子ども数の低下は緩慢で，それほど大きな社会心理的な変化はなかっ

たようである．第一人口転換の急激さと近年の出生力の低さをつなぐメカニズムが示され

ない限り，説明は説得力を持たない．

結局のところ，韓国・台湾の極端な低出生力は，文化的決定論に帰着せざるを得ない．

McDonald（2000）が個人志向的制度（特に学校や職場）と家族志向的制度（特に家族そ

のもの）におけるジェンダー平等の乖離に注目したように，低出生力は急激に変化する経

済社会システムと緩慢にしか変化しない家族システムの葛藤の結果と考えられる．韓国・
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図３ 理想子ども数



台湾の極端に低い出生率を解釈する場合，欧米先進国および日本と異なる何らかの文化的

特徴が影響したと考えるべきだろう．そのような文化的差異として，欧米と日本が近代化

以前に封建制を経験した封建家族の子孫であるのに対し，日本以外の東アジアは近代化直

前には中央集権的な農業官僚制（Cumings1997a）であり，儒教家族の子孫であること

が指摘できる（Suzuki2014）．

日本文明が儒教圏とは異質であること，またヨーロッパに近い点があることは，多くの

論者によって指摘されてきた（梅棹 1957,川島 1957,Wittfogel1959,Fukuyama1995,

Huntington1996,Eisenstadt1996,官文娜 2009）．つまりヨーロッパから見て日本の

異質性はそれほどでもないが，韓国・台湾のような儒教圏は明らかに異質なのである．社

会主義・計画経済から自由主義・市場経済への移行という大変動を経験した東欧・旧ソ連

圏よりも，そうした大変動を欠いた韓国・台湾の出生力低下の方が劇的だったのは，ヨー

ロッパ家族から非常に隔たった儒教的家族パターンが影響したと考えるべきだろう．

3． ポスト近代的経済社会変動と家族システム ― ジェンダー平等を中心に

産業化以後の経済社会変動は英国，次いで米国が先導し，モデルを提供してきた．英語

圏先進国や北西欧の出生率低下が比較的緩慢だったことは，ポスト近代的変化がアングロ・

サクソンまたはそれに近い家族パターンと深刻な葛藤を起こさなかったためと解釈できる．

一方で出生力低下が深刻だったドイツ語圏，南欧，東欧，旧ソ連圏，日本では，アングロ・

サクソンと異なる家族パターンが，ポスト近代的経済社会システムに適合的でなかったと

考えられる．儒教的家族パターンはさらにアングロ・サクソン家族からの乖離が大きく，

それだけ出生力低下が急激に進んだものと思われる．

McDonald（2000）の命題5「ジェンダー間平等が個人志向的制度で高まりながら，家

族志向的制度で低い水準にとどまれば，出生率は非常に低い水準まで低下する」は，そう

した経済社会システムと家族社会システムの間の齟齬を，ジェンダー平等に焦点を当てて

述べたものと解釈できる．その意味するところは，学校・職場でのジェンダー平等が達成

されても，家庭内でのジェンダー平等が低い水準にとどまれば，女性たちは家庭内での役

割より家庭外での活動を重視することになり，出生率が非常に低い水準まで低下するとい

うものである．また，公的分野でのジェンダー平等があまりにも急速に進みすぎると，保

守的な男性の敵意をかき立て男女間葛藤を促進するかも知れない．

東アジアの家庭外におけるジェンダー平等は，指標によってはきわめて高い水準を示す．

特にUNDP（2015）のGII（GenderInequalityIndex）によると，日本はジェンダー平

等度の高い方から26位，韓国は23位，中国は40位であり，英国（39位）や米国（55位）と

同等かそれ以上の平等度を達成していることになる．さらに行政院主計總處（2016a）に

よると，UNDPと同じ方法で計算した台湾のGIIは，世界第5位の高い平等度を示した．

しかしWEF（2015）のOGG（OverallGenderGap）では，日本は101位，韓国は115位，

中国は91位と低調だった．行政院主計總處（2016b）によると，台湾は43位と検討した．

指標の特徴として，GIIでは政治的・経済的平等度のウェイトが低く，保健的平等度（十
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代出生率と妊産婦死亡率）のウェイトが高い．このため日本・韓国に有利で中国には不利

な指標になっている．台湾では政治的平等度（女性議員割合）も高く，それがGII得点

の低さ（平等度の高さ）につながっている．一方OGGは政治的・経済的平等度のウェイ

トが大きく，中国や台湾に有利な指標となっている．

家庭内でのジェンダー平等に関する確立した指標はないので，国際比較が可能なデータ

を探してみる．表3は2006年のEASS（EastAsianSocialSurvey）モジュールに見る家

族規範意識で，台湾または韓国が最も伝統的・保守的な意識を持ち（太字），日本が最も

非伝統的で，中国はその中間に来るという図式になっている．全体としては台湾が韓国よ

りも保守的で，特に夫稼得者モデルへの支持（問7）への支持の高さはきわだっている．

2010年センサスにおける65歳以上高齢者の子との同居割合は，台湾（52.2％）が日本

（40.7％）を上回っている．韓国・中国の同居割合はよくわからないが，台湾に特徴的な

のは妻方・娘方同居の少なさである．表4に見るように，日本では夫方：妻方の比は4:1

程度だが台湾は9:1で，韓国・中国より強い偏りが見られる．親からみた子との同居では，
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表３ 東アジア４ヵ国の家族主義―「強く賛成」の％

台湾 韓国 日本 中国

1. 自分の幸福よりも，家族の幸福や利益を優先すべきだ 28.5 21.5 4.4 9.3

2. 親の誇りとなるように，子どもは努力すべきだ 34.2 18.3 2.7 19.5

3. 夫と妻の両方の親族が，妻の助けを必要としているときには，
妻は夫の親族を優先して助けるべきだ

8.2 7.8 1.5 3.2

4. 長男が，多くの財産を相続すべきだ 3.0 6.1 1.5 2.8

5. どのような状況においても，父親の権威は尊重されるべきだ 25.9 31.1 3.9 17.6

6. 妻にとっては，自分自身の仕事よりも夫の仕事の手助けをする
方が大切である

12.8 12.8 1.8 5.1

7. 夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ 15.4 9.7 2.2 5.6

8. 景気がわるいときには，男性よりも女性を先に解雇してよい 2.0 1.8 1.0 1.5

岩井・保田（2009）

表４ 既存研究における夫方・息子方同居と妻方・娘方同居

文献 国（年） 夫親同居 妻親同居 妻親／夫親

Martin&Tsuya(1991) 日本（1988） 34.8% 9.3% 26.7%

Rindfussetal.(2004) 日本（1994） 37% 9% 24.3%

西岡（2000） 日本（1998） 629 175 27.8%

施利平（2008） 日本（2002） 29.2% 6.3% 21.6%

Rindfussetal.(2004) 韓国（1994） 24% 4% 16.7%

Chu&Yu(2010) 中国（2004） 454 90 19.8%

Chu&Yu(2010) 台湾（2003） 459 51 11.1%

文献 国（年） 息子夫婦同居 娘夫婦同居 娘／息子

田渕・中里（2004） 日本（1998） 21.7% 6.8% 31.3%

Chu&Yu(2010) 中国（2004） 33.2% 4.8% 14.5%

Chu&Yu(2010) 台湾（2003） 44.1% 2.4% 5.4%



台湾は娘方同居が息子方同居の

20分の1しかなく，さらに強い

偏りを見せている．

このように規範意識と同居規

則については，台湾が最も保守

的で伝統的な意識を保持してい

るように見える．一方中国は，

文化大革命と改革開放を通じて伝統的価値観が大きく浸蝕されたとみられ，台湾・韓国に

比べ伝統的パターンが希薄になっている．ところが図4にみるように，出生性比の偏りは

中国で最も大きい．これは農村部を中心に，強い男児選好が残っていることを示唆する．

つまり共産主義の熱狂と狂気も，儒教的家族パターンを全体的に浸蝕したわけではないら

しい．

さらに日本は，儒教的・家族主義的特徴が最も希薄である点では一貫しているが，家庭

内ジェンダー平等の面でははなはだ好ましくない一面を持つ．表5は表4と同じ2006年

EASSの結果だが，日本の夫は東アジアで最も家事に非協力的という結果になっている．

これは日本人の夫が儒教圏の夫ほど家族主義的でないため，職場生活が占めるウェイトが

高いためとも解釈できる．

このように台湾・韓国が伝統的な儒教家族的パターンを保持していることを示唆するデー

タもあれば，そうでないデータもある．さらに家族生活に関わる行動・意識パターンとし

ては，夫の家事参加に加え育児参加，同居に加え金銭・サービス交換における夫方・妻方

への偏り，夫妻の勢力関係と意志決定過程，それに影響する同類婚の動向，親子紐帯と夫

婦紐帯の相対的強度といった側面も重要だろうが，これらについては比較可能なデータが

みつからなかった．ここに示したデータからは，やはり台湾家族が儒教的パターンを最も

よく保存しているように思われる．これは日本時代から都市化や階級分化が朝鮮より緩慢

で（Cumings1997b），中国のような価値観の大混乱を経なかったことから演繹される結

果でもある．

McDonald（2000）は家庭内と家庭外のジェンダー平等の乖離に着目したが，儒教的特

性を出生力低下に結びつける解釈は他にもあり得る．たとえば高い教育熱は教育費の急騰

をもたらし，夫婦出生力を引き下げ得る．肉体労働の蔑視は強いホワイトカラー志向を生

み，熾烈な競争社会を出現させ，結婚・出産を阻害しているのかも知れない．孝イデオロ

ギーの影響で儒教圏の親子紐帯が日本や欧米より強いとすれば，乳幼児保育サービスの利
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図４ 出生性比 表５ 夫の家事参加（「ほぼ毎日」の％）

日本 韓国 中国 台湾

掃除 4.3 10.9 18.3 11.2

洗濯 4.5 6.1 10.7 11.7

夕食 3.2 6.9 22.9 11.6

岩井・保田（2009）



用をためらわせ，子の離家と経済的独立を遅らせているのかも知れない．強い道徳志向性

は，同棲や婚外出生の増加を抑制している可能性がある．

中国の人口普査における合計出生率（2000年に1.22，2010年に1.19）は，低すぎるとし

て信頼されていない．UNPD（2015）は，2010～15年の推定値を1.55としている．一方で

Guo&Gu（2014）は，1970年代前半コーホートの完結出生率は1.5人程度と考えられ，

2010年の合計出生率が1.19でも不自然ではないと主張している．その場合は韓国・台湾と

並ぶ世界最低水準の出生率ということになり，高齢化で日本を追い越す可能性がある．い

ずれにせよ中国の出生率は，他の国であれば出生促進に踏み切っていてもおかしくない水

準である．それでも中国は一人っ子政策を二人っ子に緩和しただけで，依然として出生を

国家が管理する出生抑制策に固執している．

Ⅳ．人口高齢化と高齢者の福祉

1． 家族・市場・政府

かつては家族が老後保障の唯一の担い手だったが，産業化とともに市場部門・公共部門

の役割が増して行く．ここで市場部門には，高齢者本人の勤労所得に加え，個人年金・企

業年金，貯蓄・退職金の運用や引き出し，借金なども含まれる．公共部門は公的年金，医

療保険，各種福祉制度を通じた現金・現物給付が含まれる．これらによって家族の役割が

全くなくなるわけではないが，家族による扶養・介護が急激に縮小すれば，高齢者の福祉

を大きく損なうことになる．その場合，政府は社会保障制度の整備を急ぐ必要に迫られる

だろう．

国民移転計算（NationalTransferAccount）研究は，高齢者の勤労所得以外の生涯経

費（lifecycledeficit）を公的移転（publictransfers），私的移転（privatetransfers），

資産運用（asset-basedreallocations）の三つに大別する．私的移転は主に子からの経済

的支援で，資産運用は勤労所得以外の市場を通じた自助努力と考えればよいだろう．Lee,

etal.（2012）によると，先進国では公的移転，途上国では資産運用の比重が大きい．日

本と中国では公的移転，韓国では資産運用の比重が最も大きい．驚くべきことに，アジア・

欧米・ラテンアメリカ20ヵ国中，私的移転が最大のシェアを占める国は台湾だけである．

これは上述の家族規範や同居規則に加え，儒教イデオロギーが台湾で最もよく実践されて

いることを示唆する．

韓国の公的年金は，公務員年金（1960年），軍人年金（1963年），私立学校教職員年金

（1975年）といった特殊職域年金が先行し，国民年金は1988年に発足した．発足当時は従

業員10人以上の事業所勤労者に限定されていたが，1992年に従業員5人以上の事業者勤労

者に拡大され，1995年に農漁民・農漁村地域自営業者を包摂した．1999年には最後まで制

度外にあった都市自営業者が包摂され，この時点で国民皆年金化が達成された（金領祐

2001）．国民年金の満額給付には20年以上の保険料納付が必要だが，5年以上納付した60

歳以上加入者は減額給付を申請できる．2009年時点で65歳以上の年金受給者の90％以上は
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5～9年加入の特例老齢年金受給者であり，平均給付月額は18.8万ウォンに過ぎなかった

（金成垣 2011）．国民日報（2014年7月14日付）によると，2012年の韓国の年金受給率は

34.8％，平均給付月額は36万ウォンで，いまだに日本の受給率96.4％，月額160万ウォン

と大差があるとされる．

台湾でも軍人保險（1950年），勞工保險（1950年），公教人員保險（1958年），農民健康

保險（1985年）のように，特殊職域年金が並立していた．国民党は2000年から国民年金を

開始する予定だったが，9.21大地震（1999年）や民進党への政権交代のため遅れ，2008年

からようやく実施された（陳小紅 2009）．2013年時点での加入者は，軍人保険21.7万人，

公教人員保険59.4万人，勞工保険974.6万人，農民健康保険141.0万人，国民年金367.8万人

となっている．勞工保険は1950年から実施されており，15年以上で満額給付の資格が得ら

れる．農民健康保険は1985年に発足しており，1998年以前に加入し15年以上保険料を負担

した者は，月7,000元の老農津貼を受領できる（國家發展委員會人力發展處 2014）．国民

年金の受領者は，まだほとんどいないと思われる．

中国の年金制度は，中華人民共和国労働保険条例（1951年）に始まった．国が財政を担

い，保険料支払いがないこの制度は，公務員と準公務員（大学・研究機関等の「事業単位」

の勤労者）を対象とする機関・事業単位養老保険として現在まで続いている．改革開放後

は，公務員以外に対しては旧来の制度が維持できなくなり，1997年に都市の勤労者と自営

業者を対象とする城鎮職工基本養老保険が発足した．改革開放後，農村部では長らく公的

年金がなかったが，2009年に新型農村社会養老保険が発足した．さらに都市の非就労者を

対象とする城鎮居民社会養老保険が2011年に発足し，制度上は国民皆年金が達成された

（尹豪 2013）．2014年には新型農村社会養老保険と城鎮居民社会養老保険が統合され，三

レール制に治まった．統合制度は任意加入で，実態はまだ皆保険とはほど遠いが，「普恵」

に向かって変化が進行中とされる（于洋 2014）．

2． 高齢者の福祉と居住状態

韓国と台湾は終戦まで日本の植民統治を受け，1970年代にはアジアNIEsとしてめざま

しい経済発展を遂げ，1980年代末にほぼ同時に民主化を達成するなど，似通った発展過程

を経てきた．現在はともに世界最低水準の低出生率に苦しみ，いずれ人口高齢化で日本を

凌駕するであろうことは，上に見たとおりである．低出産・高齢化問題への対処では，韓

国がやや先行した感があり，国民皆年金の達成も韓国の方が早かった．

それにもかかわらず，高齢者

の状態は韓国がはるかに深刻で

ある．表6にみるように，韓国

の65歳以上高齢者の貧困率と自

殺率は，日本・台湾をはるかに

上回っている．貧困率・自殺率

に加え，老人虐待の頻度も米国・
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表６ 65歳以上高齢者の状況（2010年前後）

日本 韓国 台湾 中国

相対貧困率（%） 19.4 47.0 16.6 ―

自殺率（10万対） 17.9 81.9 35.8 ―

独居割合（%） 16.4 19.7 14.3 12.1

大西（2014）,薛承泰（2014）,Suzuki（2014）

【社説】韓国の高齢者自殺率，日米の4～5倍とは（中央日報 2012-09-11）

台灣老人好苦悶 自殺死亡率高居全國第一（立法院 2012-04-02）



英国・カナダよりはるかに高いという

報道もあった（朝鮮日報2011年8月23

日付）．韓国の高齢者は公的移転も私

的移転も不足するため，働かざるを得

ないとされる．図5は2010年センサス

における各国の男子の年齢別労働力率

だが，65歳以上では韓国（34.3％）が

日本（31.5％）を上回る．70歳以上で

は韓国の27.1％に対し日本は22.5％で，

差はさらに大きくなる．

これに対し，台湾の高齢男子の労働

力率は他の三国に比べ顕著に低い．日

本が55～59歳をピークに急激に労働力

率が低下するのに対し，他の三国では

50代から労働力の低下が始まるが，特に台湾で低下が著しい．これは60歳定年制が守られ

ている日本と異なり，他の三国では「肩たたき」のような早期退職を促す圧力が強いこと

を示唆する．台湾で高齢男子の労働力率が低いにもかかわらず，状況が韓国ほど深刻でな

いのは，家族支援の強さが考えられる．表6にみるように，台湾の独居老人割合は14.3％

で，日本（16.4％）や韓国（19.7％）より低い．2010年センサスにおける65歳以上の子と

の同居割合は52.2％で，日本（40.7％）より高い．このような高齢者の居住状態の違いが，

韓国・台湾の高齢者福祉の差異の一因と考えられる．

このような高齢者の居住状態の差異は，日本統治時代の発展パターンの違いにまで遡り

得る．農村が疲弊し膨大な人口が都市と国外に流出した朝鮮と異なり，日本時代の台湾で

は農村からの人口流出が緩慢だった．これは台湾農業が好調で，砂糖・茶・缶詰・アルコー

ル等を日本に輸出して大幅な黒字を達成したことによる．GDPに占める第一次産業割合

は，1920～40年の間に朝鮮では58.4％から43.1％まで低下したのに対し，台湾では37.8％

から36.0％へと，ほぼ停滞していた．好調な農産品輸出によって，台湾の工業製品の貿易

収支は均衡していたが，朝鮮は大幅な赤字だった（金洛年 2004）．大地主への土地所有集

中が進んだ朝鮮と異なり，台湾では1931～45年の間に富の分配がむしろ平等化した

（Cumings1997b）．こうして朝鮮では農村部の荒廃と貧困化が，台湾では農村部での資

本集積と経済発展が進んだ．

台湾からの輸出品は1960年代前半まで農産品が中心だったが，後半からは農村部で軽工

業製品を製造し輸出する中小企業が勃興した．繊維・プラスチック・電機製品を製造する

農村工業が農村部の余剰人口を吸収したため，都市化は依然として緩慢だった（石田

2005）．政府は韓国のような少数の巨大企業と財閥への集中政策を採らず，多くの中小企

業が日米への輸出を通じて急成長した．政府の保護策もあって，台湾の中小企業は多国籍

企業の支配を回避できた（Vogel1991）．このように少数の巨大財閥への集中と多数の中

―178―

図５ 男子の年齢別労働力率（2010年）



小企業の乱立という違いも，都市化のテンポに影響を与えたと考えられる．そして都市化

や格差拡大が緩慢だったことは，世帯構造や居住状態に限らず儒教的家族価値が相対的に

保存される結果となり，一方では韓国を上回る急激な出生力低下を招来しながら，他方で

は高齢者の福祉が保護されているという解釈も可能だろう．

3． 人口高齢化の政治学

日本では人口高齢化に伴う持続的な社会保障負担の急増を受けて，ながらく消費税率の

引き上げが政治的懸案となって来たが，2014年4月にようやく8％への引き上げが実現し

た．しかし2015年10月に予定されていた10％への引き上げは先送りされ，いかに増税への

政治的ハードルが高いかを改めて示す結果となった．社会保障・税一体改革成案（2011年

6月）によると，増税分の社会保障費への充当のうち，子ども・子育て支援に充てられる

のは4分の1程度で，多くは年金・医療・介護分野への充当が予定されていた．ここには

人口高齢化に伴う高齢者の政治的パワーの拡大も影響していると考えられる．老人は自分

でも投票し，誰もが老年になるため自分の老後を心配する中壮年層も老人福祉のために投

票し，扶養・介護を肩代わりしてもらいたい老人の家族も投票する．これに対し子どもは

自分で投票できず，誰も子どもに戻ることはないため中壮年層も投票してくれず，結局子

育て中の親しか利害集団はいない．民主主義社会における決定は利害集団のパワーに影響

され，そのパワーは集団の規模・富・動員力による．そのため人口高齢化が進むほど，老

人の政治的発言力はますます強くなり，子どもは弱くなる（Preston1984）．全国消費実

態調査を用い国民移転計算分析（Ogawaetal.2011,2012）によると，1994年頃から60

代で私的移転の出フローが現れ，2004年には70代前半まで拡大した．これは前期高齢者が，

子や孫を経済的に支援していることを意味する．不況によって現役世代の生活は苦しくなっ

たが年金は増え続けたため，成人子より老親の方が経済的余裕がある家族が増えたことが

示唆されている．

手厚い社会保障制度に保護された日本の高齢者と対照的に，韓国の高齢者の状況は上述

のように深刻である．朴槿惠大統領は「増税なき福祉」を公約に掲げ，非課税・減免対象

の調整，地下経済の陽性化，および歳出構造の調整で高齢者福祉政策を含む事業費135兆

ウォンを捻出するとした．しかし大幅な税収不足が続き，国会予算政策処の長期財政見通

し報告書（2015年1月）は統合財政収支が2021年に赤字に転換し，2033年には破綻の恐れ

があると警告した．2015年2月には朴政権の「増税なき福祉」政策の続行は不可能との評

価が定着し，与党セヌリ党は福祉削減を，新政治民主連合等の野党は法人税引き上げを主

張した．しかし朴大統領は既定路線に固執し，与野双方から批判を買った．朴大統領，与

党，野党の三者とも普遍的な増税という選択肢は念頭になく，韓国が北西欧型の社会民主

主義に移行する可能性はみられない．大幅な増税がない限り，福祉は委縮した社会民主主

義（大西 2014）という均衡点にとどまりつづけるだろう．

台湾で高齢者の福祉が韓国ほど悪化していないのは，子との同居割合の高さと儒教的価

値の保存によって家族支援が手厚いことが主な要因と考えられる．極端に低い出生率への
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懸念はあるものの，当面の問題として高齢者の福祉はさほど切迫した問題になっていない

ようである．台湾の場合，選挙戦では中国との両江関係が圧倒的な比重を占め，社会保障

政策はかすんでしまいがちである．2014年には中国とのサービス貿易協定をめぐって馬英

九政権は大きく支持率を下げ，統一地方選挙でも大敗を喫した．2016年1月の総統選挙で

も，予想通り民進党の蔡英文主席が大差で当選し，8年ぶりに国民党から政権を奪還する

ことになった．この選挙戦でも，対中政策以外の論点はほとんど問題にならなかった．

中国は共産党独裁政権で，民主国家より政治的決断が容易に思われるが，必ずしもそう

ではない．出生率が置換水準未満まで低下する中で，一人っ子政策緩和の必要性は1990年

代からから指摘されていた．しかし2000年の人口白書『中国21世紀の人口と発展』で一人っ

子政策の必要性が強調されたのに続き，潘貴玉・張維慶・李斌・趙白鴿ら歴代の国家人口

与計画生育委員会幹部が繰り返し一人っ子政策堅持の方針を発表した．また一人っ子政策

によって「世界人口の70億人到達を5年遅らせた」「4億人の人口抑制効果があった」と

いった成果も強調された．2013年11月に「単独二孩（夫婦の一方が一人っ子なら第二子を

認める）」が容認されるまでには，相当の勢力争いがあったとみられる．2013年3月に国

家人口和計画生育委員会と衛生部が合併して国家衛生和計画生育委員会に改編されたのも，

その現れだろう．

単独二孩は2014年から順次実施され，年間の出生数は200万人程度増加するものと予想

された．しかし2014年の出生数は1687万人で，前年比47万人の増加にとどまった．2015年

10月の第18期共産党中央委員会第5次全体会議（5中全会）で，無条件で第二子を許容す

る方針が決定されたのは，単独二孩の効果が期待に満たなかったためと思われる．この政

策の影響については，人民大学の�振武教授が「毎年の出生数は400万人増える」と主張

した．しかしこの予想もはずれる公算が高いと思われる．2015年の出生数は1655万人で，

前年より32万人減少した．これはヒツジ年が不人気なことによる一時的な低下で，2016年

は再び増加する可能性が高い．しかし2014年を400万人も上回る出生数が数年間続くとは

信じ難い．

中国の「未富先老」問題は，韓国・台湾より経済発展が低い段階で，韓国・台湾とほぼ

同じタイミングで人口高齢化が進行することによる．当然年金・医療・介護といった社会

保障制度の発展も韓国・台湾より遅れており，文化大革命と改革開放後の拝金主義によっ

て儒教的価値観は台湾ほどよく保存されていないことから，今後は高齢者福祉の深刻な悪

化が懸念される．中国政府は新型農村社会養老保険と城鎮居民社会養老保険の統合や新型

都市化政策といった政策対応に加え，家族支援を強化してセーフティ・ネット整備の遅れ

を補おうとする意図も見せている．子の老親宅訪問を義務化した改正老年人権益保障法

（2013年）は，そのひとつの現れである．
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Ⅴ．結語

日本は長らく東アジア唯一の先進国だったが，1970年代に韓国・台湾・香港・シンガポー

ルでめざましい経済発展が起こり，その流れは中国に受け継がれた．しかしながら東アジ

アの出生力低下は急激で，特に韓国・台湾は世界最低水準の出生率を示すに至り，今後は

急激な人口減少と高齢化が予想される．既に世界で最も老いた国となった日本を含め，東

アジアは欧米先進国に比べて「未富先老」現象が著しいと言える．こうした人口要因が東

アジアの経済発展を阻害するなら，それはかつて従属理論が主張したような国家間の経済

格差を固定化するメカニズムとして作用することになる．

19世紀の帝国主義を通じて確立したヨーロッパ文明とその子孫（英語圏先進国）が支配

する世界秩序に，最初に挑戦したのは日本だった．日本は枢軸国の一員として戦ったが，

敗戦によって民主主義に転じた．アジアNIEs諸国も開発独裁下で経済発展を実現したが，

1980年代末にはシンガポールを除いてリベラルな民主主義に移行した．現在は中国が共産

党独裁下で経済発展の最中であり，リベラルな民主主義こそが政治の最終形態であるとい

うテーゼ（Fukuyama1992）への挑戦者とみなせる．果たして中国の発展が人口要因に

よって阻害されフクヤマの正しさが証明されるのか，それとも米国を押しのけて唯一の超

大国となり独裁政治の優越性を示すのかは，世界史的視野からも重要な意味を持つ．
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CausesandConsequencesofLowFertilityandPopulationAging
inEasternAsia

ToruSUZUKI

EasternAsiancountriesexperiencedadrasticdeclineinfertilityaftertheturnofthecentury.Not

onlymetropolitanareassuchasHongKong,MacauandSingaporebutalsotheRepublicofKorea

andTaiwanhadextremelylowTFRvalueslessthan1.1andarestillunabletorevert1.3.While

Japaniscurrentlythemostagedcountryintheworld,KoreaandTaiwanareexpectedtoovertake

Japaninthenearfuture.Combinedwithmetropolitanareas,EasternAsiawillbethemostagedre-

gionintheworld.

Suchadrasticfertilitydeclinemaybeexplainedbycompressedmodernityandtheimpactofthe

firstdemographictransition.However,suchtheoriesarenotconsistentwithempiricalevidence.In-

stead,thisarticleproposesaculturaldeterministicviewoffertility.Extremelylowfertilityisas-

sumedtoresultfromaconflictbetweenrapidlychangingsocio-economicsystemandgradually

changingfamilysystem.ThefamilypatterninKorea,TaiwanandChinahasConfuciancharacter-

isticsthataremoredistinctfromNorthern/WesternEuropeanfamilypatternthanarethecharacter-

isticsoftheJapanesefamilypattern.Thus,thediscrepancyfrompost-modernsocio-economic

systemisassumedtobelargeramongtheoffspringofConfucianfamiliesthanamongthatoffeu-

dalfamilies,includingfamiliesinJapan.

SincetheuniversalpensionsystemwasestablishedrelativelyrecentlyinKorea,Taiwanand

China,theroleofpublictransfersfortheelderlyisnotyetsignificantinthosecountries.Thesitua-

tionoftheelderlyinKoreaisveryserious,asevidencedbythesuicideandpovertyratesinthe

country.ThebettersituationoftheelderlyinTaiwancanbeattributedtosufficientfamilialsup-

port,whichistheresultoflessacuteurbanizationinTaiwanthaninKorea.

Policyinterventiontocopewithlowfertilityandpopulationagingisintroducedtosustaineco-

nomicgrowthandsupporttheelderly.Therelaxationoftheone-childpolicyinChinaseemsto

havebeenmotivatedbyitseconomicslowdowninrecentyears.Sincethedevelopmentofasocial

securitynetisnotrapidenough,theChinesegovernmentintendstopromotefamilialsupportfor

elderlyparents.
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特集：東アジア低出生力国における人口高齢化の展望と対策に関する国際比較研究

韓国の低出産・高齢化対策：

ダブルケア時代への包摂的な少子高齢化対策を考える

相 馬 直 子＊

Ⅰ．緒言

日本の少子化・高齢化両対策は，高齢者世代と子育て世代と対象別に区分されてきた．

周知の通り，「高齢者保健福祉推進10カ年戦略」（ゴールドプラン，1989年）の5年後に

「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプラン，1994年）を策

定したことからわかるように，高齢化対策と少子化対策は別々に策定され，両者が包摂さ

れていない．一方で，韓国は「低出産・高齢社会基本法」を2005年に制定し，低出産対策

と高齢社会対策を包摂した政策フレームをもっている．

晩婚化は晩産化につながり，高齢化が重なることで，育児と介護のライフイベントの重

複可能性は高まる．東アジアの少子化・高齢化の同時進行は，育児をしながら介護という，

いわば，ダブルケアリスクを高める．具体的に人口数の多いベビーブーマー世代で考えて

みると，日本の第二次ベビーブーマー（第一次ベビーブーマーを介護する側）からすれば，

子育てをしながら親の介護をするリスクが高まる．しかし，ダブルケアリスクは逆にも考

えられ，第一次ベビーブーマーからすれば，共働き世帯が増加した第二次ベビーブーマー

の子ども（孫）支援しながら，長生きする自分の親の介護をするリスクも抱えている．

こうして，少子化と高齢化が同時進行するなか，子育てと介護と同時に直面する世帯

（ダブルケア世帯）の増加が見込まれるが（相馬・山下 2016），ダブルケア世帯とは，低
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本論文は，韓国の「低出産・高齢社会対策」を事例に，ダブルケア（ケアの複合化）時代への包

摂的な少子高齢化対策を検討することを目的とする．晩婚化は晩産化につながり，高齢化が重なる

ことで，育児と介護のライフイベントの重複可能性は高まる．東アジアにおける少子化・高齢化の

同時進行は，育児をしながら介護をするという，いわば，「ダブルケア」という新しい社会的リス

クを発生させる．このダブルケア世帯とは，低出産・高齢化の両対策の政策対象である．この世帯

にとって，子育て支援は介護支援にもなり，逆に，介護支援は子育て支援としても機能する．日本

もダブルケア時代をみすえ，少子化対策・高齢社会の両対策のフレーム自体を，韓国のようにひと

つの包摂的なフレームに統合し，現在の保育供給不足の担い手として高齢者対策との実質的な連携

をもう一段発展させていくことの意義が，本稿における韓国の事例から示唆される．

*横浜国立大学



出産・高齢化の両対策の政策対象である．育児と介護に同時に直面するダブルケア世帯に

とって，子育て支援は介護支援でもあり，介護支援は子育て支援ともなる．本稿で検討す

る韓国は，日本よりもベビーブームの到来が10年ほど遅いものの，宋多永（2014）による

子どもをもつ既婚女性へのダブルケア実態調査では，現在ダブルケア進行中の層が32％，

過去にダブルケア経験者が6.1％，数年後にダブルケアに直面する層が17.4％であり，少

子化・高齢化が同時進行する中でのダブルケアという新しい社会的リスクが韓国でも検討

されている．日本と異なり，韓国は少子化対策と高齢化対策とを包摂した政策フレームを

もっているため，ダブルケア（ケアの複合化）時代をみすえた政策を考えるうえで参考に

なると思われ，本稿では高齢者対策と子育て支援対策が実質的にリンクしたという意味で

の，高齢化対策と少子化対策の統合について，韓国の事例から考察する．

Ⅰ．韓国の高齢社会の現況

1. 韓国の高齢化と高齢者貧困

韓国は，世界最低の出産率及び平均寿命の延長により，OECD国家の中で最も早いス

ピードで人口高齢化が進行している．諸先進国の高齢化社会から高齢社会へ進入する時間

が最長100年以上または最少40年以上かかるのに対して，韓国は17年で急速に進行するの

である．また，UNの人口推計によれば，韓国の高齢人口（65歳以上）の割合は，2010年

の11％（10人に1人）から2060年には40.1％（10人に4人）と，世界の最高水準に到達す

る見込みである．

65歳以上の高齢人口の割合は，1970年の3.1％から2010年の7.2％，2012年の11.8％と毎

年増加している傾向である（表2）．2050年には37.4％と，約4割弱の人口が高齢者であ

る見込みである．また，65歳以上の高齢者世帯の割合は，2012年に18.9％を占めており，

高齢者にとって困難なことは，「経済的困難」（40.2％）と「健康問題」（39.8％）が最も多

い（韓国農村経済研究院動向分析室 2012：8）．高齢者（65歳以上）の経済活動参加率は

2011年に29.5％であり，高齢層（55～79歳）のうち約6割（59％）は就職を希望している．
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表１ 主要国家の人口高齢化の状況

区分

到達年度 所用年数

高齢化社会
（7％）

高齢社会
（14％）

超高齢社会
（20％）

高齢社会到達
（7％→14％）

超高齢社会到達
（14％→20％）

日本 1970年 1994年 2006年 24年 12年

ドイツ 1932年 1972年 2009年 40年 37年

イタリア 1927年 1988年 2008年 61年 20年

アメリカ 1942年 2015年 2036年 73年 21年

フランス 1864年 1979年 2018年 115年 39年

韓国 2000年 2017年 2026年 17年 9年

出典：保健福祉部（2012a:5）



『第2次低出産・高齢社会基本計画高齢社会分野補完版』によれば，次のように指摘さ

れている．2011年の国民基礎生活保障受給者１）138万名の中，高齢者の割合は27.4％であ

る．しかし，扶養者がいるため恩恵を受けられない「非受給貧困層」の大多数は高齢者で

あると推定されている．高齢者のうち，基礎生活保障の受給率は6.7％（2011年）である．

韓国の65歳以上の高齢者貧困率は45.1％と，OECD国家の中で最も高い（図1）．これは，

日本の約2.5倍（20.55％）であり，OECD国家平均（15％）の3倍程度である．高齢者貧

困は自殺率とも関係があるが，韓国の高齢者自殺率は81.9名／10万名と，OECD国家の中

で最も高い．これは，日本（17.9名）の4倍，OECD国家平均（33.5名）より2.4倍も高

い．高齢者貧困問題を解決するために，2028年まで基礎老齢年金の給付額を平均所得の10

％まで引き上げることになっているものの，現在の枠組を維持するままでは2050年の高齢

者貧困状況は改善できるとは言い難い．なぜなら，現在の枠組では，高齢者の基礎生活受

給者への給付は，基礎老齢年金を所得の基準として生計給付額から削減されているが，こ

の基礎老齢年金額は94,600ウォン／月（高齢者単独世帯の場合）と，生計維持費用として
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表２ 韓国の高齢化現状

区分 2000年 2005年 2010年 2012年 2030年 2050年

高齢者人口割合 7.2％ ― 11.4％ 11.8％ 24.3％ 37.4％

高齢者世帯割合 11.9％ 15.2％ 17.8％ 18.9％ ― ―

経済活動参加率 29.6％ 28.7％１） 29.4％ 29.5％２） ― ―

注1）：2003年の数値である．2）：2011年の数値である．
出典：韓国農村経済研究院動向分析室（2012:8）

1）国民基礎生活保障受給者とは，所得が最低生計費以下であるため，基本的な生計維持のための国家保護が必

要な者である．2011年基準の最低生計費は，1人世帯は532,583ウォン，2人世帯は906,830ウォン，3人世帯は

1,173,121ウォン，4人世帯は1,439,413ウォンである．

図１ OECD国家の高齢者貧困率（2010年，％）

出典：韓国農村経済研究院動向分析室（2012:8）
（資料元：OECD）



は非常に不足しているからである．また，韓国の社会福祉部門の支出は，継続的に増加し

ているものの，2009年の対GDPの割合は9.2％であり，OECD平均（19.2％）よりかなり

低い水準に留まっている．

2. 韓国の高齢化の特徴：独居老人（一人暮らし高齢者）２）の急増

2012年現在，独居老人の数は119万名であり，2000年（54万名）に比べて2.2倍程度増加

した．2035年には，また現在の3倍（343万名）に増加する見込みである（表3）．独居老

人の96.7％は，平均3.86名の子ども（生存）がいるものの，自分の子どもと週1回以上接

触する割合は34.9％と3割強にすぎない（保健福祉部 2012b）．

ベビーブーム世代等の予備高齢者の意識変化及び未婚・離婚世帯の急増により，社会的

保護の必要性の高い独居老人が増加している．予備高齢者の9割以上は，夫婦あるいは一

人暮らしを希望しており（図2），予備高齢者1人世帯のうち未婚率は3倍，離婚率は2.3

倍急増したことがわかる（図3）．
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表３ 独居老人の推計（単位：千名，％）

区分 2000 2010 2011 2012 2015 2025 2035

高齢者人口数
（総人口に占める割合）

3,395
（7.2）

5,452
（11.0）

5,656
（11.4）

5,890
（11.8）

6,624
（13.1）

10,331
（19.9）

14,751
（28.4）

独居老人数
（高齢者人口に占める割合）

544
（16.0）

1,056
（19.4）

1,124
（19.9）

1,187
（20.2）

1,379
（20.8）

2,248
（21.8）

3,430
（23.3）

出典：保健福祉部（2012b:1）

2）以下，独居老人は「一人暮らし高齢者」を意味する．

図２ 夫婦または一人暮らしの生活を希望する割合（％）

出典：保健福祉部（2012b:1）
（資料元：保健社会研究院「2010中年層の生活実態及び福祉ニーズ調査」及び
「2011老人実態調査」）



3.「女性独居老人」という政策カテゴリーの形成

この独居老人問題はジェンダー問題でもあり，韓国では「女性独居老人」という政策カ

テゴリーが形成されている．たとえば，ソウル市の高齢者人口は，2011年に104万名（男

性45万名，女性59万名）に達し，そのうち独居老人が21万名（男性6万名，女性15万名）

である）．女性独居老人は71％であり，男性より2倍高い（表4）．

こうした実態から，ソウル市では，性別区分なく支援してきた独居老人対策をさらに女

性独居老人に特化した対策を策定している．その基盤としてソウル市女性独居老人生活実

態および政策ニーズを把握するための調査研究がある．

まず先駆的な研究として，イ・ソンウン，イ・ヒョソン（2011）は，ジェンダー視点か

ら，ソウル市独居老人の生活実態および政策現況に対する分析を通じて，女性独居老人の

生活の質向上における政策改善案および女性独居老人のための社会的支持体系（Social
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図３ 予備高齢者（45～59歳）のうち1人世帯の婚姻状態（％）

出典：保健福祉部（2012b:1）
（資料元：統計庁（2010）「人口住宅総調査」）

表４ ソウル市の独居老人数・割合（単位：名）

老人人口 女性 構成比（%） 男性 構成比（%）

ソウル１） 1,049,425 594,123 56.6 455,302 43.4

独居老人２） 211,226 150,060 71.0 61,166 29.0

ソウル市独居老人
全数調査

データベース３）

58,702 45,596 77.6 13,106 22.4

注1）ソウル統計「高齢者現況」2011
2）ソウル統計「独居老人現況」2011
3）ソウル市独居老人全数調査データベース
出典：ソウル市女性独居老人統計



SupportNetwork）における領域別政策案を提示している．

まず，福祉従事者である社会福祉士対象の調査結果として，4点が指摘される．すなわ

ち，（1）ソウル市老人福祉供給システムにおいて，女性独居老人への社会的支援事業を推

進している機関は45.5％であったこと，（2）女性独居老人における社会的支援事業類型は，

直接サービス，企業や地域団体との協議を通じた間接サービス，自助会などの老‐老ケア

を通じた事業であること，（3）独居老人支援政策を推進している多様な地域福祉供給主体

の多元化問題の解決，（4）福祉従事者の固定観念，すなわち，男女の政策ニーズには差異

がないといった固定観念があり，男女の特性に基づいた政策や事例管理の不足がある，と

いう点が明らかにされた．

次に，ソウル市女性独居老人政策現況の分析結果として，第一に，独居老人日常生活支

援事業は，（1）独居老人孤独死防止事業と最貧層独居老人在宅福祉事業，住居支援事業が

小規模で行われているものの，独居老人福祉受給率の地域格差やサービス質の問題がある

こと，（2）最貧層独居老人在宅福祉事業の内容は，基本的生活支援に偏重しており，心理

的支援における政策支援が不足であること，（3）住居支援事業は，ニーズに対して供給不

足であり，居住期間制限には問題があることが指摘された．第二に，社会的支援事業は，

地域コミュニティの多様な組織と連携した地域資源を活用した独居老人生活および心理的

支援事業，老人自ら社会的雇用やボランティアに参加することで社会的ネットワークを形

成する事業，老‐老ケアの自助会の形態として女性独居老人に特化した事業などが提示さ

れた．これらの分析結果ついて，切れ目のない老人福祉事業の推進，女性独居老人の特性

に基づいた心理的相談の必要性，男性に比べて学歴の低い女性老人の知的向上プログラム

支援などが政策課題として提示されている．

最後に，女性独居老人対象の調査を通じて，次の点が明らかにされた．すなわち，（1）

老人福祉館のプログラム利用については階層によって明白な差異があること，つまり，基

礎生活受給者に該当する在宅福祉事業対象者の大多数は，福祉館の無料昼食のために参加

しており，その他の女性独居老人は，多様なプログラムに参加していた．（2）各領域にお

ける政策支援の量的・質的不足が指摘できる．具体的には，政府の高齢者雇用事業におい

て，多様な階層の老人が参加できる雇用の多様化が必要であること，医療支援における夜

間緊急同行サービスや認知症診断結果に対する事後管理の不足，小規模地域中心の心理的

相談サービスの不足，段階別の多様な教育・趣味プログラムの開発，階層別の住居サービ

ス支援に対するニーズが高いことが確認された．以上の分析結果をもって，ソウル市老人

福祉条例の改正や独居老人政策について，ジェンダー視点から改善する必要性を指摘して

いる．

次に，ムン・ウンヨンほか（2013）は，ジェンダーの視点から，ソウル市高齢ひとり世

帯女性に対する分析を通じて，女性独居老人の特性を考慮した支援策および女性独居老人

が地域社会構成員として生活できる政策案を提示している．

第一に，ソウル市独居老人データ分析結果として，とりわけ健康と所得分野において男

女格差が存在することが確認された．女性独居老人の前期（65～75歳）には，自己ケアを
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通じた雇用や自立的生活が維持できる予防的アプローチの模索，次の後期（75歳以上）に

は，身体機能低下に伴う生活や孤立などに対するケアおよび危機対応の必要性が指摘され

た．また女性独居老人の場合，年齢の増加とともに家族との連絡や接続が減少する傾向が

見られ，社会的ネットワーク形成のための多様なプログラムの必要性も指摘された．

第二に，女性独居老人におけるフォーカスグループインタビュー調査結果として，（1）

女性独居生活は配偶者との死別によるものがほとんどであり，食生活の不均衡や疾病保有

率が高いこと，（2）住居費および医療費負担の困難が課題であり，（3）自分の家族よりは隣

人・友人・教会などの関係が独居生活の適応に重要な社会的ネットワークになっているこ

と，（4）経済生活と関連して，雇用に対するニーズがあるにもかかわらず，女性老人が参

加できる雇用が制限されていること，（5）女性独居老人は主に社会福祉館や教会の余暇プ

ログラムに参加していること，（6）独居老人自助会参加者の場合，相互に助け合えるといっ

た意識が高いことや，活動費の政府支援におけるニーズなどが確認された．

第三に，福祉従事者対象の調査結果として，（1）女性独居老人は男性に比べて緊急支援

が不足していること，そして，女性独居老人の健康管理における専門家介入の必要性，（2）

女性独居老人は，他地域への移動に対する不安感があり，共同居住形態の対象拡大および

持続管理の必要性，（3）女性独居老人の大多数は，職業経験不足や人的資本の脆弱性によっ

て劣悪な労働環境に置かれており，情報不足による雇用困難に直面していること，（4）低

所得女性独居老人は，ひとりで遠距離外出が難しいため，近所外出における余暇活動を選

好していること，（5）生計型住宅所有者や家族から放置された女性独居老人の場合，扶養

者が存在するという理由で政策支援対象から排除されており，政策的な盲点が存在するこ

となどが明らかにされた．

以上の分析結果から，ソウル市女性独居老人統合支援政策および支援策課題が提示され

ている．支援策は，ソウル市が2012年に策定した「女性ひとり世帯政策」と連携して女性

独居老人における健康，安全，コミュニティ，雇用支援などの支援策を段階別に行うこと

を提案し，低所得層や脆弱層に限らず類型や年齢を考慮した政策対象の拡大およびそれに

伴う政策統合を提示している．

Ⅱ．韓国の主要高齢者対策の推進過程

1. 低出産・高齢社会計画の進展

そもそも，韓国における高齢者関連法律は，1981年に制定された「老人福祉法」や2005

年に制定された「低出産・高齢社会基本法」（2012年に改正）が挙げられる．「老人福祉法」

の場合，敬老年金や老人福祉施設の設置・運営など，低所得層の高齢者を対象にした福祉

施策に重点が置かれていたため，急速に進展する高齢社会の福祉，医療，老人住居や教育

文化，所得保障，雇用促進及び関連産業の支援など多様な課題に対応するためには，政策

的・現実的な限界があった．そこで，韓国政府は，高齢社会対策全般（保健福祉，所得保

障，産業，雇用，教育・文化など）における各種施策を総合的に推進するための明示的根
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拠として，「低出産・高齢社会基本法」（2005.5）を制定した．

韓国政府は，低出産・高齢社会の中長期政策目標及び方法を設定し，5年ごとに「低出

産・高齢社会基本計画」を策定・推進している．2012年には，高齢社会部門を対象にした

「第2次基本計画補完版」が策定された．

2. 第2次低出産・高齢社会基本計画補完版（高齢者部門）の内容４）

韓国政府は，少子高齢社会における2回の基本計画５）を策定し，2回のベビーブーム世

代向けの対策６）を発表して，高齢社会への対応体系を強化し続けながら財政投入を拡大

してきたものの，総合的・積極的な対応としては限界に直面した．

補完方向としては，第一に対象としては，今後の30年間，高齢者になる予備高齢者世

代７）に焦点を置き，該当世代の特性を考慮した事前予防的な政策策定を集中的に行う．第

二に，推進目標としては，高齢化に備える持続可能な先制的対応体系を用意し，「低出産・

高齢社会委員会」の大統領所属の改善をきっかけに政府の強力な政策意志を表明すると設

定した．第三に，主要内容として，第2次基本計画の分野別課題を再検討し，その成果及

び問題点の分析をもとに，諸内容について削除・修正・追加を行った．特に，国民的なニー

ズの高い健康，所得，社会参与（雇用），住居・交通分野について集中的に補完している．

同計画の重要政策課題の推進方向としては，「一緒に準備する活気に満ちた高齢社会」

というビジョンのもと，「2012～15年 高齢社会への対応体系の確立」「2016～30年 潜在

的成長率及び財政持続可能性の向上」という二つの目標が掲げられた．そしてそのために，

安定的な老後所得保障，健康寿命の延長，積極的な老後生活，安全で便利な生活，という

推進目標が掲げられている（図4）．
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表５ 各時期の基本計画

第1次 第2次 第2次補完版

推進目標 高齢社会対応基盤の構築 高齢社会対応体系の確立
持続的な先制的対応３）体系
の構築

主要対象 65歳以上の低所得高齢者 50歳以上のベビーブーム世代
予備老人世代（ベビーブーム
世代及びその前後世代）

政策領域 所得保障，療養保護
所得・健康・住居等の全般的
な社会システム

ニーズの高い健康・所得・社
会参加（雇用）・住居・交通
部門の補完

推進方式 政府主導 汎社会的な政策協調 汎社会的な政策協調

出典：「第2次基本計画」及び「第2次基本計画補完版」を参考に作成．

3）日本語では先手を打つ対応，という意味．

4）本章の内容は，保健福祉部（2012a）『第2次低出産・高齢社会基本計画補完版（高齢社会部門）』（以下，

「補完版」）の中から一部抜粋して翻訳したものである．

5）第1次基本計画：2006～2010年，第2次基本計画：2011～2015年．

6）総理主宰庶民生活対策点検会議（2011.10）「ベビーブーム世代の退職に備える高齢社会対策補完方案」（3

つの分野，30個の課題），緊急経済対策会議（2012.7）「ベビーブーム世代のための新しい機会創出対策」（5分

野，32課題）．

7）ベビーブーム世代及びその前後の世代（1946～1954年生，1955～1963年生，1964～1972年生）を意味する．



第2次基本計画（2011～2015）の課題現況をみると，表6に示したとおり，（1）所得分

野課題，（2）健康分野課題，（3）社会参加分野（雇用，ボランティア・余暇），（4）住居・交

通分野という4分野について課題が示された．各分野の諸課題については，表7の分野別

課題表を参照されたい．本稿では特に，（3）の社会参加分野（雇用）において，「高齢者雇

用の量的拡大及び質的高度化」という政策課題が掲げられ，ここに高齢化対策と少子化対

策とを統合させる視点が入っていることに着目したい．この課題につき，2004年から実施

されている「高齢者雇用事業」が毎年拡大されている．高齢化対策と少子化対策がどのよ

うに統合されているか，具体的な事業内容は，後述する．
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図４ 高齢社会補完計画の推進方向８）

出典：保健福祉部（2012a:14）

8）「補完版」p.14を翻訳．
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表６ ４分野の課題

（1）
所得分野
課題

詳細戦略 政策課題 詳細政策課題

多層的な所得保障体系

国民年金の長期的な持続可
能性の改善

持続可能性の向上，広告等信頼度向上

国民年金の死角地帯の解消
特殊雇用関係勤労者，基礎受給者，事業者の
加入者の拡大；国民年金死角地帯の解消；農
漁業の年金保険料の支援

私的所得保障制度の拡充
退職年金の活性化（税制改善），個人年金の
活性化

高齢者貧困の予防

年金制度の内実化 基礎老齢年金の内実化，住宅年金の活性化

国民年金給与の向上，働き
方の柔軟性

在職者の老齢年金の改善，延期年金の活性化

農漁村の高齢者の所得保障 農地年金の導入，経営移譲の直接的支払

（2）
健康分野
課題

ベビーブーム世代
事前予防的健康管理システ
ム

健康情報ポータル，健康診断の強化，保健所
事業の統合提供，慢性疾患管理のモデル事業，
U-ヘルス基盤の拡充等

現世代の高齢者

高齢期の疾患管理システム
の構築

健康保険の保障性拡大（入れ歯等），口腔増
進サービスの拡大

認知症高齢者の管理システ
ムの構築

体系的な認知症予防，インフラ整備，認識改
善

長期療養保険の内実化
予防サービスの強化，受給秩序の確立，対象
者拡大の検討

高齢者の健康増進運動
運動プログラムの普及，高齢者運動の専門人
力の拡充

医療費支出の適正化
健康保険支出の効率化を通じた財政健全性の
確保，医療費支出の効率化，公共部門の財源
調達拡大の検討

（3）
a.社会参
加分野
（雇用）

多様な雇用機会の創出

高齢者雇用の延長
賃金ピーク制の活性化，高齢者雇用促進奨励
金の改編等

転職及び就職支援サービス
転職支援奨励金制度の改編，高齢者特化型職
業訓練・就職支援，準高齢者層就職成功のパッ
ケージ運営等

準高齢者に適合した雇用創
出及び創業支援

準高齢者に適合した社会サービス雇用の内実
化，準高齢者の幼児教育人材のフル構築，シ
ニア創業支援等

準高齢者人材の専門性活用
の向上

科学・研究分野退職人材の活用度向上，準高
齢者を活用した就職相談サービスの提供，大
企業退職の専門人材の活用等

雇用上の年齢差別禁止制度
を早期定着

年齢差別禁止慣行の定着キャンペーン実施，
持続的な年齢差別モニターリングの実施

雇用創出事業の内実化

高齢者雇用の量的拡大及び
質的高度化

高齢者雇用の段階的拡大及び質的高度化

雇用事業の体系化 雇用支援システムの機能調整及び役割強化

b.社会参
加分野
（ボラン
ティア・
余暇）

社会参加のための余暇
文化の機会提供

高齢者ボランティアの活性
化及びインフラ構築

高齢者ボランティアの活性化及び専門化，ボ
ランティア活動の基盤づくり，ボランティア
ネットワークの構築

高齢者の余暇文化享有基盤
の拡大

高齢者余暇文化プログラムの開発及び普及，
老人福祉施設のインフラ拡充，文化バウチャー，
高齢者文化プログラムの開発等

好循環的な職業能力開
発システム

生涯学習のインフラ構築

仕事と学習が両立できる後進学体制の構築，
大学生涯教育の活性化促進，生涯学習口座シ
ステム１）の拡大，生涯学習と資格制度間の
連携強化

（4）
住居・交
通分野

高齢者に優しい住居・
交通環境の醸成

エイジフレンドリーな住居
環境の醸成

高齢者住居安定法の制定，高齢者用賃貸住宅
の供給，農村健康長寿村の育成

高齢者に優しい公共交
通及び歩行環境の醸成

エイジフレンドリーな公共
交通・歩行環境の改善

便利な交通環境・安全な歩行環境の醸成，高
齢運転者の安全教育の推進

注：1）生涯学習口座システムとは，個人の多様な学習経験を学習口座に累積記録して体系的な学習設計を支
援し，学習結果を学歴や資格認定と連携して雇用情報として活用できるようにする制度である．この制
度は，「生涯学習法」第23条（学習口座）を根拠とし，全国民を対象として実施されている．
（教育科学技術部：http://www.mest.go.kr/web/42254/site/contents/ko/ko_0290.jsp?selectId=1080）

出典：保健福祉部（2012a:10-13）から整理．



Ⅲ．第3次低出産・高齢社会基本計画（ブリッジプラン2020）における統合的視点

1. 背景：第2次計画と第3次計画の違い

韓国は，2016年から，低出産・高齢社会対策の第3期に入った．2015年2月6日に開か

れた第4期第1次低出産・高齢社会委員会（保健福祉部，大統領主催）では，「第3次低

出産・高齢社会基本計画」の策定方向について議論がなされ，第2次基本計画とは異なる

アプローチから戦略を立てることとした．

すなわち，「選択と集中」，「構造的問題への対応」，「実践・定着に重点」という戦略で

ある．第2次基本計画と比較してみると，第一に，多様な政策が羅列して制定され，政策

目標や対象のターゲットが不十分という限界に対して，第3次基本計画では，低出産の主

要な要因とかかわる晩婚層や共働き世帯をターゲットとした政策を展開すること．第二に，

出産や保育支援プログラムを中心とした少子化の現象的な問題に対処してきたことに対し

て，第3次基本計画では，若者世代が結婚・出産しにくい状況に置かれている雇用や住居，

教育などの構造的問題に対応すること．第三に，先進国をベンチマークしてきた制度導入

に集中してきたことに対して，第3次基本計画では，導入した各種制度が利用しやすい環

境醸成や文化・意識形態の革新といった政策の実践や定着に重点を置くことになっている

（表7）．

2. 第3次低出産・高齢社会基本計画（ブリッジプラン2020）の内容

この第3次基本計画（ブリッジプラン2020）のビジョンは，「全世代がとともに幸福な

持続発展社会の具現」とされ，目標は「子どもとともに幸福な社会（出生率1.21（2014）

→1.5（2020））」と「生産的で活気のある高齢社会」（老人貧困率49.6％（2014）→39％

（2020））」が掲げられた．次頁の表8に本計画の目次を示しているので内容を参照された

い．

「ブリッジ」という言葉には，二つの意味を持たせている．第一に，2015年までの低出

産持続（出生率1.3未満），老人貧困深刻（老人貧困率49.6％）の状態から，2020年までに

超低出産脱皮（出生率1.5），老人貧困緩和（老人貧困率39％）という橋（ブリッジ）を架

け渡し，長期的には，人口安定化として出生率1.7（2030年），2.1（2045年），堂々とした
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表７ 第２次基本計画と第３次基本計画の相違点

第2次基本計画 第3次基本計画

＜羅列式対策＞
政策目標，標的化が不十分

＜選択と集中＞
晩婚，共働きに標的化

＜現象的な問題に対処＞
保育・出産支援プログラムが中心

＜構造的問題への対応＞
雇用，住居，教育など

＜「制度導入」が中心＞
ベンチマークを通じた制度導入に集中

＜「実践・定着」に重点＞
環境醸成と文化・形態の革新

出典：保健福祉部（2015）



老年（老人貧困率30％以下）へ，という構想が掲げられている．人口ボーナス期から人口

オーナス期への過渡期を安定的に移行するしっかりとした「橋」となる基本計画に，とい

うねらいがひとつ目の意味である．

第二に，BLIDGEの頭文字に重点領域の意味がこめられている．すなわち，Building

NewCulture（文化・慣行を変える），Restructure（晩婚対策強化など方向転換），Im-

plementation（制度の実践），Daddy（父親の家事分担文化の拡散），Gotogether（民間・

地域・政府協力，死角地帯・格差解消），Enlargement（社会構造，経済等の領域拡張）

の頭文字があてられている．

表８ 第３次低出産・高齢社会基本計画（2016-2020） 目次
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PART1 総論

Ⅰ.計画の背景および経過

1.計画の背景

2.推進経過

Ⅱ.人口問題の展望社会経済的リスク

1.人口構造の急激な変化

2.低出産・高齢化に伴う未来社会のリスク

Ⅲ.過去10年間の政策評価

1.総括

2.低出産への対応

3.高齢社会への対応

4.対策推進基盤

Ⅳ.第3次低出産・高齢社会基本計画の方向

1.低出産・高齢社会対応パラダイムの転換

2.ビジョンおよび目標

Ⅴ.出産率の改善に対する期待効果および長期推進方

向

1.出産率の改善に対する期待効果

2.長期推進方向

補論：統一と人口問題

PART2 分野別政策課題

Ⅰ.低出産対策

1.若者就職・住宅対策の強化

（1）若者雇用の活性化

（2）新婚夫婦の住宅支援強化

2.難妊など出生に対する社会的責任の強化

（1）妊娠・出産の社会責任システムの構築

（2）多様な家族に対する包容性の向上

（3）子どもが幸せで安全な環境づくり

3.個人のニーズにあった保育の拡大・教育改革

（1）個人のニーズにあった保育

（2）保育支援体系の強化

（3）教育改革の推進

4.仕事と家庭の両立における四角地帯の解消

（1）仕事と家庭の両立の実践雰囲気の拡散

（2）男性・中小企業・非正規職など仕事と家庭の両立

の実現条件の強化

（3）仕事と家庭の両立支援制度の活性化

Ⅱ.高齢社会の対策

1.老後所得保障の強化

（1）公的年金の強化

（2）住宅・農地年金の拡大

（3）退職・個人年金の活性化

（4）老後準備の条件拡充

2.活気のある安全な老後の実現

（1）高齢者の健康な生活の保障

（2）高齢者に対する社会参加機会の拡大

（3）世代間理解の増進

（4）高齢者にやさしい住宅環境づくり

（5）高齢者の安全のおよび権利保障

3.女性，中高年齢者，国外労働力の活用

（1）女性雇用の活性化

（2）中高年齢者の勤労基盤の拡大

（3）社会統合的な国外労働力の活用

4.高齢者フレンドリー経済へ向かって

（1）高齢者フレンドリー産業の新成長動力の育成

（2）人口のダウンサイジングへの対策強化

（3）財政的な持続可能性

Ⅲ.低出産・高齢社会への対応基盤強化

（1）民間・地域・政府間協力体系の強化

（2）広報・認識改善の活性化

（3）中央・地方の推進基盤の強化

付録

Ⅰ.財政計画

1.年次別投資計画

2.財源調達の対策

Ⅱ.課題別所管部署

1.低出産対策

2.高齢社会への対策

3.低出産・高齢社会への対応基盤の強化

Ⅲ.基本計画への参加者名簿

出典：韓国政府（2015）



3. 高齢社会対策の重点課題

第3次基本計画では，上記の戦略の下，高齢社会対策に関して，世代間の理解増進など，

世代間統合を意識した内容が盛り込まれている．重点推進課題として第一に，老後所得保

障の強化である．経歴断絶女性（結婚・育児により仕事を辞めた女性）をはじめとする年

金受給権の拡大の死角地帯の解消が目指されている．第二に，2007年から実施されてきた

住宅年金などの活性化を通じた老後保障レベルの向上である．第三に，女性，中・高齢者，

外国人材活用の拡大として女性・高齢者にやさしい雇用システムへの転換や社会統合的な

外国人材の活用が目指されている．最後に，高齢者にやさしい経済への跳躍として分野別

人口ダウンサイジングへの備え等が掲げられている（表9）．

表９ 第３次低出産・高齢社会基本計画（高齢部分）における推進戦略と重要課題
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推進戦略 詳細推進戦略 重要課題及び詳細目標

老後所得保
障の強化

一人一国民年金の
ための死角地帯の
解消

�一人一国民年金の確立
-経歴断絶女性や障害・遺族の年金受給権拡大（2016年），働く低所得層に年
金づくり（国税庁所得，EITC受給者情報と国民年金間の資料連携内実化及
び拡大）（2016年）．
�年金分割請求権制度の拡大
-離婚などによる貧困化防止のため，国民年金のみ認められた年金分割請求
権を特殊職役年金（公務員年金，私学年金）へ拡大（2016年）
�基礎年金，多層後所得保障システムの内実化
-基礎年金受給者選定基準改善を通じた受給者拡大（2016年），5年ごとに受
給権者の生活水準や物価変動を考慮した受給額適性の評価（2018年），多層
老後所得保障システム活性化ロードマップ（2016年）

住宅年金などの活
性化を通じた老後
保障レベルの向上

�住宅年金の活性化を通じた老後所得の増大
-住宅年金加入者数：2015年2.8万件→2020年14.1万件→2025年33.7万件；加
入条件緩和によって支援拡大（夫婦の一人が60歳の場合も加入できるように
拡大，2016年）
�農地年金の拡散によって高齢農業人の老後所得の増大
�退職・個人年金の活性化
-IRP（個人型退職年金）の活性化による制度改善（2017年）

活気的で安
全な老後の
実現

看病・認知症・ホ
スピスなど医療・
ケアの強化

� 包括看護・看病サービスの拡大
-今後5年間で全体の病院レベルの医療機関へ拡大し，高齢者入院時の看病
負担軽減
� 長期療養保険制度の高度化
-嘱託医制度の内実化（2016年），長期療養機関の質管理（運営者，療養保護
者を対象に補習・職務教育履修の義務化，2016年）
�認知症に対する対応システムの強化
-昼夜間保護施設の拡充：2020年までに3,000箇所拡大
� ホスピス活性など後期医療システムの強化
-「緩和医療法」の制定及びホスピス緩和医療5か年計画の樹立（2016年）
家庭訪問型ホスピス制度化，ホスピス専門機関の多様化（2016年～）

高齢者社会参与機
会の拡大

�高齢者社会参与の活性化
-高齢者ボランティア参与拡散（2016年），高齢者ボランティア統合システム
構築（2017年），独居老人などをケアできる老老ケアなどの政策的に必要な
全国型活動を持続拡大（2016年～）
�高齢世代の余暇機会の拡大およびインフラ改善
-高齢者文化プログラムの拡大運営（2016年～），高齢者オーダーメイド型余
暇文化コンテンツ支援の案（2016年），高齢者余暇実態調査（2016年），老人
福祉間標準運営モデルの開発・拡散（2016年～）

世代間の理解促進 �世代間理解増進機会の拡大
-「3代が共にする家族の日」運営（年1回以上），高齢者と子ども間のコミュ
ニケージョン機会の拡大（2016年），世代共感プログラム支援（2016年～）
孝行奨励風土醸成（2016年）
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高齢者交通・生活
安全の環境醸成

�老後安心生活の支援
-独居老人などをケアするための社会貢献活動寄付銀行（ケア1時間あたり
1ポイント獲得，今後，本人や家族がボランティア型のケアサービス利用可
能）の新設（2016年）
�高齢運転車の安全管理の強化
-高齢運転者認知機能検査道具の標準化（2017年）
�高齢歩行者の交通事故減少
-老人保護地域の拡大（2016年）

女性，中・
高齢者，外
国人材活用
の拡大

女性・高齢者にや
さしい雇用システ
ムへの転換

�時間選択制転換制（全日制→時間選択制）の活性化（2016年）
�経歴断絶女性の再就職支援，理工系女性人材の進出の強化
-経歴断絶女性の専攻・経歴，地域特性を考慮したオーダーメイド型就業支
援（2016年），科学技術人材進路支援センターやK-GirlsDayなどと連携し
て小中高女子学生理工系特化進路支援システムの構築（2016年～）
� 60歳定年退職制の定着のための集中支援
-賃金ピーク制支援金を2018までに延長支援
�中・高齢者就業・創業支援の活性化
-「高齢者雇用促進法」改正を通じて300人以上の企業を対象に退職予定者に
転職支援サービス提供を義務化（2016年），40歳以上の退職（予定）者を対
象に中長年雇用希望センターと二毛作支援制度の連携を推進（2016年）

社会統合的な外国
人材の活用

�海外の優秀留学生の誘致拡大や優秀人材誘致基盤の強化
-オンラインビザ発給及び滞在許可サービスの拡大，ポイント制拡大などを
通じて専門職従事者の定住を誘導（2016年～）
�中長期移民政策の樹立
-第3次（2018～2022）外国人政策基本計画課題に含める

高齢者にや
さしい経済
への跳躍

分野別人口ダウン
サイジングへの備
え

�兵役資源確保のための転換・代替服役制度の改善
-兵役資源不足に備え，転換・代替服役支援者を段階的に減縮
�大学構造改革の推進
-大学構造改革の評価及び入学定員減縮（2014年56万名→2020年47万名），大
学構造改革における法律案の制定（2016年）
�高齢社会に備えた地方行政・財政制度の改善
-市町村住民センターの行政条件（組織，人材，業務）を改善するため，「責
任市町村制」導入（2016年）

高齢親和産業の発
展生態系醸成

� 有望産業の育成及び国家支援システムの強化
-遠隔医療サービスの制度化（2016年～），高齢親和観光産業や食品産業の育
成（2016年～），高齢親和産業の輸出支援システムの強化，高齢親和産業発
展計画の樹立（2017年），ユニバーサルデザイン支援システムの強化（2016
年）
� 需要者中心のシルバー経済生態系の醸成
-使用性評価システムの内実化及び中長期発展案の準備（2017年～）
�高齢親和R&D総合支援システムの構築
-汎部署において高齢親和R&D中長期総合計画の樹立（2016年）

財政持続可能性の
向上

�国民年金の持続可能性の向上
-保健福祉部に長期財政目標設定推進委員会（仮称）を構成・運勢（2016年）
して財政目標における社会的論議を行う．
� 健康保険財政の安定化
-療養病院給付制度の改編による医療伝達システムの内実化（2016年～），多
様な財源を確保して健康保険収入基盤の安定化（2016年）
� 財政支出の効率化および税収基盤の拡充
-補助金統合管理システムの構築（2017年），国有地開発・活用を拡大して国
家財政状況の改善に寄与（2016年～），新規導入・日没到来時における予備
妥当性調査・詳細評価の義務化を通じて租税減免制度を整備（2016年～）
�中長期財政危険管理
-「2060年長期財政展望」における今後の財政危険要因をモニターリングし
て対応案を講ずる，Pay-go制度（財源対策のない新規義務支出導入を禁止）
と歳出構造調整など財政規律強化

出典：韓国政府（2015:41）



4. 少子化対策の重点課題

韓国の合計特殊出生率は，2014年1.21であり，前年の2013年より回復したものの，2001

年以降1.3以下が続き，OECD諸国の中で最低水準である．現行の傾向が続いた場合，

2016年を基点に，青少年人口が高齢人口より少なくなる「人口逆転現象」が発生すると言

われている．

周知のとおり，韓国における少子化の原因は，大きく人口学的要因（未婚化・晩婚化）

と社会経済学的要因の二つの側面から議論されている．特に，後者としては，①若年層の

雇用不安定，②養育・教育費の負担，③仕事と家庭の両立困難から整理できる．

青年層の所得・雇用不安定な状況に加え，住宅や賃貸の価格が相対的に高いという住宅

難の問題が，青年世代の結婚や出産を延期する一つの社会経済的要因と言われるようになっ

た．ソウル青年層の住居形態調査からみると，自家所有の割合はわずか8.6％に過ぎず，

約9割の人は賃貸生活をしている．そのうち，賃貸（チョンセ）（高額の保証金を預け，

毎月賃貸は支払わない形式の賃貸）は3割弱を占めており，ほかの6割は一般賃貸である．

一方，住宅難問題が青年層の負担となり，少子化の一つの主要的要因となることは，「6

無世代」という言葉からも考えられる．「6無世代」とは，雇用，所得，住宅，愛，結婚，

子ども，希望の喪失した世代という意味で使われる．これは，青年世代における少子化の

社会経済的要因を集約的に表している．

2011～2015年を対象とする第2次基本計画（セロマジプラン）が終了し，この第3次に

入ったが，第1次と第2次を比較すると，政策領域が保育支援中心から仕事と家庭の両立

などの総合的アプローチへ変更され，政策の主要対象も低所得家庭を中心としたことから

共働き家庭へと政策方向が変更された．また，推進方式として，第1次基本計画の際には

政府主導で行われてきたが，第2次基本計画では社会全体での共助（汎社会的政策共助）

が強調されている．具体的な第二次基本計画の中身は，（1）経済的支援策（①普遍的な保

育料・幼児教育費支援策，②各種手当支援策，③財政的優遇支援策），（2）サービス支援策

（①国公立保育施設の拡充，②職場保育施設の設置，③新婚夫婦の住居負担の軽減），（3）

サービス支援策（①家庭内保育の強化，②民間育児施設サービスの改善，③需要者中心の

育児支援サービスの拡大，④私教育費軽減対策），（4）柔軟な働き方支援策（①親支援とし

ての育児休業制度，②柔軟な働き方の拡散）とされてきた．

第2次計画の低出産対策の成果としては，（1）女性に集中していた出産・子育て責任に

おける国家・社会・男性役割分担の契機を用意，（2）健康な妊娠・出産のための国家支援

体系の構築，ハイリスク妊娠などに対する体系的支援の強化，（3）「仕事中心」から「仕

事と家族生活の調和」への転換の契機を用意，（4）人口問題解決のための汎政府対応体系

の構築，の4点が指摘されている．分野別の成果としては，「仕事と家庭の両立支援」「結

婚・出産・子育て負担の軽減」「移民政策関連」として，諸政策の推進結果が詳細に整理

されている一方で，少子化対策の限界については，具体的な個別領域と関連させて，「Ⅰ．

投資増加や多様な政策の実行に対して，出生率の向上に失敗．保育などの必要条件は設け

たものの，十分条件は欠如」「Ⅱ．人口変動の社会経済的影響に対する対応の不十分．社
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会・経済体質改善に消極的」と整理されている（韓・相馬 2016）．

新たに第3次計画（表10）では，低出産対策に関して次のような重点推進課題が提示さ

れている．第1に，晩婚化を緩和することである．これまでの政策は主に既婚女性の出産

に焦点が当てられてきたが，晩婚化の傾向は低出産と直結していることを考慮し，青年層

の結婚阻害要因となる住居負担を軽減するための新婚夫婦におけるオーダーメイド型住居

支援（賃貸（チョンセ）住宅供給拡大，新婚夫婦対象の幸福住宅供給拡大，新婚夫婦最初

住宅購入金利優遇），青年雇用問題を解決するための青年社会進出支援（能力中心の先就

業・後進学の活性化，産学一体型特性化高校における現場中心職業教育強化，中小企業に

おける長期勤続条件の醸成）が核心課題とされている．

第2に，共働き世帯の出生率を向上させることである．共働きの普遍化に伴う保育・教

育のインフラ整備や両立支援の環境整備が十分にできておらず，親が信頼できる保育環境

を醸成するためのオーダーメイド型安心保育の確立（施設運営や評価に親の参画が保障さ

れた保育施設，ふさわしい人格と資質の持つ保育教師の養成および処遇改善，勤労形態・

世帯の特徴によるオーダーメイド型保育の強化）と，仕事と家庭の両立のための実践力を

向上させること（職場保育施設の設置拡大，代替人材支援強化などの中小企業における育

児休業の活性化，育児期勤労時間短縮や利用回数の拡大）が核心課題となる．

第3に，出産・養育における社会的責任を強化することである．少子化対策が打ち出さ

れてから出産・養育における国家や社会的責任を強調してきており，第3次基本計画にお

いても妊娠・出産費用の保障性強化（妊娠・出産標準医療費保障（幸福出産パッケージ），

人工体外受精施術費の健康保険支援，超音波検査などの健康保険非給付の解消）と，ひと

り親世帯における養育基盤醸成（青少年ひとり親９）養育費支援の現実化，賃貸住宅や就業

支援などの自立基盤拡充，青少年ひとり親メンター制度導入）を核心課題として提示した．

表10 第３次低出産・高齢社会基本計画（低出産対策部分）における推進戦略と重要課題
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推進戦略 詳細の推進戦略 重要課題及び詳細目標

晩婚対策 青年雇用の拡大 �労働改革を通じた青年雇用の活性化（2016年～）
-賃金ピーク制度，上位10％賃金凍結，労働時間短縮など，30～40万の雇用
機会の創出．
�青年雇用絶壁の解消（2016年～）
-青年雇用増大税制（青年層の正規職を前年度より増やした企業に対して，1
人当たり500万ウォンの税額控除）など，民間における青年雇用の創出，青
年層‐中小企業ミスマッチの解消，雇用‐教育連携の強化．

新婚夫婦向けのオー
ダーメイド型住居
支援

�新婚夫婦向けの賃貸住宅の拡大（2016年～）
-新婚夫婦向けのオーダーメイド型幸福住宅の供給拡大など，5年間で賃貸
住宅20万戸を供給し，毎年1万カップルが受益．
�新婚夫婦向けの住居資金支援の現実化（2016年～）
-新婚夫婦向けの賃貸（チョンセ）ローン支援限度の現実化（首都圏 1億→
1.2億ウォン，非首都圏0.8億→0.9億ウォンにローン限度引き上げ），マイホー
ム作りのための住宅ローン金利の優遇（新婚夫婦向けの賃貸ローンに対して
0.2％P優遇）

9）「青少年ひとり親」とは，24歳以下の母または父を意味する（ひとり親家族支援法第4条1－2）．なお，韓

国では統計上の「青少年」は9～24歳を意味する．



Ⅳ．高齢者対策と少子化対策の統合：独居老人対策と子育て支援の連携

では，第3次低出産・高齢社会基本計画前から，高齢者対策と少子化対策が実質的にど

のように連携してきただろうか．「低出産・高齢社会基本法」（2005）の制定後の2007年，

韓国では独居老人対策が政策課題として認知され，老人の孤独死予防の安否確認サービス

等が施行されてきた10）．独居老人支援策は，老人福祉法第27条の2，社会福祉事業法第33
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出産におけ
る社会的責
任の強化

妊娠・出産におけ
る国家責任の実現

�幸福出産パッケージ（2016年～）
-超音波，1人部屋など主な非給与の給与への転換（2016年），本人負担金の
軽減（本人負担金を現在の20～30％から5％に緩和（2018年））．
�難妊夫婦向けの100％支援システムの構築（2017年）
-難妊施術の健康保険適用，難妊総合相談支援システムの構築，難妊休暇制
度の導入（3日無給）を推進．

包容的な家族観の
拡散

�多様な家族を社会的に受け入れることの向上
-差別禁止法の制定，認識改善運動，社会・制度的差別改善案の研究および
公論化推進．
�青少年ひとり親向けの子育て支援パッケージの導入（2016年）
-子ども養育費の現実化（2015年には15万ウォン／月，2017年には20万ウォ
ン／月，2019年には25万ウォン／月），住居-子育て-学業を並行できる青少
年ひとり親専用施設の設置，「責任教員制度」導入を通じた妊娠学生相談の
義務化，青少年ひとり親自立促進手当の対象拡大（現在の24か月未満子ども
を持つ生計給与受給者である青少年ひとり親が自立を準備する際に10万ウォ
ン／月を支給する→子ども年齢制限の削除など条件強化）

オーダーメ
イド型ケア
の拡大及び
教育改革

オーダーメイド型
安心保育・ケア

�親・子どものニーズによるオーダーメイド型保育改編（2016年）
�国公立・公共型・職場保育園の拡大（2016年～）
-（2015年）29％→（2020年）39％→（2025年）50％
�小学校1～2学年のケアサービスの質向上・拡充
-小学校ケア：（2015年）24万名→（2020年）26万名

子どもと親が幸せ
な教育改革

�自由学期制度をすべての中学校で施行（2016年）
-進路体験教育の強化，一人一文化・芸術一体育活動
�進学英語の絶対評価の導入（2018年）
�国家職務能力標準（NCS）定着を通じた能力中心社会の具現
-2017年までに全体の公共機関でNCS基盤採用拡大

仕事と家庭
の両立にお
ける死角地
帯の解消

両性平等な仕事と
家庭の両立

� 男性育児休業の活性化（2016年）
-「父親の月」インセンティブ強化（親が順次に育児休業をする際に，二番
目の利用者において初月の育児休養給与を通常賃金の100％（上限150万ウォ
ン）まで支給し，同インセンティブを1ヶ月から3ヶ月へ拡大），政府・公
共機関の評価時に男性育児休業の実績を反映
� 働き方の画期的な改善
-労働時間短縮：（2014年）2,124時間→（2020年）1,800時間，転換型時間選
択制の拡散，スマートワークの活性化

中小企業・非正規
職も子育てしやす
い環境づくり

� 中小企業実践条件の拡充
-育児休業支援金について，大企業に対する支援を縮小または廃止して削減
した財源で中小企業支援拡大（中小企業の非正規職男性における育児休業支
援金を20万ウォン／月から30万ウォン／月へと引き上げ），支援金中心から
雇用福祉＋センター中心へと代替人力支援サービスの改編
�非正規職の育児休業・再雇用支援強化（2017年）
-非正規職の育児休業支援金を20万ウォン／月から，30万ウォン／月へと引
き上げ

出典：韓国政府（2015）

10）2013年2月26日，保健福祉部老人政策課への電話調査より．



条を根拠に施行されている．2012年に保健福祉部は，独居老人の急激な増加及び独居老人

の脆弱な生活現況を背景に，単純な安全確認中心の独居老人政策という限界を乗り越える

ため，官民が協力して独居老人を保護・支援する『独居老人総合支援対策』（2012.5.11）

を発表した．以下では高齢者対策と少子化対策との実質的な連携事例を，独居老人や貧困

老人に対する優先雇用対策を中心に検討する．

1. 独居老人の実態及びサービス支援現況11）

所得面で見ると，最低生計費以下の独居老人は全体の42.4％（50万名）であり，基礎生

活保障等の所得保障支援を受給している独居老人は，約31.8万名である（内訳：基礎生活

保障受給者：23.4万名，高齢者雇用：8.4万名）．日常生活の遂行が困難な独居老人は，全

体の17％（20万名）であり，長期療養等のサービスを受けている高齢者は約6.3万名であ

る．長期療養対象者（32万名）のうち独居老人は3万名，高齢者介護総合サービスは27万

名，老・老ケアは6千名である．安全確認の面でみると，独居老人は危機状況において非

常に脆弱であるが，安全確認や救急時に救助が得られる独居老人はわずか17.4％（20.7万

名）にすぎない．実際の利用面でみると，高齢者基本介護サービスは14.2万名，独居老人

愛結び事業は3.5万名，救急安全ヘルパーは3万名である（図5）．

2. 貧困老人に対する優先雇用対策

この独居老人支援対策のビジョン（「独居老人が地域社会で安全かつ快適に生活するこ

とができる社会」）のもと，「家族間の絆の強化および地域共同体の強化を通じた独居老人

発生の最小化」「官民協力を通じた独居老人への支援拡大」が掲げられ，推進戦略として
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11）保健福祉部（2012b:2）から翻訳・整理した．

図５ 独居老人の生活実態及びサービス支援の現況

出典：保健福祉部（2012b:2）



「より安全に」「より暖かく」「より快適に」「より健康に」の4軸で構成されている（図6）．

高齢者対策と少子化対策の統合的な対策として，推進戦略「より快適に：所得及び日常

生活支援の拡大」の一事業「所得貧困老人に対する優先雇用支援」をあげることができる．

この事業は，次上位層以下の独居老人の雇用が優先に選定されるよう，対象層が加点さ

れる12）．例えば，独居老人を共働き世帯の「ひとり児童」の世話をするアイドルボミ（一

時保育）事業を通じた，所得保障や孤立感解消の支援（女性家族部）でみると，就労脆弱

階層（例えば，無職世帯の低所得の女性や独居老人など）を優先に採用している．この事

業は，満12歳以下の子どもがいる共働き家庭（就業家庭）にアイドルボミ（一時保育）の
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図６ 独居老人支援対策のビジョン及び推進戦略

出典：保健福祉部（2012b:3）

12）保健福祉部（2012b:4-13）を翻訳・整理した．



担当が訪問し，おやつ，衛生，安全などの一時的ケアサービスを提供する．1時間あたり

5千ウォンの支援で，2012年の予算は，435億ウォンであった．給与の例としては，子ど

も数1名につき，基本が5千ウォン，深夜・週末は6千ウォンである．子ども数が2名以

上になると，基本が5千ウォンに，総子ども数から1を引いた数に2,5000ウォンを乗じた

料金が追加される．深夜は，基本が6千ウォンで総子ども数から1を引いた数に3000ウォ

ンを乗じた料金が追加される（保健福祉部 2012c）．

この高齢者雇用事業13）とは，中央政府（保健福祉部）と地方政府が，事業の実行機関

に登録した高齢者を対象に，雇用の報酬や付帯費用を支援することにより，雇用を創出す

る事業である．本事業は，老人福祉法第23条，第23条の2，低出産・高齢社会基本法第11

条を根拠としている．2004年からスタートして，毎年拡大されてきている．対象者は，満

65歳以上の身体労働が可能な人である（事業種類や運営形態によって60～64歳の方も参加

可能である）．

事業の実施について，『2013年高齢者雇用事業総合案内（指針）』をみると，運営主体別

の役割分担）として，保健福祉部は政策策定・予算支援（国庫）を，韓国老人人力開発院

は新規雇用の開発及び全国普及，参加老人の教育・訓練，調査・研究，実行機関の経営支

援，DB拡充，事業評価等を，韓国老人人力開発院地域本部は地域特化雇用モデル開発・

普及，地域人的資源開発，高齢者雇用コンテスト開催・支援，地域資源の調査及び連携活

動等を，広域自治体は域内事業の総括，予算支援（地方費）等を，事業実行機関は事業実

行，参加者募集・選抜・管理等を担当する．事業実行機関としては，主に①地方自治体

（該当の市・郡・区（高齢者福祉担当課）で高齢者雇用事業を実施），②老人福祉館（高齢

者福祉を増進するための高齢者雇用を実施），③シニアクラブ（高齢者雇用の専門機関と

して高齢者に適した雇用を提供），④大韓老人会就職支援センター（民間企業などに雇用

を提供）がある．支援予算は，政府と地方自治体で半々支援する．ソウル市の場合，政府

3割，市が7割負担する．事業予算は，保健福祉部から自治体（市・道→市・郡・区）を

通じて，それぞれの事業実行機関に支援され，全国的に1,214機関で5,000件以上のプログ

ラムが実行されている14）．

また，子育て支援の高齢者活用として，保育所ヘルパー事業（福祉型）があげられる

（保健福祉部 2012d）．本事業は，研修を履修した老人が，保育所で生活礼儀教育，食事

や遊びの指導など，保育教師を補助する業務を行う事業である．雇用件数は，2011年890

から2012年3100へと拡大している．本事業は，「小学校給食ヘルパー事業」とともに，社

会的有用性の高い事業として位置づけられている．給与は1人あたり月20万ウォンを政府

と自治体が支援する．事業期間は毎年3月から9か月（2013年から7か月→9か月）間，

週に2～3回，月36～42時間の範囲内で保育所と協議のうえ活動するものである．期待さ

れている効果としては次の事が見込まれる．すなわち，事業参加老人は，単純な就労事業

に比べて業務満足度が高く，子どもと接することを通じて生活の活気が得られることが期
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13）2013年2月26日に行った保健福祉部老人支援課へのインタビューを元に，関連資料を参考に整理した．

14）保健福祉部（2013:14-16）より翻訳・整理した．



待できる．事業に参加した保育園は，従事者1人当たりの業務量が軽減されることで保育

サービスの質を向上し，乳・幼児対象の食事・生活礼儀などの人格教育が可能になる．

高齢者を子育て支援に活用した事例として，韓国老人人力開発院HPにも掲載されてい

るドンサン老人福祉館の「ネリサランアイドルボミ（一時保育）」事業を紹介する．実行

機関は，社会福祉法人ドンサン老人福祉館（安山市）である．保健福祉部で実施している

「高齢者雇用事業」の一つとして，本事業に登録・参加した老人たちがひとり親家庭の子

どもの世話をすることで，児童の心理・情緒的安定，養育指導や子育て費用などの経済的

費用削減，1・3世代の感情的交流などのメリットが指摘されている．事業利用対象は，

安山市管内の65歳以上の健康な高齢者（基礎老齢年金受給者）であり，事業期間は毎年3

月～10月（事業団の特性により延長運営可能），給与は20万ウォン／月（40～46時間勤務

が満たされた場合）である．事業詳細としては，アイドルボミ（一時保育）（3～4時間

／日）として，ひとり親家庭及び低所得家庭に対して，児童の保護及びケアを行う．また

「親切なおばあちゃん」事業（40～46時間／月）は，地域児童センター及び保育所におい

て，機関内の子どもケア及び業務支援を行うものである15）．

Ⅴ．結語

少子化・高齢化の同時進行により，今後，ダブルケア（育児と介護の同時進行）という

社会的リスクへの対応が重要課題となると思われる．そこで，子育て・介護両制度の拡充

がもっとものぞまれるが，一方で，子育て支援・介護支援どちらの社会サービスの供給量

が十分に担保されていることも，ダブルケア世帯の負担軽減には重要な視点ともなろう．

このような視点からみると，韓国は就学前の保育の供給量は担保された社会だといえる．

すなわち，近年の無償保育政策より以前から，「幼稚園・保育園・学院（ハゴン）の三つ

巴体制」のもと，民間中心の幼児教育・保育供給体制が形成されたのであり，近年の無償

保育政策が重なり，保育の供給量が日本よりも担保されている社会である（相馬 2013b）．

また，高齢者対策と少子化対策が実質的にリンクしていることで，一時保育サービス（ア

イドルボミ（一時保育）事業）の担い手が独居老人対策等の高齢者対策とも実質的に連携

されているなど，一時保育の労働力プールが高齢社会対策上でも具体的に位置づけられて

いる．

日本においても，今後のダブルケア時代をみすえ，少子化対策・高齢社会対策のフレー

ム自体を，韓国のようにひとつの包摂的なフレームに統合し，現在の保育供給不足の担い

手として，高齢者対策との実質的な連携をもう一段検討していくことの意義が，本稿にお

ける韓国の事例から示唆される．

最後に，ケアの社会学研究において，子育てと介護それぞれの研究の蓄積はあるものの，

ケアの社会学研究自体，シングルケアが前提となっている．上野（2011）で引用されてい
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15）詳細は，相馬 （2013a）参照．



るメアリー・デイリーのケア定義も，「依存的な存在である成人または子どもの身体的か

つ情緒的な要求を，それが担われ，遂行される規範的・経済的・社会的枠組みのもとにお

いて，満たすことに関わる行為と関係」（Daly2001:36，上野 2011:39）とシングルケ

アで紹介されている16）．そして，出産・子育て（少子化対策）研究と介護（高齢者介護対

策）研究と，研究上も縦割り状況があるのではないだろうか．少子化・高齢化が同時に進

行する中，晩婚化・晩産化世代が，第一世代（団塊ジュニア世代）から第二世代，そして

第三世代へと移行すれば，それだけ育児と介護の両ライフイベントの期間は短縮し，ダブ

ルケアリスクが高まる．ダブルケア研究，さらには，ケアの複合化（多重化）に関する研

究は，少子高齢化時代における重要な研究課題だと考える．
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CountermeasurestoLowBirthRate/AgingSocietyintheRepublicofKorea:
ComprehensivePolicyFrameintheAgeofDoubleResponsibilitiesofElderly

CareandChildcare

NaokoSOMA

Inthispaper,Iexamine"countermeasurestolowbirthrate/agingsociety"adoptedbytheRepub-

licofKoreaasacasestudyinordertodiscusstheintegrationofpolicyrelatedtoagingsocietyand

fallingbirthrateintheageofdoubleresponsibilitiesofelderlycareandchildcare.Postponementof

marriagehasledtoadelayinchildbearing,which,inturn,hasledtoincreasedprobabilitythatthe

majorlifeeventsofchildcareandelderlycarewilloverlap.InEastAsia,theconcurrentdeclinein

birthrateandincreaseinelderlypopulationhavegivenrisetoanewsocialriskknownas"double

responsibilitiesofelderlycareandchildcare"whereinhouseholdsfindthemselvesengagedinchild

rearingwhilesimultaneouslyprovidingcareforelderlyrelatives.Suchhouseholdsarethetargetof

bothpoliciesrelatedtolowbirthrateandpoliciesrelatedtoaging.Forsuchhouseholds,childcare

supportcanalsofunctionaselderlycaresupport;conversely,elderlycaresupportcanfunctionas

childcaresupport.Theinvestigationinthispapersuggeststhat,intheageofdoubleresponsibilities

ofelderlycareandchildcare,JapanshouldfollowtheexampleoftheRepublicofKoreaandinte-

gratethepolicyframesforlowbirthrateandagingsocietyintoasingle,comprehensiveframeand

furtherstrengthenconnectionstopoliciestargetingelderlycitizensasprovidersofchildcare,which

iscurrentlyundersupplied.
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特集：東アジア低出生力国における人口高齢化の展望と対策に関する国際比較研究

シンガポールにおける将来人口推計

菅 桂 太

Ⅰ．シンガポール政府の将来人口推計

シンガポール国家人口資質部による「躍動的なシンガポールを持続可能にする人口－人

口白書（SingaporeNationalPopulationandTalentDivision2013）」（以下，「人口白

書」）によると，ベビーブーマー世代が65歳以上に達する2012年はシンガポール市民人口

にとって分岐点となる年であったという．「人口白書」ではさらに，2020年からは現役世

代人口が減少，2025年からはシンガポール市民人口が減少を開始するとともに，今後2030

年までの間に，90万人以上のシンガポール市民（市民人口の4分の1以上）が65歳以上と

なる高齢化社会を迎えることに警鐘をならしている．その上で，強いシンガポール人の核

（astrongSingaporeancore）を維持することを目的とする政策として，（1）シンガポー

ル人の核の礎である強固な家族の形成を支えるための結婚と家族形成パッケージ（Mar-

riage&ParenthoodPackage）及び移民政策，（2）シンガポール市民の雇用を創出するた

めに外国人労働者をどのように活用していくか，（3）限られた国土をいかに効率的に利用

していくかという三本柱を紹介している．人口の将来推計はシンガポールの人口政策，移

民政策，家族政策，住宅政策，労働・雇用政策，国土政策，税制や社会保障といった幅広

い政策立案の基礎として用いられている．

人口の将来推計はシンガポールにおける政策立案にとって欠くことのできない役割を果

たしているにも関わらず，広く利用可能なものはそれほど多くない．先出の「人口白書」

にも，「シンガポール統計局」を出典として，シンガポール市民人口の推移（2012～2060

年），年齢別シンガポール市民人口（2012年及び2030年），男女年齢別シンガポール市民の

人口ピラミッド（2012年及び2050年），人口置換水準の出生率を仮定する場合のシンガポー
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シンガポール建国以来の人口動態率の趨勢を分析し，過去の趨勢にしたがったシンガポール在住

人口の将来推計を実施した．また，将来の人口構造に影響を及ぼす出生率，死亡率，移動率のそれ

ぞれの人口動態率を個別に変化させるシミュレーション分析を通じてシンガポールにおける今後の

人口変動のパターンと要因を検討した．

分析結果から，将来の国際人口移動の規模と入国超過人口の男女年齢構造の人口変動に及ぼす影

響が大きいことがわかった．シンガポールにおける移民政策は，将来の在住人口の規模を強く左右

するだけでなく，人口減少の開始時期，人口減少の拡大幅，年齢別人口指数や年齢割合にあらわれ

る高齢化の進行度合いとも深く関わることが明らかになった．



ル市民人口の推移（2012～2060年），年間入国超過数として15千人・20千人・25千人を仮

定する場合のシンガポール市民人口の推移（2012～2060年）に関する図は掲載されている

が，細かな推計結果データや推計手法，仮定について詳細な情報は提供されていない．

シンガポール政府機関が実施した将来人口推計として広く利用可能なものに，いずれも

1980年人口センサスを基準として実施されたシンガポール政府統計局によるもの（Kim

1983）とシンガポール家族計画・人口会議によるもの（SingaporeFamilyPlanningand

PopulationBoard1983）がある．この他では，1990年人口センサスを基準として実施さ

れたもの（Lau1993）があるものの，これを最後に報告書は公表されていない．ただし，

2015年11月に行ったシンガポール政府統計局の将来人口推計実施担当者へのヒアリング調

査によると，統計局の内部では新たな現在推計人口と動態データを用いて推計は常時更新

されており，シンガポール国家人口資質部等の利用者の要求に応じてシナリオ推計も実施

しているという．本稿ではシンガポール政府統計局の推計実施担当者から直接入手した最

新の男女年齢別シンガポール在住人口（シンガポール市民と永住者の合計）の将来推計

（SingaporeDepartmentofStatistics2015a，2015b；以下「公式推計」と呼ぶ）を紹介

する．

シンガポール政府機関が実施してきた推計は，1980年の人口センサスを基準としたもの

や「人口白書」に紹介されている結果をみても，人口移動は政策的に決定される側面が強

いという認識があり，将来の人口のレファレンスとして直近の出生率を固定した封鎖人口

が示される場合が多い．しかしながら，第2章でみる通り，シンガポールのコーホート出

生率は1990年以後直近でも一貫して低下しており，既に超低出生率水準にある出生率のさ

らなる低下がより急速な人口の年齢構造の高齢化を招く可能性もある．また，最近の国際

人口移動は5年で3～7％という水準にあり，これだけで将来の高齢化のペースを十分に

左右する大きさとなっている．また，最新の「公式推計」の推計手法の詳細は公表されて

いないため，公式推計の結果を見ても，たとえば，65歳以上人口の増加が死亡率の低下に

よってもたらされるのか，入国超過人口の寄与なのかはっきりしない．

本稿では出生と死亡に関し過去の趨勢にしたがって今後も変化する場合の独自の推計を

実施するとともに，出生率，死亡率，移動率のそれぞれの人口動態率を個別に変化させた

場合に将来の人口構造がどのように変化するのかに関するシミュレーション分析を実施し，

これらの推計結果を比較することでシンガポールにおける今後の人口変動のパターンと要

因を検討する．続く第2章では独自推計の方法を述べ，第3章で推計結果とシミュレーショ

ン分析の結果を検討する．最後にまとめる．なお，本研究は厚生労働科学研究費補助金

（地球規模保健課題推進研究事業）の助成を受けた．
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Ⅱ．シンガポール在住人口の将来推計手法

1. 基本的な考え方

推計の対象とするのは，シンガポール常住人口のうち外国人を除くシンガポール市民と

永住者である．ここでは，2010年人口センサスによる男女年齢5歳階級別シンガポール在

住人口を基準として，標準的なコーホート要因法を用い，2060年まで5年毎に男女年齢別

に将来の人口を推計する．

2015年以後の男女年齢別シンガポール在住人口の推計には，基準人口（2010年）及び将

来の母の年齢別出生率と出生性比，男女年齢別生残率及び純移動率が必要である．以下で

は，これら将来の人口動態率の設定について順にみる．仮定値設定の方法として，わが国

の人口の将来推計の方法を参考にするが，シンガポールでは利用可能なデータに制約があ

るため，国立社会保障・人口問題研究所（2012）（以下「全国推計」）の手法を簡略化して

用いた．仮定値設定方法の詳細については菅（2015）を参照されたい．

2. 利用するデータ

人口の将来推計では過去の人口変動の趨勢を将来に投影することになる．過去の趨勢に

関するデータ期間は長ければ長いほどよい．

まず，静態人口に関しては1968年の年央人口推計値以後，各年の男女年齢別人口が継続

的に得られる（SingaporeYearbookofStatistics）．シンガポールでは2000年以後，人口

センサスも登録人口ベースで実施しており，外国人も含む総人口については，1995年以後

人口規模以外には男女年齢構造も含めデータがえられない．そのため，本稿でもシンガポー

ル市民と永住者からなるシンガポール在住者の将来推計を実施する．利用する男女年齢別

静態人口は，1989年以前は総人口，1990年以後はシンガポール在住人口であり，1970年以

後10年毎は人口センサスの結果（SingaporeCensusofPopulation），1995年と2005年は

一般世帯調査（GeneralHouseholdSurvey），その他の年次については年央人口推計値

（YearbookofStatisticsSingapore1978/79～2005及びPopulationTrend2006～2014）

の結果を用いた．いずれも6月末現在人口である．なお，男女年齢5歳階級別人口は1968

年以後継続的にえられるものの，上記資料に掲載されている年央人口推計値の最年長年齢

階級は人口センサス実施年を除いて年次によって異なり，1993年以前は70歳以上，1994年

は75歳以上，1995～2004年は80歳以上，2005年以後は85歳以上となっている．人口センサ

スからは男女年齢各歳別人口が最年長年齢階級98歳以上までえられるが，84歳以下は5歳

階級，最年長年齢は85歳以上に集計して利用した．

人口動態については，人口動態統計（RegistrationofBirthsandDeathsStatistics）

各年版に，出生月別男児女児出生数（1953年～），母の年齢各歳別出生数（1956年～）及

び男女年齢別死亡数（1957年～）があるものの，これらはシンガポールで発生したすべて

の出生と死亡を対象としており，在住人口だけでなく，外国人からの届出も含む．シンガ
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ポールの外国人割合は1981～1990年頃までは10％であったが，1990年以後外国人割合は急

速に増加しており，1998～2007年は20％前後，2008～2010年は25％前後，2013～2014年は

約29％にまで増加している（PopulationTrend2014）．出生数に占める外国人の割合も，

1980～1994年は3％ほどであったが，1998～2006年に5％，2011～2012年は9％，2013年

には10.2％に増加しており，無視できない大きさになってきている．そこで出生率につい

ては，1989年までは人口動態統計と上記静態人口を用いて推計した値，1990年以後シンガ

ポール在住人口の出生率（PopulationTrend2014）を用いる．1989年までの出生率を算

出する際には，母の年齢別出生数については，年齢不詳をあん分した後，5歳階級に合算

した．14歳以下及び50歳以上の出生は，当該年の15～19歳及び45～49歳に含めた．なお，

死亡数については，0～4歳については各歳，5歳以上については5歳階級で最年長年齢階

級85歳以上まで，1957年以後継続的に利用できる．シンガポールにおける外国人の年齢分

布は若年層に偏っていると推測されるため，出生率に及ぼす影響と比べ外国人の死亡への

影響は限定的であると考えられる．そこで，死亡率算出の際には，1990年以後についても，

人口動態統計の外国人からの届出も含む死亡数データを用いた．

3. 将来の母の年齢別出生率

将来の母の年齢別出生率の将来推計には，一般化対数ガンマ分布モデルを用いた

（Kaneko2002，金子 2009）．わが国と比べ，シンガポールでは利用できるデータが限ら

れているため，出生順位計の母の年齢別出生率を対象とし，次の手順で将来の年次別母の

年齢別出生率をえた．

まず，よく知られているように期間出生率に比べコーホート出生率の推移は安定的であ

り，将来の見通しとしてはコーホートの趨勢を投影できることが望ましい．シンガポール

では1968～2013年の各年の年齢別出生率データが利用可能であるが，基本的に5歳階級で

しか出生率データがない．そこで，t年のx-5～x-1歳からx～x+4歳の母の年齢5歳階級

別出生率が直線的に変化していると仮定して，t年のx-4～x歳からx-1～x+3歳の出生率

を補完し，t年からt+31年の出生率データを用いてt-x-5～t-x年出生コーホート（t年に

x～x+4歳である出生コーホート）の15～19歳，16～20歳，…，44～48歳，49歳の出生率

を再構成した．たとえば，1955～1960年生まれコーホートの年齢別出生率（1f
1970
15・19，…，

1f
2004
49 ）は1970年から2004年の年齢別出生率（f

1970
15・19，…，f

2004
45・49）を用い，表1のように

計算した．
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表１ コーホート出生率の補完：1955～1960年コーホートの例

1970年（15～19歳） 1f
1970
15・19・

1

5・5・f
1970
15・19・0・f

1970
20・24・

1971年（16～20歳） 1f
1971
16・20・

1

5・4・f
1971
15・19・1・f

1971
20・24・

1972年（17～21歳） 1f
1972
17・21・

1

5・3・f
1972
15・19・2・f

1972
20・24・

1973年（18～22歳） 1f
1973
18・22・

1

5・2・f
1973
15・19・3・f

1973
20・24・

1974年（19～23歳） 1f
1974
19・23・

1

5・1・f
1974
15・19・4・f

1974
20・24・

1975年（20～24歳） 1f
1975
20・24・

1

5・0・f
1975
15・19・5・f

1975
20・24・

… …

1999年（44～48歳） 1f
1999
44・48・

1

5・1・f
1999
40・44・4・f

1999
45・49・

2000年（45～49歳） 1f
2000
45・49・

1

5・0・f
2000
40・44・5・f

2000
45・49・

2001年（46～49歳） 1f
2001
46・49・

1

5・0・f
2001
40・44・4・f

2001
45・49・

2002年（47～49歳） 1f
2002
47・49・

1

5・0・f
2002
40・44・3・f

2002
45・49・

2003年（48～49歳） 1f
2003
48・49・

1

5・0・f
2003
40・44・2・f

2003
45・49・

2004年（49歳） 1f
2004
49 ・

1

5・0・f
2004
40・44・1・f

2004
45・49・

次に，このように再構成された出生コーホート別の年齢別出生率のうち1948～1953年生

まれコーホートから1972～1977年生まれコーホート（25コーホート）に対し，一般化対数

ガンマ分布モデルを用い，出生コーホート別にみた出生率の年齢スケジュールを4つのパ

ラメータで近似した．十分な長さのコーホート出生率が観察可能なコーホート数が限られ

ていることもあり，本稿では1990～1995年出生コーホートを参照コーホートとし，1990～

1995年以後のコーホートの年齢別出生率は一定と仮定した．

将来の母の年齢別出生率の補外にあたっては，一般化対数ガンマ分布モデルの相互に関

連する4つのパラメータの時系列変動について，コンパニオン行列の固有値の絶対値が1

より小さくなるという安定性条件（Hamilton1994）を一階の階差が満たすことを確認し

た上で，2次のVAR（VectorAutoRegressive）モデルで記述した．そして，推定され

たVAR（2）モデルの係数推定値を用いて，1973～1978年から1990～1995年コーホートの出

生率の年齢スケジュールに対応する一般化対数ガンマ分布モデルのパラメータを予測した．

最後に，予測されたコーホートの年齢別出生率を期首年齢コーホート別に当該期間（5

年間）について足し上ることで推計に必要な将来の母の年齢別期間出生率仮定値（2010～

2015年から2055～2060年）をえた．たとえば，2010→2015年に15～19→20～24歳なのは

1990～1995年生まれコーホートだが，1990～1995年コーホートの15～19歳（2010年），16

～20歳（2011年），…，20～24歳（2015年）の出生率を予測したので，これらを足し上げ

ればよい．
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図1には，VARモデルで予

測されたコーホートの出生率を

該当する年次について合計した

出生率（予測値）と，一般化対

数ガンマ分布モデルの係数推定

値を用いた推定値（モデル推定

値），期首年齢別コーホートの

期間（5年間）出生率仮定値を

合計したもの（期間合計出生率

予測値）を示した．「公式推計」

では2013年の母の年齢別出生率

（合計出生率は1.19）を2013年

から2060年まで固定する．一方，

このように過去のコーホートの

出生率低下の趨勢を反映させた期間出生率は2010～2015年は1.24だが，2020～2025年1.10，

2025～2030年に1.09となり，以後ほとんど変化しない見通しとなった．過去の趨勢を投影

して設定された将来の出生率は，公式推計を若干下回るものになっている．なお，このよ

うな出生率低下の背後では着実に晩産化が進むことが予測されている．たとえば，平均出

生年齢は1975～1980年コーホートの30.6歳から1980～1985年コーホートの30.9歳，1985～

1990年コーホートの31.3歳を経て，1990～1995年コーホートは31.7歳になっている．

4. 将来の出生性比

出生性比については，出生月別男児女児出生数データを用いて，1955年7月から1960年

6月以後，2005年7月から2010年6月まで，人口センサスと一般世帯調査の間に対応する

5年間の出生数の性比（女児1人あたり男児）を観察した．観察期間における5年出生性

比は，1.054（1965～1970年）から1.081（1980～1985年）の範囲にあり，1.07前後で推移

している．ここでは，2000年と2010年の人口センサス間（2000年7月～2005年6月と2005

年7月～2010年6月）の平均である約1.069を将来の出生性比と仮定した．

5. 将来の男女年齢別生残率

将来の男女年齢別生残率の設定には，将来の生命表を用いた．まず，1957年と1968年か

ら2013年まで各年の年齢別死亡率の推移を検討し，国際的にも標準となっているLee-

Carterモデル（LeeandCarter1992）を用いて将来の年齢別死亡率をえた．これを用い

て将来の生命表を作成し，生命表生残率を計算し，男女年齢別に期首年と期末年の平均を

とることで将来の期間生残率仮定値を設定した．

ただし，死亡数については0～4歳については各歳，5歳以上については5歳階級で最

年長年齢階級85歳以上まで利用できものの，前述の通り静態人口の年齢階級は年次によっ
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図１ 期間合計出生率の推移：1975～2013年（観測値），1975～

2001年（モデル推定値），2002～2040年（予測値）及び

2002～2007年から2040～2045年（期間合計出生率予測値）



て異なり，1989年以前の85歳以上人口と人口センサス実施年以外の0歳から4歳の各歳人

口が利用できない１）．0歳人口の死亡率の算出においては，出生数をリスク人口として用

いるが，人口センサス実施年以外の年次について1～4歳人口が必要になる．1～4歳人口

は，t-4～t年の各年の出生数から死亡数を差し引いたものを用いてt年の0歳と1～4歳

割合を推定し，0～4歳人口に適用することでえた（菅 2013）．

Lee-Carterモデルの推定は0歳，1～4歳，5～9歳，･･･，80～84歳，85歳以上の死亡

率が揃う人口センサス実施年と1991年以後の各年の死亡率を用い，男女別に行った．そし

て，推定された1980～2013年の死亡指数に男女別に指数関数を適用し，2060年まで補外し

た．予測された将来の死亡指数とLee-Carterモデル推定値を用いて将来の男女年齢別死

亡率を予測した．ここから将来の生命表を作成し，生命表関数 5Lxの 5Lx・5に対する比

で各年次の生命表生残率（x-5～x-1→x～x+4歳）を計算した．そして，期首年と期末年

の生命表生残率を男女年齢別に平均し，t-5→t年の男女x-5～x-1→x～x+4歳コーホート

の生残率を設定した．

図2には，1957～2013年の平

均寿命（観測値），Lee-Carter

モデルで予測された死亡率によっ

て作成された生命表の平均寿命

（モデル推定値），将来の期間生

残率仮定値に対応する平均寿命

（予測値）の男女別推移を示す．

なお，1989年以前の人口センサ

ス実施年以外の年次については，

70～74歳，･･･，80～84歳，85

歳以上の死亡率が観測されない

が，ここでは2つの人口センサ

ス年の間（1970～1980年，1980

～1990年）でこれらの年齢の死

亡率が直線的に変化していると仮定して推定した死亡率で生命表を作成した．

男子人口の平均寿命は，1957年は60.2年であったが，1980年に68.9年，2000年は75.6年，

直近の2013年は79.9年と急速に伸長してきた．今後は2010～2015年の78.9年から2015～

2020年には80.0年になり，2025～2030年に82.0年，2055～2060年には86.7年になる見通し

である．女子人口についても平均寿命は急速に伸長しており，1957年の66.6年から1980年

に74.4年，2000年は80.7年，2013年に85.1年と推移してきた．今後は，2010～2015年の83.9

年から2025～2030年の86.3年を経て，2055～2060年には89.4年になる見通しとなった．

「公式推計」と比較するため，作成した生命表の平均寿命とシンガポール政府統計局作
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図２ 男女別平均寿命の推移：1957～2013年（観測値，モデル

推定値）及び2010～2015年から2055～2060年（予測値）

1）1990～1999年と2001～2004年の年齢別死亡率を計測するための年央人口推計値はSingaporeDepartmentof

Statistics（2015c）を利用した．



成の生命表による平均寿命（公

式）（CompletedLifetablefor

Singapore Resident Popula-

tion2003-2013）及び公式推計

で用いられている死亡率から作

成した生命表の平均寿命（公式）

（Singapore Department of

Statistics2015b）との比較を，

図3に示した．本稿の手法で作

成した生命表の平均寿命と公式

を比較すると，実績データがえ

られる2003～2013年については，

その差は-0.2～0.3の範囲にあり，

差の平均は-0.007で非常に近い

値になっている．一方，今後の見通しについては，公式推計で用いられている死亡率に基

づく男女計の平均寿命（2030年84.9年，2060年87.7年）と比較すると，過去の趨勢を指数

的に将来に投影したここでの仮定値（2025～2030年84.4年，2030～2035年85.2年，2055～

2060年88.6年）は2030年前後までは大きな差はないが，2040年代以後はやや長い平均寿命

の見通しとなった．過去の趨勢を投影して設定された将来の生残率は，公式の仮定を若干

上回るものになっている．

6. 将来の男女年齢別国際人口移動

国際人口移動については，移民政策の影響を強く受けるため，過去の趨勢を将来に投影

する意義は薄い．「人口白書」によると，年間15,000～25,000人のシンガポール市民，年

間約10,000人のシンガポール永住者を今後しばらくは受け入れる予定であるという．

「公式推計」においては，国際人口移動として（1）外国人のシンガポール籍（及び永住

権）取得が年間28,100人，（2）男女年齢別シンガポール在住者（シンガポール市民と永住

権保有者）の国際人口移動が仮定されている．このうち，シンガポール在住者の国際人口

移動の規模は不明である．また，シンガポール籍を取得する外国人の男女年齢構造及びシ

ンガポール在住者の国際人口移動の男女年齢構造についても公表されていない．

公式推計の国際人口移動の仮定を検証するため，シンガポール政府統計局による将来の

死亡率から生命表を作成し封鎖人口を仮定した将来推計と，公式推計の結果（外国人の入

国超過28,100人／年と在住人口の純移動を含むもの）から将来の社会増加を算出し，検討

した（菅 2016）．その結果，男女年齢別にみた将来の社会増加は2015～2020年以後ほぼ一

定の水準で推移しており，40～44→45～49歳以下の合計は5年間で74千人～86千人程度で

あることがわかった．そこで，ここでは5年で80千人（1年あたり平均16,000人）の入国

超過（外国人と在住人口の入国超過数の合計）を仮定する．
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図３ シンガポールにおける平均寿命の推移：男女計，

1980～2013年（観測値，モデル推定値），2003～2060年

（公式）及び2010～2015年から2055～2060年（予測値）



入国超過人口の男女年齢構造について，過去の純移動率の推移を分析し，過去の趨勢を

将来に投影することで仮定値を設定する．純移動率の算出には，先にⅡ-5節（図2）で

作成した過去の生命表生残率（観測値）を用いた．1968～2013年の各年の生命表生残率に

ついて，期首年と期末年のものを男女年齢別に平均し，t-5→t年の男女x-5～x-1→x～x+

4歳コーホートの生残率とした．これを期首年の男女年齢別人口に適用して生残人口を計

算し，同一コーホートの期末人口から差し引いて純移動数をえた．この純移動数の期首人

口に対する比が純移動率である．

将来の純移動率設定にはARIMA（1,0,1）モデルを用いた．これは，1次の自己回帰

と1次の移動平均を用いて純移動率の時系列変動を説明するモデルである．具体的には，

1985～1990年以後2008～2013年まで各年の純移動率に対し２），男女年齢別にARIMA（1,

0,1）モデルを推定し，推定されたパラメータを用いて将来の値を予測した．40～44→45

～49歳以下の年齢階級については，この予測値を純移動率仮定値とした．45～49→50～55

歳以上の年齢階級については，入国超過率が非常に低い水準で推移しており，シンガポー

ル政府の移民政策も若年人口を受け入れる方針であるため，純移動率はゼロと仮定した．

図4に男女年齢別純移動率の推移を示した．2008～2013年以前の実績については，1990

～1995年以後男女とも一貫した年齢パターンがあり，0～4→5～9歳と，20～24→25～29

歳から30～34→35～39歳で大きな入国超過であり，とくに女子20～24→25～29歳の入国超

過率は突出していた．一方，40～44→45～49歳以上の年齢の入国超過率は非常に小さくな

り，2000～2005年には40～44→45～49歳以上で出国超過になっていた．ARIMA（1,0,1）

モデルで予測された将来の純移動率は，このような年齢パターンを保持しつつ，1985～
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図４ 男女年齢別純移動率の推移：1990～1995年から2008～2013年（実績）

及び2015～2020年から2055～2060年（仮定値）

2）シンガポールの社会増加率は1985～1990年まではおおむね1％を下回っていたが，1990～1995年は約5.2％

で，1990年頃を境に急増している．以後1992～1997年から1997～2002年頃までは3.9～4.1％前後で推移したの

ち，2001～2006年に約5.5％，2004～2009年に過去最大となる約6.5％の社会増加率を記録した．直近の2006～

2011年から2008～2013年は2.4～3.9％程度で推移している．



1990年から2008～2013年の平均値に急速に収束しており，多くの年齢層では2015～2020年

以後0.01を超えるような期間変動は起こっていない．入国超過率が大きな0～4→5～9歳

と，20～24→25～29歳から30～34→35～39歳について，2055～2060年の男女年齢別純移動

率の水準を2005～2010年と比較すると，おおむね30～60％程度の縮小となる．

7. 将来人口の計算方法

人口学の基本方程式を用い，基準人口及び以上で設定された仮定値を適用することで将

来の男女年齢別人口を推計するが，前述の通り，人口移動については過去の趨勢から期待

される純移動率 5m
t
xではなく入国超過数（男女年齢計）5M

t
・の仮定を用いる．そこで，

将来の人口を計算する際，入国超過数の仮定と整合的なように将来の純移動率を男女年齢

構造が維持されるよう一律に補正する．具体的には，過去の趨勢から期待される純移動率

5m
t
xの元で，t-5年の男女年齢別人口及びt-5～t年の男児女児出生数に発生するt-5→t

年の純移動数 5M・
t
・は［1］式で計算される．

5M・
t
・・

m
5M・

t
・・

f
5M・

t
・

m
5M・

t
・・

sr
t

1・sr
t

・・・・・・
・

45・49

x・15・19

1

2
・・・

f
P

t・5
x・5・f

5s
t
x・

f
5m

t
x・・f

P
t・5
x

・・・・5f
t
x

・・・・・・
・
m
5m

t
0・4・ ・

85・

x・5・9

m
P

t・5
x・5・

m
5m

t
x

f
5M・

t
・・

1

1・sr
t

・・・・・・
・

45・49

x・15・19

1

2
・・・

f
P

t・5
x・5・f

5s
t
x・

f
5m

t
x・・f

P
t・5
x

・・・・5f
t
x

・・・・・・
・
f
5m

t
0・4・ ・

85・

x・5・9

f
P

t・5
x・5・

f
5m

t
x

…［1］

m
P

t
x,

f
P

t
x t年の男女年齢x～x+4歳人口，

m
5s

t
x,

f
5s

t
x t-5→t年の男女x-5～x-1→x～x+

4歳コーホートの生残率，
m
5m

t
x,

f
5m

t
x t-5→t年の男女x-5～x-1→x～x+4歳コーホート

の純移動率，5f
t
x t-5→t年の女子x-5～x-1→x～x+4歳コーホートの出生率，sr

t
t-5→

t年の出生性比

一方，t-5～t年の入国超過数として仮定された 5M
t
・に対し，男女年齢構造が維持され

るように補正された将来の純移動率 5m・
t
xは，［2］式を満たす．
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補正の方法として，5m・
t
x・z

t
・5m

t
x,・z

t
・0・を仮定すると，［2］式は未知定数z

t
に関す

る2次方程式（［3］式）を与える．
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この2次方程式の係数・A,B,C・はおおむね以下の大きさに相当する．Aは出生→0～

4歳の入国超過数の2分の1，Bは入国超過数からAを除くもの，Cは出国超過数である

・・C・A・B・．［3］式には ・B
2
・4AC・・0のとき実数解が存在するので，入国超過数

（年齢計）にしめる出生→0～4歳の入国超過数が17％ほどを超えると実数解を解けなくな

る．ここでは，入国超過・5M
t
・・0・を仮定しており，過去の趨勢から期待される出生→0

～4歳の純移動率は男女とも他の年齢に比べて極端に大きくはないため（Ⅱ-6節図4），

［3］式が解けない可能性は低い．なお，解はz・
・B・ B

2
・4AC・

2A
で与えられる．

8. シミュレーションの種類

過去の趨勢を分析して設定した以上の仮定値を用いて実施する推計を「独自推計」と呼

ぶ．「独自推計」と「公式推計」の概要を表2に整理した．本稿では，出生率，死亡率，

移動率のそれぞれの人口動態率が将来の人口構造に及ぼす影響をみるため，独自推計のほ

か5つの種類の推計（シミュレーション）を実施し，結果を比較する．

第1は，2010～2015年から2055～2060年の母の年齢別出生率を公式推計と同じ2013年の

値（TFRで1.19人）に固定する場合であり，「出生率一定」と呼ぶ（以下のケースも同様

に，独自推計のために設定された出生，死亡，移動に関する仮定値のうち一つだけを変え，

その他は独自推計と同じ値を用いる）．第2は，2010～2015年から2055～2060年の男女年

齢別生残率を2005～2010年の値（平均寿命は男子78.9年，女子84.2年）に固定する場合で

あり，「生残率一定」と呼ぶ．

残る3つの種類の推計は国際人口移動に関する仮定が将来の人口に及ぼす影響をみるも

のである．第3が，純移動率を男女年齢間で一定にして，純移動人口を期首人口及び当該

期間の出生数の男女年齢分布に比例的に割り振る場合であり，「移動率一定」と呼ぶ．こ

の場合も，入国超過数は独自推定で設定した値（5年間で80,000人の入国超過）に合致さ

せるので，入国超過人口の男女年齢割合だけが変化する．第4は，将来の入国超過数を半

減させ，5年間の入国超過数を40,000人とする場合であり，「入国数半減」である．最後

に，将来の入国超過数がゼロである場合を仮定する「封鎖人口」についても示す．
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Ⅲ．将来の人口動態率がシンガポールの将来人口推計結果に及ぼす影響

シンガポールにおける在住人口の将来推計結果について，過去の趨勢を検討して設定し

た出生率，生残率及び純移動率（入国超過数は5年間で80,000人）の仮定値を用いた結果

（「独自推計」）と，5つの種類のシミュレーション結果を比較することで出生率，生残率

及び国際人口移動のそれぞれの人口動態率が将来の人口構造に及ぼす影響を検証する．比

較を行う際には，可能な限りにおいてSingaporeDepartmentofStatistics（2015a）に

よる将来の在住人口の推移（「公式推計」）も対象として取り上げた．なお，在住人口の推

移等の以下で検討する指標の1975～2013年実績は本稿末の参考表にまとめた．また，独自

推計の詳細な結果は紙幅の都合で割愛するが，男女年齢（5歳）階級別シンガポール在住

人口推計値や推計に用いた男女年齢別仮定値については菅（2016）を参照されたい．

1. シンガポール在住人口総数に及ぼす影響

� 公式推計と独自推計の比較

シンガポール在住人口総数及び2010年を100とした場合の指数と人口増加率の推移を表

3に示す．推計の基準となる2010年あるいは2013年においては，シンガポール在住人口は

それぞれ377.2万人及び384.5万人であった．公式推計によると，シンガポール在住人口は
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表２ 「公式推計」と「独自推計」の概要

シンガポール政府統計局（2015a）
「公式推計」

「独自推計」

推計対象 男女年齢別シンガポール在住者 男女年齢別シンガポール在住者

基準人口 2013年の男女年齢各歳年央在住人口 2010年の男女年齢（5歳）階級別年央在住人口

推計手法 コーホート要因法 コーホート要因法

推計期間 2013年から各年2060年まで 2010年から各5年2060年まで

仮定値

死亡

シンガポール在住者の死亡水準が低
下し，平均寿命でみて，2030年に
85.0年，2060年に87.7年へ上昇する
ことを仮定

1968～2013年各年の男女年齢別死亡率の推移に
Lee-Carterモデルを適用し，将来の生命表を
作成．シンガポール在住者の死亡水準が低下し，
平均寿命でみて，2025～2030年に84.4年，2055
～2060年に88.6年へ上昇する．

出生
2013年のシンガポール在住者の母の
年齢別出生率（TFR=1.19）を固定

1968～2013年の年齢別出生率からコーホート出
生率の推移を VectorAutoRegressiveモデル
を利用して補外し，1990～1995（参照）コーホー
トの年齢別出生率を推計．（期間）合計出生率
でみて，2010～2015年の1.24から2020～2025年
1.10に低下，2025～2030年1.09で，以後ほとん
ど変化しない．

出生性比 不明
2000年と2010年の人口センサス間（2000年7月
～2005年6月と2005年7月～2010年6月）の平
均（1.069）を固定する．

人口移動
外国人のシンガポール市民権（永住
権）取得にともなう入国超過として
年間28,100人を仮定する．

年間16,000人の入国超過を仮定する．



2040年までに433.7万人に増加，以後減少して2060年は418.1万人と見通されている．これ

に対し，独自推計によると，2040年には428.5万人，2060年は公式推計より約12.4万人

（3.0％）少ない405.7万人に増加するという結果になった．

2010年を100とした場合のシンガポール在住総人口の指数を比較すると，1975年は60.0

で2010年と比べ4割ほど少なかったが，公式推計の場合，2040年は115.0，2060年につい

ては110.9と過去のペースと比べ今後50年の人口規模の変化は緩やかなものとなる．独自

推計の場合，2040年は113.6，2060年は107.6で，50年後には8％ほど人口が増加していて

いることが見込まれる．

期間（5年）人口増加率をみると，1990～1995年前後には10％前後の人口増加があった

が，今後は，その増加ペースは着実に減速することが見込まれている．公式推計の場合，

2010～2015年の3.5％から2035～2040年の0.5％へ減速し，2040～2045年には-0.3％となり

人口減少が始まる．独自推計の場合，2010～2015年の4.2％から，2035～2040年の0.1％へ

減速し，2040～2045年に-0.7％となって人口減少が始まり，2055～2060年は-1.9％で，シ

ンガポール在住人口の減少は加速する．

� 人口動態率に関するシミュレーション

このような結果に及ぼす人口動態率の影響をみるため，シミュレーションの結果を2060

年時点で比較すると，まずシンガポール在住人口総数については，出生率一定（422.0万

人），公式推計（418.1万人），独自推計（405.7万人），生残率一定（369.1万人），移動率一

定（365.4万人），入国数半減（352.3万人），封鎖人口（298.8万人）の順に多い．2060年の

シンガポール在住人口総数について，シミュレーションの結果を独自推計と比較すると，

出生率一定は+16.2万人（+4.0％），公式推計は+12.4万人（+3.1％），生残率一定は-36.6万

人（-9.0％），移動率一定は-40.3万人（-9.9％），入国数半減は-53.5万人（-13.2％），封鎖

人口は-106.9万人（-26.4％）ほど変化している．すなわち，独自推計で見込まれた今後の

出生率の低下がない場合，2010～2060年の50年間で，シンガポール在住人口は16万人ほど

増加する．逆に言えば，過去の趨勢にしたがった今後の出生率の低下は今後50年間で在住

人口を16万人ほど減少させる．また，今後の死亡率の低下は在住人口を37万人ほど増加さ

せる一方で，外国人の受け入れと在住人口の出入国を停止すると今後50年間で在住人口は

107万人ほど減少する．

シンガポール在住人口の増加率について，シミュレーションの結果を比較すると，いず

れのケースでもシンガポール在住人口は推計期間中に減少を開始するが，人口減少が始ま

る時期は異なる．人口減少を開始する期間が最も早いのは封鎖人口で，2025～2030年であ

る．シンガポールが外国人の受け入れを停止し，在住人口の出入国がなくなると，今後10

～15年ほどで在住人口は減少を開始することになる．その他のケースについて人口減少を

始める時期をみると，入国数半減と生残率一定は2030～2035年から，2035～2040年からは

移動率一定も人口増加率がマイナスになり，2040～45年には独自推計，出生率一定，公式

推計で人口減少が始まる．いずれのケースでも人口減少を開始した後は減少速度が加速的
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に大きくなり，人口減少率は

推計期間中一貫して大きくな

る．とくに移動率一定の人口

減少の拡大幅は大きく，人口

減少を開始する時期は入国数

半減や生残率一定よりも遅い

が，2055～2060年の人口減少

率は封鎖人口の次に大きい．

移動率一定の人口減少率が大

きくなるのは，独自推計では

45～49→50～55歳以上の純移

動はゼロと仮定している一方

で，移動率一定では仮定され

た入国超過数（男女年齢計）

をⅡ-7節の方法で期首人口

及び当該期間中の出生数の男

女年齢分布にしたがって割り

振るので，人口の高齢化にし

たがって，高齢人口の入国超

過数が相対的に増え逆に若年

人口の入国超過数が相対的に

減少するためである．すなわ

ち，独自推計で設定された純

移動率による入国超過人口の

年齢構造は若く総人口の若返

りがある一方で，移動率一定

では入国超過人口も高齢化す

ることになる．このため，移

動率一定では独自推計と比べ

て出生数は減少し，死亡数は増加することになる．

2055～2060年の人口減少率は出生率一定の-1.2％，公式推計の-1.3％，独自推計の-1.9％，

生残率一定の-3.1％，入国数半減の-3.7％，移動率一定の-4.0％，封鎖人口の-6.1％の順に

小さくなっている．人口減少率が大きいのは国際人口移動に関する仮定を変更する場合で

あり，将来のシンガポール在住人口の動向は移民政策に強く左右される．

2. 自然増加率（粗出生率と粗死亡率）及び社会増加率

人口減少の要因をより詳しく検討するため，コーホート要因法による人口推計における
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表３ シンガポール在住総人口，人口指数，人口増加率の推移：

2010～2060年

年次 独自

シミュレーション

公式出生率
一定

生残率
一定

移動率
一定

入国数
半減

封鎖
人口

総人口の推移（千人）

2010 377.2 377.2 377.2 377.2 377.2 377.2 377.2

2015 393.0 392.7 392.1 392.5 388.7 384.4 390.2

2020 406.1 406.5 403.4 404.2 397.0 387.8 403.8

2025 416.5 418.6 411.1 412.5 402.3 388.1 415.9

2030 424.2 428.2 414.9 417.4 404.7 385.2 425.4

2035 428.1 434.0 414.3 417.9 403.2 378.3 431.5

2040 428.5 436.1 409.7 413.9 398.0 367.5 433.7

2045 425.5 435.0 401.9 405.8 389.4 353.3 432.4

2050 420.3 431.6 391.9 394.3 378.4 336.5 428.6

2055 413.6 427.3 380.9 380.7 365.9 318.1 423.6

2060 405.7 422.0 369.1 365.4 352.3 298.8 418.1

総人口の指数（2010年＝100）

2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2015 104.2 104.1 104.0 104.1 103.1 101.9 103.5

2020 107.7 107.8 107.0 107.2 105.2 102.8 107.1

2025 110.4 111.0 109.0 109.4 106.7 102.9 110.3

2030 112.5 113.5 110.0 110.7 107.3 102.1 112.8

2035 113.5 115.1 109.8 110.8 106.9 100.3 114.4

2040 113.6 115.6 108.6 109.7 105.5 97.4 115.0

2045 112.8 115.3 106.5 107.6 103.3 93.7 114.6

2050 111.4 114.4 103.9 104.6 100.3 89.2 113.6

2055 109.7 113.3 101.0 100.9 97.0 84.3 112.3

2060 107.6 111.9 97.9 96.9 93.4 79.2 110.9

総人口増加率（％）

2005～10 8.8 8.8 8.8 8.8 8.8 8.8 8.8

2010～15 4.2 4.1 4.0 4.1 3.1 1.9 3.5

2015～20 3.3 3.5 2.9 3.0 2.1 0.9 3.5

2020～25 2.6 3.0 1.9 2.1 1.3 0.1 3.0

2025～30 1.8 2.3 0.9 1.2 0.6 -0.7 2.3

2030～35 0.9 1.4 -0.1 0.1 -0.4 -1.8 1.4

2035～40 0.1 0.5 -1.1 -0.9 -1.3 -2.8 0.5

2040～45 -0.7 -0.3 -1.9 -2.0 -2.2 -3.9 -0.3

2045～50 -1.2 -0.8 -2.5 -2.8 -2.8 -4.8 -0.9

2050～55 -1.6 -1.0 -2.8 -3.5 -3.3 -5.4 -1.2

2055～60 -1.9 -1.2 -3.1 -4.0 -3.7 -6.1 -1.3



人口変動の要因である粗出生率と粗

死亡率及び自然増加率，社会増加率

の推移を表4に示す．ここでいう粗

出生率及び粗死亡率とはx-5～x年

の出生数を x-5年の 0歳以上人口

（100人単位）で除したものであり，

推計で用いられる出生率及び生残率

仮定値だけでなく，将来の再生産年

齢女子人口及び男女年齢分布と期首

人口規模に依存する推計結果である．

自然増加率は，いうまでもなく粗出

生率から粗死亡率を差し引いたもの

であり，人口移動がない場合の人口

増加率に一致する．

まず，粗出生率についてはすべて

のケースで2010～2015年から2055～

2060年まで一貫して減少する．2005

～2010年の出生率は5.3％であった

が，独自推計の場合，2025～2030年

に3.7％になり，2055～2060年は2.7

％となる．推計の最終期間（2055～

2060年）についてシミュレーション

の結果を比較すると，出生率一定

3.2％，生残率一定3.0％，独自推計

2.7％，入国数半減2.4％，移動率一

定2.1％，封鎖人口2.1％の順に大き

い．これら2055～2060年の粗出生率

を独自推計の結果と比較すると，出

生率一定は+0.5％ポイント（+19.0

％），生残率一定は+0.2％ポイント

（+8.1％），入国数半減は-0.3％ポイ

ント（-10.6％），移動率一定は-0.6

％ポイント（-23.1％），封鎖人口は

-0.7％ポイント（-24.0％）ほど変化

している．出生率一定ケースは2013

年の母の年齢別出生率（TFR換算

で1.19人）を固定しているが，その
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表４ シンガポール在住総人口，人口指数，人口増加率

の推移：2010～2060年

年次 独自

シミュレーション

出生率
一定

生残率
一定

移動率
一定

入国数
半減

封鎖
人口

自然増加率（％）

2005～10 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8

2010～15 2.1 2.0 1.8 2.0 2.0 1.9

2015～20 1.3 1.5 0.8 0.9 1.1 0.9

2020～25 0.6 1.0 -0.1 0.1 0.3 0.1

2025～30 -0.1 0.4 -1.0 -0.8 -0.4 -0.7

2030～35 -1.0 -0.5 -2.1 -1.8 -1.3 -1.8

2035～40 -1.8 -1.4 -3.0 -2.9 -2.3 -2.8

2040～45 -2.5 -2.1 -3.9 -3.9 -3.2 -3.9

2045～50 -3.1 -2.6 -4.5 -4.8 -3.9 -4.8

2050～55 -3.5 -2.9 -4.9 -5.5 -4.4 -5.4

2055～60 -3.8 -3.1 -5.2 -6.1 -4.8 -6.1

粗出生率（％）

2005～10 5.3 5.3 5.3 5.3 5.3 5.3

2010～15 4.8 4.7 4.8 4.7 4.7 4.6

2015～20 4.3 4.5 4.3 4.0 4.1 3.9

2020～25 3.9 4.3 4.0 3.6 3.7 3.5

2025～30 3.7 4.1 3.7 3.3 3.5 3.3

2030～35 3.4 3.8 3.5 3.0 3.2 3.0

2035～40 3.2 3.5 3.3 2.7 3.0 2.7

2040～45 3.0 3.3 3.1 2.5 2.8 2.5

2045～50 2.9 3.3 3.0 2.3 2.6 2.3

2050～55 2.8 3.3 3.0 2.2 2.5 2.2

2055～60 2.7 3.2 3.0 2.1 2.4 2.1

粗死亡率（％）

2005～10 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4

2010～15 2.7 2.7 2.9 2.7 2.7 2.7

2015～20 3.0 3.0 3.5 3.1 3.0 3.1

2020～25 3.3 3.3 4.0 3.5 3.4 3.5

2025～30 3.7 3.7 4.7 4.0 3.9 4.0

2030～35 4.4 4.3 5.5 4.8 4.5 4.8

2035～40 5.0 4.9 6.3 5.6 5.2 5.6

2040～45 5.5 5.4 7.0 6.4 5.9 6.4

2045～50 6.0 5.9 7.5 7.1 6.5 7.1

2050～55 6.3 6.1 7.8 7.7 6.9 7.6

2055～60 6.6 6.4 8.2 8.2 7.3 8.1

社会増加率（％）

2005～10 5.9 5.9 5.9 5.9 5.9 5.9

2010～15 2.1 2.1 2.1 2.1 1.1 0.0

2015～20 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0 0.0

2020～25 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0 0.0

2025～30 1.9 1.9 1.9 1.9 1.0 0.0

2030～35 1.9 1.9 1.9 1.9 1.0 0.0

2035～40 1.9 1.8 1.9 1.9 1.0 0.0

2040～45 1.9 1.8 2.0 1.9 1.0 0.0

2045～50 1.9 1.8 2.0 2.0 1.0 0.0

2050～55 1.9 1.9 2.0 2.0 1.1 0.0

2055～60 1.9 1.9 2.1 2.1 1.1 0.0



他のケースでは独自推計と同じ年齢別出生率（TFRで2010～2015年の1.24人から2025～

2030年に1.09人になり，以後ほとんど変化しないもの）を用いているため，出生率一定以

外のケースについて，その差は再生産年齢女子人口と総人口規模の違いが反映されたもの

である．生残率一定は独自推計より高齢人口が少なくなることで期首人口が少なくかつ再

生産女子人口割合も高いため，粗出生率は相対的に大きくなる．入国数半減や移動率一定

も独自推計と比べ総人口規模は小さくなるのだが，若年女子の入国超過人口の減少が出生

数を少なくする影響が大きいため，粗出生率は独自推計より小さくなる．入国数半減と移

動率一定の比較では，再生産女子人口は移動率一定の方が小さく，総人口規模は移動率一

定の方が大きいため，移動率一定の方が粗出生率は低くなる．

粗死亡率については，1970～1975年以後2005～2010年までは2.4％～2.8％の範囲にあり，

ほとんど変化しなかった．今後は急速な人口の高齢化を反映し，独自推計と5つのシミュ

レーションのすべてで，2010～2015年から2055～2060年まで一貫して増加することが見通

される．2005～2010年の粗死亡率は2.4％であったが，独自推計の場合，2030～2035年に

4.4％になり，2040～2045年に5.5％，2055～2060年は6.6％になる．5つのシミュレーショ

ンによる粗死亡率を2055～2060年で比較すると，出生率一定6.4％，入国数半減7.3％，封

鎖人口8.1％，生残率一定8.2％，移動率一定8.2％の順に小さい．2055～2060年の粗死亡率

を独自推計の結果と比較すると，出生率一定は-0.2％ポイント（-3.2％），入国数半減は

+0.7％ポイント（+10.4％），封鎖人口は+1.6％ポイント（+24.0％），生残率一定は+1.6％

ポイント（+24.1％），移動率一定は+1.6％ポイント（25.1％）ほど変化している．生残率

一定は2005～2010年の男女年齢別生残率の値（平均寿命は男子78.9年，女子84.2年）を固

定しているが，その他のケースでは独自推計と同じ男女年齢別生残率（平均寿命でみて，

2010～2015年男子78.9年，女子83.9年から2055～2060年には男子86.7年，女子89.4年にな

るもの）を用いているため，生残率一定以外のケースについて，その差は将来人口の男女

年齢構造の違いが反映されたものである．5～9歳以上の死亡率は年齢の単調増加関数で

あるため，人口の年齢構造が高齢であるほど粗死亡率は高くなる．移動率一定は入国超過

人口も高齢化するため，最も急速に高齢化が進む．これに対して，生残率一定は，若年人

口に入国超過があるため，死亡確率（仮定値）が移動率一定のものより高くても，（2050

～2055年以後）粗死亡率は移動率一定より小さくなる．入国数半減についても，このよう

な若年層への入国超過が独自推計より少なくなることによって粗死亡率は高くなっている．

自然増加率については，2005～2010年は2.8％であったが，独自推計によると，2020～

2025年の0.6％から2025～2030年の-0.1％にかけて，シンガポール在住人口は自然減少を開

始し，2040～2045年に-2.5％，2055～2060年は-3.8％の自然減少が見込まれている．自然

減少を開始する期間をみると，最も早い生残率一定が2020～2025年，移動率一定と封鎖人

口，入国数半減，独自推計が2025～2030年に自然減少を開始し，残る出生率一定について

も2030～2035年以後は自然減となる．2055～2060年の自然増加率を比較すると，出生率一

定の-3.1％，独自推計の-3.8％，入国数半減の-4.8％，生残率一定の-5.2％，封鎖人口の-6.1

％，移動率一定の-6.1％の順に大きく，減少速度が緩やかである．
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最後に，コーホート要因法に

よる人口推計における人口変動

の要因として，残された社会増

加率の推移についてみる．本稿

の推計では，率ではなく，入国

超過数について仮定を設定して

いるので，総人口が増加すると

社会増加率は低下するし，総人

口が減少すると社会増加率は上

昇することになるが，変化幅は

限定的である．2010～2015年か

ら2055～2060年の社会増加率は，

入国数半減の場合で1.0～1.1％，

封鎖人口を除くその他のケース

は1.8～2.1％の範囲で推移する．

図5は，自然増加率に社会増加率を縦軸の正負を逆にして重ねたものである．社会増加

率より自然減少率が大きくなったとき，総人口は減少するので，社会増加率の線を自然増

加率が上から横切るとき，人口減少が開始する．図5から，社会増加率の大きさが人口減

少の開始時期と深く関わっていることがわかる．

3. 年齢別人口に及ぼす影響

� 年齢（3区分）別人口指数

表5の年齢（3区分）別人口の推移をみると，シンガポールでは今後急速に高齢化が進

行することが見通されている．2010年を100とした場合の年齢別人口の規模に関する指数

をみると，0～19歳人口については，長期にわたり低迷する出生率を反映して公式推計で

も独自推計でも今後一貫とした減少が見込まれている．また，独自推計では，さらなる出

生率の低下を見込むので公式推計より急速に0～19歳人口は縮小する．2010年を100とし

た場合の0～19歳人口の指数は，1975年には113.1であったが，2020年には85.1（独自推計）

と86.7（公式推計）となり，過去25年間に13％ほど0～19歳人口は減少したが，今後10年

で13～15％ほど減少することが見込まれている．その後，2035年の71.6（独自推計）と

83.6（公式推計）を経て，独自推計による0～19歳人口の減少率は加速し，2060年には

56.0（独自推計）と74.1（公式推計）となる．

20～64歳人口については，推計期間の前半は隆盛な国際人口移動（入国超過）等を反映

し増加するものの，推計期間の後半は長期にわたり低迷する出生率の動向を反映して減少

する．公式推計の結果によれば，2010年を100とした場合の20～64歳の指数は，1975年の

45.0から2020年の104.5まで増加してピークとなる．以後20～64歳人口は減少を開始し，

2035年の97.8を経て2060年には86.4になる．独自推計の場合，20～64歳人口の指数は2020
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図５ 自然増加率（%）（左軸）と社会増加率（%）（右軸）

の推移：2005～2010年から2055～2060年



年の106.5まで増加するが，以

後減少に転じ，2035年の101.5

を経て2060年には84.8となる．

2010年を100とした場合の65

歳以上人口の指数については，

1975年 （27.0） から1993年

（54.0）の18年間で2倍になり，

さらに2012年（111.9）までの

19年間で2倍になった．今後も，

65歳以上人口は，指数関数的に

増加することが見込まれている．

公式推計の場合， 2025年に

234.3となり200を超えると，

2040年に352.7になる．以後は

増加のペースを若干緩やかにし

て，2060年には392.5になる．

独自推計によると，2025年に

229.5，2040年の349.5を経て，

2060年に416.6になり65歳以上

人口は2010年の4倍以上になる．

独自推計の65歳以上人口は2040

年までは公式推計よりもわずか

に少なくなっているが，2040年

以後公式推計では65歳以上人口

の増加率が緩やかになるのに対

し，独自推計では2040年以後も

65歳以上人口は増加し続けるこ

とが見込まれている．

高齢人口の急速な増加は，税

制や社会保障制度等での現役世

代の負担を重くする．高齢者支

援率，すなわち65歳以上人口一

人あたりの20～64歳人口の推移

をみると，1980年代半ば頃まで

は12人程度で推移していたが，

1980年代半ばから高齢者支援率

は急速に低下を始め，1995年に
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表５ 年齢（３区分）別人口の指数（2010年＝100）及び

高齢者支援率の推移：2010～2060年

年次 独自
シミュレーション

公式出生率
一定

生残率
一定

移動率
一定

入国数
半減

封鎖
人口

0～19歳人口の指数（2010年=100）

2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2015 92.2 91.8 92.2 92.2 91.2 90.2 91.8

2020 85.1 85.6 85.1 83.6 82.6 80.0 86.7

2025 79.9 82.2 79.8 76.3 75.7 71.5 85.0

2030 75.3 79.8 75.2 69.8 69.7 64.0 84.2

2035 71.6 78.7 71.4 64.0 64.5 57.6 83.6

2040 68.1 76.4 67.9 59.2 60.2 52.3 81.5

2045 64.7 73.2 64.5 54.6 56.0 47.3 78.6

2050 61.4 69.8 61.1 50.0 51.9 42.4 76.1

2055 58.5 67.2 58.2 45.7 48.1 37.9 74.7

2060 56.0 65.6 55.6 41.8 44.8 33.9 74.1

20～64歳人口の指数（2010年=100）

2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2015 104.6 104.6 104.4 103.9 103.2 101.9 103.4

2020 106.5 106.5 106.1 105.2 103.8 101.1 104.5

2025 105.6 105.5 105.0 103.2 101.4 97.3 102.8

2030 103.5 103.5 102.8 99.6 97.8 92.1 100.1

2035 101.5 101.2 100.5 95.6 94.1 86.8 97.8

2040 98.5 98.5 97.3 90.1 89.4 80.2 95.2

2045 95.5 96.2 94.3 84.7 84.8 73.9 93.4

2050 92.5 93.9 91.0 79.7 80.4 68.3 91.6

2055 89.3 91.5 87.7 75.2 76.2 63.1 89.6

2060 84.8 87.8 83.2 69.3 70.9 56.9 86.4

65歳以上人口の指数（2010年=100）

2010 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2015 134.1 134.1 132.5 137.3 134.1 134.1 135.7

2020 177.8 177.8 172.4 185.9 177.8 177.8 181.0

2025 229.5 229.5 217.6 244.8 229.5 229.5 234.3

2030 279.6 279.6 258.0 303.9 279.6 279.6 284.4

2035 316.8 316.8 283.4 350.9 316.7 316.6 321.6

2040 349.5 349.5 302.9 393.2 348.8 348.0 352.7

2045 371.8 371.8 311.9 421.7 368.9 366.1 370.4

2050 388.1 388.1 315.7 437.0 379.9 371.8 379.0

2055 399.9 399.9 315.8 441.9 383.9 368.3 383.8

2060 416.6 416.5 321.2 451.3 392.2 368.2 392.5

高齢者支援率

2010 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4

2015 5.8 5.8 5.9 5.6 5.7 5.6 5.7

2020 4.5 4.5 4.6 4.2 4.3 4.2 4.3

2025 3.4 3.4 3.6 3.1 3.3 3.2 3.3

2030 2.8 2.8 3.0 2.4 2.6 2.4 2.6

2035 2.4 2.4 2.6 2.0 2.2 2.0 2.3

2040 2.1 2.1 2.4 1.7 1.9 1.7 2.0

2045 1.9 1.9 2.2 1.5 1.7 1.5 1.9

2050 1.8 1.8 2.1 1.4 1.6 1.4 1.8

2055 1.7 1.7 2.1 1.3 1.5 1.3 1.7

2060 1.5 1.6 1.9 1.1 1.3 1.1 1.6

注）ここでの高齢者支援率とは，65歳以上人口1人あたりの20～64
歳人口を指す．



10人を下回り，2005年に8.1人，2013年には6.4人に低下している．今後も高齢者支援率は

急速に低下し，2020年には4.5人（独自推計）と4.3人（公式推計）で5人を下回り，2030

年に2.8人（独自推計）と2.6人（公式推計），2045年には2人を下回り2060年には1.5人（独

自推計）と1.6人（公式推計）になる見通しである．

このような結果に及ぼす人口動態率の影響をみるため，年齢別人口に関するシミュレー

ションの結果を見ると，出生率，死亡率，移動率のそれぞれの人口動態率が比較的大きな

影響を及ぼしていることがわかる．2010年を100とした場合の0～19歳人口の指数につい

ては，生残率一定と独自推計の結果にはほとんど違いはない．一方，公式推計や出生率一

定については，2025年頃から独自推計等より大きくなる．独自推計によると，2013年の

94.8から2020年85.1，2035年71.6，2060年には56.0へと，0～19歳人口の指数は一貫して小

さくなっていた．出生率一定の場合には，2020年85.6，2035年78.7，2060年には65.6と推

移している．独自推計と出生率一定を比較すると，独自推計で見込まれているような過去

の趨勢にしたがった今後の出生率の低下は，今後50年間で0～19歳人口を15％ほど減少さ

せることになる．一方，公式推計と出生率一定の母の年齢別出生率仮定値は同程度の水準

にあるため，公式と出生率一定の0～19歳人口の指数の差はおおむね再生産女子人口の差

に起因する．出生率一定の0～19歳人口指数が公式推計（出生率の水準は出生率一定と同

程度）より少ないことは，出生率一定の再生産女子人口が公式推計より少ないことを意味

する．入国超過数と男女年齢別純移動率（入国超過人口の男女年齢割合）の仮定は出生率

一定と独自推計で共通であるため，公式推計と比較した独自推計の0～19歳人口の減少に

は，今後の出生率の低下のみならず再生産女子人口がやや少ないことの影響もある．

2060年の0～19歳人口の指数を比較すると，公式推計の74.1，出生率一定の65.6，独自

推計56.0，生残率一定55.6，入国数半減44.8，移動率一定41.8，封鎖人口33.9の順に大きい．

独自推計と最後の3つのケースの違いは，入国超過人口が減少し，再生産女子人口が少な

くなることの影響による．独自推計と封鎖人口を比較すると，シンガポールが外国人の受

け入れを停止し，在住人口の出入国がなくなると，2060年までの50年間に0～19歳のシン

ガポール在住人口は4割ほど減少することになる．

20～64歳人口について，5つのシミュレーションの結果を比較するために，2010年を

100とした場合の20～64歳人口の指数を2060年時点についてみると56.9～87.8の範囲にあ

り，2010年から2060年の変化のパターンはおおむね3つのグループにわけることができる．

20～64歳人口の指数が最も大きいグループの出生率一定，独自推計，公式推計と生残率一

定では，2060年時点での20～64歳人口の指数は87.8～83.2の範囲である．次に大きいのは，

入国数半減と移動率一定で，2060年時点で70.9と69.3である．残された封鎖人口はこれら

と比べると20～64歳人口の減少幅が大きく，2060年の時点で指数は56.9になる．20～64歳

層では死亡率の水準がそれほど高くなく，出生率の差の影響も推計期間の後半に入らなけ

れば現れないので，これらグループ間の差はおおむね国際人口移動の状況を反映したもの

と考えることができる．実際，独自推計，入国数半減及び封鎖人口の違いは将来の入国超

過数のみであり，2060年時点の20～64歳人口の指数は，独自推計が入国数半減の1.2倍ほ
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ど，封鎖人口は入国数半減の0.8倍ほどになっている．

65歳以上人口については，いずれのケースにおいても急速な増加が見込まれている．た

だし，封鎖人口の場合，2050年にピークを迎えた後，2060年にかけて65歳以上人口も減少

を開始する．その他のケースは2060年までの推計期間中，65歳以上人口が一貫して増加す

る．生残率が高いほど，40～50歳代人口など後に65歳以上になるコーホートが多いほど，

65歳以上人口は多くなる．2010年を100とした場合の65歳以上人口の指数が最も大きくな

るのは移動率一定であり，指数は451.3で2060年の65歳以上人口は2010年の4.5倍以上にな

る．移動率一定の65歳以上人口が突出して大きくなるのは，入国超過人口も高齢化するた

めである．

移動率一定以外のケースについては，65歳以上人口の指数は，独自推計（416.6），出生

率一定（416.5），公式推計（392.5），入国数半減（392.2），封鎖人口（368.2），生残率一

定（321.2）の順に大きい（括弧内は2060年時点の指数の値）．独自推計と比べて入国数半

減の65歳以上人口の指数が小さくなっているのは，入国数半減の20～64歳人口が少ないこ

とによる．公式推計と入国数半減の結果はおおむね同水準にあり，公式推計に対する独自

推計の死亡水準の低下（生残率の改善）と，独自推計が入国数半減と比べ入国超過数を倍

加させることを通じ若年人口が増加し将来の65歳以上人口が増加するという影響は，65歳

以上人口を同程度増加させることになる．

65歳以上人口の増加が最も緩やかなのは，生残率一定のケースである．独自推計は生残

率一定と比較して，2010～2015年以後の生残率の改善を仮定するので，独自推計と生残率

一定の差が過去の趨勢にしたがった場合の生残率の改善による65歳以上人口の変化に対応

する．2010年を100とした場合の65歳以上人口の指数を，独自推定と生残率一定で比較す

ると生残率一定では2030年頃から65歳以上人口の増加が緩やかになる．2013年の65歳以上

人口の指数は119.5であり，2025年の独自推定229.5は生残率一定の217.6と大きな差はない

が，2030年には独自推定の279.6に対して生残率一定は258.0となり，2045年は独自推定

371.8に対し生残率一定は311.9，そして2060年には独自推定416.6に対し生残率一定の

321.2と100ポイント近くの差が生ずる．これは推計期間の後半になると，65歳以上人口の

なかでも高齢化が進行することを示唆する．

出生率，死亡率，移動率のそれぞれの人口動態率が，年齢別人口に影響を及ぼすので，

5つのシミュレーションの高齢者支援率の見通しも異なったものになる．急速な少子高齢

化により，いずれのケースにおいても今後の高齢者支援率は一貫して低下する点は共通す

るものの，2060年の高齢者支援率を比較すると，移動率一定の1.1，封鎖人口の1.1，入国

数半減の1.3，公式推計の1.6，独自推計の1.5，出生率一定の1.6，生残率一定の1.9の順に

小さい．封鎖人口の高齢者支援率は独自推計の約4分の3で，シンガポールが外国人の受

け入れを停止し，在住人口の出入国がなくなると，2060年には65歳以上人口6人あたりの

20～64歳人口は約9人から約7人に減少する．生残率一定と独自推計を比較すると，生残

率の改善による65歳以上人口の増加は2060年までに65歳以上人口2人あたりの20～64歳以

上人口を約4人から約3人に減少させる．
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� 年齢（3区分）割合

将来の年齢3区分別人口割合をみると，65歳以上人口割合の増加が目立つ（表6）．ま

ず，20～64歳人口割合は，1975年50.0％から1985年の61.2％へ増加し，2011年に67.0％の

ピークを迎えた後は減少を開始し，2060年の52.6％（独自推計）あるいは52.0％（公式推

計）へと一貫して減少する．独自推計と公式推計を比較すると，変化のパターンは似てお

り，過去30年程度で増加した分が今後50年程度で減少するという点も共通する．

一方，0～19歳人口割合は，1975年には45.9％で20～64歳人口割合と同程度であったが，

1985年に33.6％，2010年は24.3％になり，2025年に17.6％（独自推計）と18.8％（公式推

計），2060年には12.7％（独自

推計）と16.3％（公式推計）と

いうように一貫して減少する．

他方で，1975年は4.0％にすぎ

なかった65歳以上人口割合につ

いては，2000年に7.2％になり，

高齢化社会を迎えた．そして，

2010年の9.0％から，2020年に

は14.8％（独自推計）と15.2％

（公式推計）になり，高齢社会

を迎える．さらに，2025年に

18.6％（独自推計）と19.1％

（公式推計）で 0～19歳人口と

同じか大きい水準になり，2030

年に22.3％（独自推計）と22.6

％（公式推計）で超高齢化社会

に突入し，2060年には34.7％

（独自推計）と31.8％（公式推

計）となり，50年後のシンガポー

ル在住人口の3分の1を占める

ほどに増加する．

このような結果に及ぼす人口

動態の影響をみるため，2060年

の年齢割合を比較すると，20～

64歳人口割合については生残率

一定（56.7％）が最も高く，独

自推計（52.6％），出生率一定

（52.3％）と公式推計（52.0％）

が同程度の水準で続き，封鎖人
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表６ 年齢（３区分）別人口割合の推移：2010～2060年

年次 独自
シミュレーション

公式出生率
一定

生残率
一定

移動率
一定

入国数
半減

封鎖人
口

0～19歳人口割合（％）

2010 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3

2015 21.5 21.5 21.6 21.6 21.5 21.5 21.6

2020 19.2 19.3 19.4 19.0 19.1 18.9 19.7

2025 17.6 18.0 17.8 17.0 17.3 16.9 18.8

2030 16.3 17.1 16.6 15.4 15.8 15.3 18.2

2035 15.3 16.6 15.8 14.1 14.7 14.0 17.8

2040 14.6 16.1 15.2 13.1 13.9 13.1 17.2

2045 14.0 15.4 14.7 12.4 13.2 12.3 16.7

2050 13.4 14.8 14.3 11.7 12.6 11.6 16.3

2055 13.0 14.4 14.0 11.0 12.1 10.9 16.2

2060 12.7 14.3 13.8 10.5 11.7 10.4 16.3

20～64歳人口割合（％）

2010 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7

2015 66.9 67.0 67.0 66.6 66.8 66.7 66.6

2020 65.9 65.9 66.2 65.4 65.7 65.5 65.1

2025 63.7 63.4 64.3 62.9 63.4 63.1 62.2

2030 61.4 60.8 62.3 60.0 60.8 60.2 59.2

2035 59.6 58.7 61.0 57.5 58.7 57.7 57.0

2040 57.8 56.8 59.8 54.7 56.5 54.9 55.2

2045 56.5 55.6 59.0 52.5 54.7 52.6 54.3

2050 55.3 54.7 58.4 50.8 53.4 51.0 53.8

2055 54.3 53.9 57.9 49.7 52.4 49.9 53.2

2060 52.6 52.3 56.7 47.7 50.6 47.9 52.0

65歳以上人口割合（％）

2010 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0

2015 11.5 11.6 11.4 11.8 11.7 11.8 11.8

2020 14.8 14.8 14.5 15.6 15.2 15.5 15.2

2025 18.6 18.6 17.9 20.1 19.3 20.0 19.1

2030 22.3 22.1 21.0 24.6 23.4 24.6 22.6

2035 25.0 24.7 23.2 28.4 26.6 28.3 25.2

2040 27.6 27.1 25.0 32.1 29.7 32.0 27.5

2045 29.6 28.9 26.3 35.2 32.1 35.1 29.0

2050 31.2 30.4 27.3 37.5 34.0 37.4 29.9

2055 32.7 31.7 28.1 39.3 35.5 39.2 30.7

2060 34.7 33.4 29.4 41.8 37.7 41.7 31.8



口（47.9％）が低い３）．65歳以上割合については，生残率一定（29.4％）が最も低く，封

鎖人口（41.7％）が高い．また，封鎖人口の0～19歳割合は10.4％と最も低い水準で，将

来のシンガポール人口の年齢構造が移民政策に強く左右されることが確認される．独自推

計，出生率一定と公式推計の65歳以上人口割合は，それぞれ34.7％，33.4％と31.8％で公

式推計が最も低いが，逆にこれらの0～19歳割合はそれぞれ12.7％，14.3％と16.3％で公

式推計が最も高い．

Ⅳ．まとめ

本稿では，1957年から2013年までのデータを用いて，出生率，死亡率，純移動率の過去

の趨勢を分析し，それぞれに過去の趨勢にしたがった場合の仮定値を用いて，2010年から

2060年までのシンガポール在住人口の将来推計を独自に実施した．また，将来の人口構造

に影響を及ぼす出生率，死亡率，移動率（入国超過人口の男女年齢割合；入国超過数は

80,000人を固定）のそれぞれの人口動態率を個別に変化させるシミュレーション分析を通

じてシンガポールにおける今後の人口変動のパターンと要因を検討した．

分析の結果，人口動態率に関する5つのシミュレーションを通じて，「独自推計」や

「公式推計」による今後の人口変動の要因を調べたところ，シンガポール在住人口総数に

対しては，封鎖人口の仮定が最も大きな影響を及ぼしていた．続いて入国超過数を半減さ

せる場合，純移動率を男女年齢間で一定にする場合の順に総人口を減少させることの影響

が大きかった．いずれも国際人口移動に関する仮定であり，将来のシンガポール在住人口

の規模は移民政策に強く左右されることが確認された．また，国際人口移動に関する想定

は，人口減少の開始時期，人口減少の拡大幅，年齢別人口指数や年齢割合にあらわれる高

齢化の進行度合いとも深く関わっていた．たとえば，2010年を100とした場合の2060年の

20～64歳人口の指数は，独自推計の84.8に対し，封鎖人口は56.9になっていた．生産年齢

人口の減少は再生産年齢女子人口の減少をともなうので，封鎖人口でシンガポールが外国

人の受け入れを停止し，在住人口の出入国がなくなると，今後2060年までの50年間に0～

19歳のシンガポール在住人口は4割ほど減少することになる．出生率が過去の趨勢にした

がって低下する場合と比べ，2013年の水準で一定で推移すると0～19歳人口は今後50年間

で15％ほど多くなるが，国際人口移動による再生産女子人口の流入には0～19歳人口の減

少を軽減させる大きな効果があることを意味する．また，人口の年齢構造を変化させるた

め，封鎖人口の高齢者支援率は独自推計の約4分の3程度になり，シンガポールが外国人

の受け入れを停止した場合には2060年には65歳以上人口6人あたりの20～64歳人口は約9

人から約7人に減少することになる．

公式推計では国際人口移動の仮定について，入国超過人口の規模及び男女年齢構造は公

―230―

3）移動率一定は仮定された入国超過数（男女年齢計）をⅡ-7節の方法で期首人口及び当該期間中の出生数の

男女年齢分布にしたがって割り振るので，人口の年齢割合は封鎖人口の場合とおおむね同程度の水準になる．

また，入国数半減は独自推計と封鎖人口の中間的な結果となるため，結果の紹介からは割愛した．



表されておらず，将来の国際人口移動がシンガポール在住者の規模と人口構造にどのよう

な影響を及ぼすか不透明にしている．一方，本稿の分析結果によると，公式推計の20～64

歳人口の指数は独自推計とおおむね同程度の水準であり，移動率一定（入国超過人口が独

自推計と比べ高齢化する）の65歳以上人口の指数が他のどのケースと比べても2030年以後

突出して大きくなっていることを考え合わせると，入国超過人口を大きく高齢人口に割り

振っているとは考えにくく，入国超過人口の男女年齢構造は最近の純移動の男女年齢構造

に近いものである可能性が高い．他方で，シンガポール政府統計局の公式推計の結果から

は，低出生率による0～19歳人口の減少と死亡率の低下による65歳以上人口の増加をバラ

ンスするように移民の受け入れを見通しているように見える．若年人口に集中的に移民を

受け入れることは，生産年齢人口が維持されるだけでなく，再生産年齢女子人口が多くな

ることで出生数を増やし，人口の年齢構造が若くなることで65歳以上割合も低下する．し

かしながら，出生率が人口置換水準を下回り続け，高齢人口の出国超過が増えないなら，

シンガポールにおいて，これまで経験したことのない水準の高齢社会の到来は不可避であ

る．シンガポールへの移民がどのようにシンガポール社会に同化していくのか，また在住

人口に対しどのような高齢社会対策が取られるのか注目したい．
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参考表 シンガポールにおける在住人口，人口増加率，年齢別人口の指数と割合の推移：

1975～2013年

年次

在住人口
自然増加率（%）注1

社会

増加率

（%）
注1注4

年齢（3区分）別人口指数

高齢者

支援率
注5

年齢（3区分）割合（%）

総数

（千人）

5年

増加率

（%）注1

指数

（2010年

=100）

（2010年=100）

粗出生

率（%）
注1注2

粗死亡

率（%）
注1注3

0～19

歳

20～64

歳

65歳

以上

0～19

歳

20～64

歳

65歳

以上

1975 2,263 9.07 60.0 8.4 11.2 2.8 0.7 113.1 45.0 27.0 12.4 45.9 50.0 4.0

1976 2,293 8.67 60.8 7.9 10.7 2.7 0.8 111.4 46.7 28.6 12.1 44.6 51.2 4.2

1977 2,325 8.03 61.7 7.5 10.2 2.7 0.8 109.6 48.4 29.9 12.0 43.3 52.4 4.3

1978 2,334 6.45 61.9 6.8 9.5 2.7 -0.1 106.5 49.8 30.8 12.0 41.9 53.6 4.5

1979 2,363 5.96 62.6 6.4 9.0 2.7 -0.2 104.4 51.5 32.2 11.9 40.6 54.8 4.6

1980 2,414 6.69 64.0 6.2 8.9 2.7 0.7 102.4 54.1 33.7 11.9 39.0 56.3 4.7

1981 2,443 6.54 64.8 6.2 8.8 2.7 0.6 100.3 55.9 34.6 12.0 37.7 57.5 4.8

1982 2,472 6.30 65.5 6.1 8.7 2.7 0.4 98.4 57.6 35.8 12.0 36.5 58.6 4.9

1983 2,502 7.18 66.3 6.2 8.9 2.7 1.2 96.7 59.2 36.9 11.9 35.5 59.5 5.0

1984 2,529 7.04 67.1 6.1 8.8 2.7 1.2 94.8 60.8 38.1 11.9 34.4 60.5 5.1

1985 2,558 5.97 67.8 6.0 8.7 2.7 0.2 93.5 62.2 39.5 11.7 33.6 61.2 5.2

1986 2,586 5.85 68.6 5.8 8.5 2.7 0.2 92.2 63.7 40.8 11.6 32.7 61.9 5.3

1987 2,613 5.70 69.3 5.7 8.3 2.7 0.2 91.1 65.0 42.1 11.5 32.0 62.5 5.5

1988 2,647 5.80 70.2 5.8 8.4 2.6 0.2 91.1 66.1 43.4 11.3 31.6 62.8 5.6

1989 2,685 6.18 71.2 6.2 8.8 2.6 0.2 92.0 67.2 44.8 11.2 31.5 62.9 5.6

1990 2,705 5.75 71.7 6.3 8.9 2.6 -0.3 92.3 67.3 48.5 10.3 31.3 62.6 6.1

1991 2,795 8.06 74.1 6.5 9.1 2.6 1.8 93.7 70.2 50.1 10.4 30.8 63.1 6.1

1992 2,850 9.07 75.6 6.7 9.4 2.6 2.5 94.3 71.9 52.0 10.3 30.4 63.4 6.2

1993 2,905 9.73 77.0 6.6 9.3 2.7 3.3 94.7 73.6 54.0 10.1 30.0 63.8 6.3

1994 2,959 10.20 78.5 6.4 9.0 2.7 4.0 95.6 75.2 56.1 10.0 29.7 63.9 6.4

1995 3,014 11.40 79.9 6.3 9.0 2.7 5.2 96.7 76.7 58.1 9.8 29.5 64.0 6.5

1996 3,068 9.78 81.3 5.9 8.6 2.6 3.9 97.9 78.2 60.0 9.7 29.3 64.1 6.6

1997 3,123 9.60 82.8 5.7 8.3 2.6 3.9 98.9 79.7 62.0 9.6 29.1 64.2 6.7

1998 3,180 9.48 84.3 5.4 8.0 2.6 4.1 100.2 81.2 64.2 9.4 28.9 64.2 6.8

1999 3,230 9.13 85.6 5.0 7.6 2.6 4.1 100.8 82.6 66.6 9.2 28.7 64.4 7.0

2000 3,273 8.62 86.8 4.8 7.3 2.6 3.9 101.2 83.9 69.5 9.0 28.4 64.4 7.2

2001 3,326 8.40 88.2 4.5 7.1 2.5 3.9 101.8 85.4 72.0 8.8 28.1 64.6 7.3

2002 3,383 8.31 89.7 4.2 6.7 2.5 4.1 102.2 87.2 74.2 8.7 27.7 64.8 7.4

2003 3,367 5.88 89.3 3.9 6.4 2.5 2.1 101.3 87.0 73.5 8.8 27.6 65.0 7.4

2004 3,413 5.68 90.5 3.6 6.1 2.4 2.1 101.3 88.2 78.2 8.4 27.2 65.0 7.8

2005 3,468 5.94 91.9 3.4 5.8 2.4 2.6 101.3 89.8 82.7 8.1 26.8 65.1 8.1

2006 3,609 8.50 95.7 3.1 5.5 2.4 5.5 103.3 93.6 90.5 7.7 26.3 65.2 8.5

2007 3,583 5.92 95.0 2.9 5.3 2.4 3.1 101.9 93.1 90.3 7.7 26.1 65.4 8.5

2008 3,643 8.19 96.6 2.9 5.4 2.4 5.3 101.7 95.1 93.3 7.6 25.6 65.7 8.7

2009 3,734 9.39 99.0 2.9 5.3 2.4 6.5 101.4 98.3 97.6 7.5 24.9 66.2 8.8

2010 3,772 8.76 100.0 2.8 5.3 2.4 5.9 100.0 100.0 100.0 7.4 24.3 66.7 9.0

2011 3,789 5.01 100.5 2.7 5.1 2.4 2.4 97.7 101.0 104.2 7.2 23.7 67.0 9.3

2012 3,818 6.56 101.2 2.7 5.1 2.4 3.9 96.4 101.6 111.9 6.7 23.2 66.9 9.9

2013 3,845 5.55 101.9 2.6 5.0 2.5 3.0 94.8 102.2 119.5 6.4 22.6 66.8 10.5

注1）t-5年7月～t年6月の5年間の人口増加率，自然・社会増加率と粗出生率・粗死亡率．注2）1989年以前は外国人の出生数も

含むが，1990年以後は外国人の出生を除く在住者の粗出生率．ただし，1990年以後について在住者の月別出生数は得られないため，

外国人と在住者の出生の月分布が同じと仮定して，期首年と期末年にかかる出生数を推定した．注3）男女年齢別死亡数は月別には

得られないため，期首年と期末年の死亡数の2分の1を加えた．注4）Ⅱ-5節（図2）で作成した生命表生残率（観測値）を用いて

推定した静態人口間推定値（intercensalestimates）．注5）ここでの高齢者支援率とは，65歳以上人口1人あたりの20～64歳人口を

指す．
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PopulationProjectionsinSingapore

KeitaSUGA

ThisstudyexaminesvitalratesevolvedsincetheindependenceofSingaporeandimplements

anauthor'sownpopulationprojectionusingthecohortcomponentmethodtoexplorehowthevital

ratesaccountfortheage-sexstructureofthefuturepopulationinSingapore.Moreover,weconduct

asimulationanalysistoidentifythecontributionsofeachcomponentofvitalrates:fertility,mor-

talityandmigration.

Resultsshowthatthemigration(thenumberoftheimmigrantsandtheage-sexstructureofthe

immigrants)isthecrucialfactorfortheSingapore'sfuturepopulationstructures.Theimmigration

policyinSingaporenotonlyvariesthesizeofpopulationbutalsorelatesfundamentallywiththe

beginningyearofshrinkingpopulation,theseverityoftheshrinkageandthepopulationaging.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）72－3（2016.9）pp.236～255

特集：東アジア低出生力国における人口高齢化の展望と対策に関する国際比較研究

PublicMedicalInsuranceSystemReformandDeterminants
ofParticipationinPublicMedicalInsuranceSystemsin

anAgingChina＊

XinxinMA

1.Introduction

Withtheimplementationofthepopulationcontrolpolicy(namely,theone-childpolicy)since

the1980s,Chinahasbeenwitnessingadeclineinbirthrateandanincreaseintheagingpopulation.

Thus,theimplementationofsocialsecuritysystemshasbecomeanimportantissuefortheChinese

government.Alongwiththetransitionfromaplannedeconomytoamarketeconomy,thecountry's

socialsecuritysystemsarebeingtransformed,anditspublicmedicalinsurancesystemshavealso

beenundergoingreformssincethe1990s.

Currently,avarietyofmedicalinsuranceprogramsarebeingimplementedinChina.For
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Usingthe2011dataoftheChinaHealthandRetirementLongitudinalStudy(CHARLS),weconductan

empiricalanalysistotestfourhypothesesandverifythedeterminantsofparticipationinpublicmedical

insurancesystemsinChina.Severalmajorconclusionsemerge.First,wefinddifferencesinparticipation

probabilitybetweenruralandurbangroups,andtheformalandinformalemploymentsectors.Thus,the

establishmentandimplementationofpublicmedicalinsuranceprogramsaresegmentedbyruralandurban

registrationsystemsaswellasemploymentsectors.Second,theliquidityconstraintshypothesisisrejected,

whereastheadverseselectionhypothesisissupported.Third,education,gender,anddrinkingbehavioralso

affectparticipationprobabilities;however,theeffectsaredifferentfortheruralandurbangroups.

JELclassifications:I13,I14,I38

Keywords:publicmedicalinsurance;liquidityconstraintshypothesis;adverseselectionhypothesis;China
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example,theUrbanEmployeeBasicMedicalInsurance(UEBMI),whichcoversworkersinurban

regions,isbeingimplementedsince1998;theUrbanResidentBasicMedicalInsurance(URBMI),

whichcoversnon-workerswithurbanregistrations,wasintroducedin2007;andtheNew

CooperativeMedicalScheme(NCMS),initiatedsince2003,providescoveragetoindividualswith

aruralregistration.Inaddition,sincethe1990s,PrivateMedicalInsurance(PMI)andEnterprise

MedicalInsurance(EMI),whichispurchasedbyanenterpriseaspartofitswelfaresystemforits

employees,havebeenimplementedtocomplementthepublicmedicalinsurancesystems.

Moreover,theMedicalAid(MA)systemhasbeenimplementedtoassistlow-incomegroupssince

the1950s.Currently,thesepublicandprivatemedicalinsurancesystemscovertheentire

populationintheruralandurbanChina.Therefore,itcanbesaidthat"UniversalMedical

Insurance"hasbeenimplementedinanagingChina.

However,theimplementationofthesepublicmedicalinsurancesystemsfacessomeproblems.

Thisstudyfocusesontwosuchproblems.First,theextentofparticipationandofferingsdifferby

thetypeofmedicalinsurancesystem.Forinstance,thepublicmedicalinsurancesystemsvaryin

theurbanandruralregions.Althoughindividualsworkinginurbanfirmsareeligibletoparticipate

intheUEBMI,theenrollmentrateofrural・urbanmigrantsinthisschemeislow.Oneofthe

reasonsisthatthefirmsthatemploythemigrantsdonotprefertopayfortheirmedicalinsurance

premiums.Thus,thereisadisparityinmedicalinsuranceparticipationbetweentheruralandurban

registrationsystems.Moreover,theimplementationofmedicalinsurancesystemsvariesby

employmentsectors.Forexample,theregulationsoftheUEBMImandatethatemployersmustpay

themedicalinsurancepremiums(amountingto6%ofthewagebill)fortheiremployees.However,

aspointedoutbyNakagane(2000)andMa(2014,2015),comparedwiththepublicsector,the

possibilitiesoffirmsnotpayingforemployees'medicalinsurancepremiumsmightbehigherinthe

privatesectorasitseekstogainmoreprofits.Consequently,participationinthepublicinsurance

medicalsystemmightdifferbytheindividual'ssectorofemployment.

Second,thegrowthinincomeinequalityisaccompaniedbydisparityinmedicalinsurance

participation.Inordertorectifythehealthcaredisparitiescausedbyincomeinequality,thepublic

medicalinsurancesystemindevelopedcountriessuchastheU.S.andJapanisimplementedasa

meansofincomeredistribution,andcoversthelow-incomegroupsaswell.However,inChina,the

mainpurposeofthepublicmedicalinsurancesystemreforms,whichhavebeeninstitutedsincethe

1990s,istoreducethefundingburdenonthegovernmentandstate-ownedenterprises(SOEs),and

mostoftheprivatemedicalinsurancecompaniesfocusonlyonthemiddle-andhigh-income

groups.Thus,itispossiblethatincomeinequalityinChinahasgivenrisetothedisparityin

medicalinsurancesystemparticipation.

Doestheparticipationineachkindofmedicalinsurancesystemdifferbyruralandurban

regions,orbytheownershiptypeoftheworksectors?Doesincomeaffectanindividual's

participationinthepublicmedicalinsurancesystems?Thisstudyattemptstoanswerthese
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questionsthroughanempiricalanalysisusingmicro-data.WeusethedataoftheChinaHealthand

RetirementLongitudinalStudyconductedin2011(CHARLS2011).

Thispaperisstructuredasfollows.Section2reviewsthepublicmedicalinsurancereformsin

Chinaandpreviousempiricalstudies.Section3describesthedata,models,andanalyticalmethods.

Section4analyzestheparticipationinChina'smedicalinsurancesystemsviastatisticalanalysis.

Section5presentstheresultsofthequantitativeanalysis.Section6concludes.

2.BackgroundandLiteratureReview

2.1EconomicTransitionandPublicMedicalInsuranceSystemReformsinChina

Duringitsplannedeconomyperiod,theChinesegovernmentpromotedtheestablishmentand

implementationofasocialsecuritysystembasedonsocialistprinciples.Specifically,intheurban

regions,theLaborMedicalInsurance(LMI),whichcoveredtheworkersinSOEsorCollective-

ownedEnterprises(COEs),andtheGovernmentMedicalInsurance(GMI),whichcoveredthe

workersingovernmentorpublicorganizations(ShiyeDanwei;e.g.,schools,hospitals,andresearch

institutes),wereintroducedinthe1950s.Thesemedicalinsurancesystemsalsocoveredemployees'

familymembers.Inaddition,intheruralregions,theCooperativeMedicalSystem(CMS),a

communitymutualassistancesystem,waspromotedalongwiththedisseminationofPeople's

Communes―anadministrativeleveloftheCommunistPartyintheruralregions―inthe1960s,

whichoperatedandmanagedtheCMS.BecausetheLMI,GMI,andCMScoveredtheentire

populationinChina,itcanbesaidthattheuniversalhealthcaresystemwasestablishedinthe

plannedeconomyperiod.

Since1978,however,theChinesegovernmenthasbeentransformingitselffrom aclosed

centralizedplannedeconomytoanopenmarketeconomy.China'spublicmedicalinsurance

systemsunderwentsignificantchangesaspartofthistransition.First,inordertoreducethe

financialburdenonthegovernmentandpublicsector,thepublicmedicalinsurancesystemswere

reformedintheurbanregions.Specifically,theLMIwasabolished,andtheUEBMIwas

introducedbythegovernmentin1998.BasedontheregulationsoftheUEBMI,theparticipants

includedemployeeswhoworkedineitherthepublicortheprivatesector,includingindividual

firms.BecausetheUEBMIdoesnotcovernon-workers,asectionofunemployedindividualswith

urbanregistrationsdidnotfallundertheambitofthepublicmedicalinsurancesystemintheurban

regions.Todealwiththisproblem,theURBMIwaspromulgatedin2007.

Second,intheruralregions,theCMSenrollmentratesdecreaseddramatically(from90%in

1981tomerely5% inthe1990s)alongsidetheimplementationofthe"HouseholdContract

ProductionSystem"(JiatingLiangchanChengbaoZerenzhi).Thiswascausedbythedramatic

reductioninthenumberofPeople'sCommunes(Liuetal.1995,WagstaffandLinedelow2008,

Chengetal.2015).Moreover,sincethe1990s,theChinesegovernmenthasbeenenforcingmajor
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healthcarereformsbyconvertingChinesehealthcareservicesystemsfromtheplannedeconomy

systemtothemarketeconomysystem.Thus,thetotalhealthcareandout-of-pockethealthcare

expenditureshaveincreasedsubstantially.Asaresult,thereisapossibilityofpeoplewithserious

illnessesfallingintopoverty―notonlydothesepatientshavetopayforthemselvesbuttheyalso

needtopaymoreforhealthcare.Therefore,theinequalityinhealthcareutilizationcausedby

incomegapbecameaseriousproblemintheruralregions.Toaddressthissocialproblem,the

Chinesegovernmentintroducedanewpublichealthinsurancescheme―theNCMS―intherural

regionsin2003.TheNCMScoverstheentirepopulationwithruralregistrations.Although

enrollmentintotheNCMSisvoluntary,participationintheschemewaspromotedbythecentral

andlocalgovernments.

Third,toreducethedisparityinpublicmedicalinsurancesystemsbetweentheruralandurban

regions,since2006,thegovernmenthaspromotedanewmedicalinsurancesystem,whichisa

combinationoftheURBMIandtheNCMS.ThissystemiscalledtheUrbanandRuralResident

BasicMedicalInsurance(URRBMI)system.However,itscoveragerateiscurrentlylow.

Inaddition,alongwiththeSOEownershipreforms,publicinsurancecompanieswerepermitted

toestablishPMIasanewgood.Atthesametime,theprivateinsurancecompanieshavebeen

maturingsincethe1990s.ParticipationinthePMIisvoluntary.

Thepublicmedicalinsurancesystemreformsmeanthatthepopulationwithurbanregistrations

iscoveredbyeithertheUEBMIortheURBMI,andthatwithruralregistrationsiscoveredbythe

NCMS.Thus,itiscanbesaidthat"UniversalMedicalInsurance"wasarealityinChinaduringthe

economictransitionperiod.However,itshouldbenotedthatparticipationintheURBMIorthe

NCMSisvoluntary,whereasenrollmentintheUEBMIiscompulsory.Inaddition,althoughthese

publicmedicalinsuranceprogramsarefundedbythegovernment,theparticipantshavetopaya

portionofthemedicalinsurancepremiums.Themedicalinsurancepremiums,paymentsystems,

andinsurancefundsdifferamongtheUEBMI,URBMI,andNCMS(seeTable1).Becausethe

insurancefundsareinsufficientfortheNCMSandtheURBMI,theproportionofpaymentaccounts

islowerforthemcomparedtotheUEBMIandtheGMI.Moreover,eventhoughthepatients

participateintheNCMSandtheURBMI,themajorityofhealthcareexpendituresarepaidforby

thepatientsthemselves.Thus,itisassumedthatthelowerproportionofpayments(orthehigher

proportionofout-of-pockethealthcareexpenditures)fortheURBMIandtheNCMSmightaffect

theirparticipationprobabilities.
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Table1MedicalInsuranceSystemTypesundertheEconomicTransitionPeriodinChina

PanelA:MedicalInsuranceSytemClassificationsinthePlannedEconomyPeriod(1949-1977)

Classifications Participants Premiums
Promulgated
Year

Public
Medical
Insurance

LMI theworkersandtheir
family members with
theurbanregistration

・Premiumspurchasedbythefirm:
6%oftotalwagebills
・Alloftheotherfeeswerepur-
chasedbythegovernment

1956

GMI 1960s

NCMS theindividualswiththe
ruralregistration

・fundsbythepeople'scommunes 1960s

Others MedicalAids thelow-incomegroup Exemptionsystem 1950s

PanelB:MedicalInsuranceSytemClassificationsintheEconomicTransitionPeriod(from1978untilnow)

Classifications Participants Premiums
Promulgated
Year

Public
Medical
Insurance

UEBMI theworkersinfirms ・Fixed-ratesystem
・Socialmedicalinsurancefund
andindividualaccountsystem
・Premiumspurchargedbythefirm:
7%oftotalwagebills
・Premiumspurchargedbytheindi-
vidual:3% oftheindividualbasic
wage

1998

GMI theworkersinpublic
organizations

・Feespurchargedbythegovern-
ment:operatingcostandmanage-
mentfee

1960s

ERBMI the non-workers with
theurbanregistration

・Premium purchasedbythegov-
ernment:differentbythelocalgov-
ernments
・Premiumpurchasedbytheindi-
vidual:differentbytheprovinces

2007

NCMS thefamilieswiththeru-
ralregistration

・premiumpurchargedbythecen-
tralgovernment:percapita380Yuan
yearlyin2015
・premiumpurchargedbytheindi-
vidual:percapita120Yuanyearlyin
2015

2003

Private
Medical
Insurance

Commercial Medical
Insurance

allpopulations Proportional-ratesystem 1990s

Others ・MedicalAids thelow-incomegroup Exemptionsystem 1950s

・EnterpriseReplenish-
mentMedicalInsurance

theworkersinfirms bythefirms 1980s

Source:Summariedbytheauthor.



2.2LiteratureReview

First,wereviewpreviousstudiesonthedeterminantsofparticipationinmedicalinsurancefrom

thedemandsideperspective.1) Wespecificallyrefertotheadverseselectionandliquidity

constraintshypotheses.Regardingtheadverseselectionhypothesisbasedonmicroeconomic

theory,thereexistsaninformationasymmetryproblemintheinsurancemarket.Forexample,the

insuredindividualoftenhasrelativelymoreinformationabouthishealthstatusthantheinsurer.

Whenanindividualinpoorhealthguessesthathewillhavetopaymoretowardhishealthcare

expenditureinthefuture,hetriestoavoidtheriskbyparticipatinginmedicalinsurance.Asa

result,theprobabilityofparticipationinmedicalinsuranceisrelativelyhigherforgroupsinpoor

healththanforthoseingoodhealth.Aspertheliquidityconstraintshypothesis,becausethe

insurancepremiumneedstobeafterconfirmingparticipationinmedicalinsurance,thepossibility

thattheindividualcannotpurchasetheinsurancepremiumishigherforthelow-incomegroupthan

thehigh-incomegroup,andthus,theprobabilityofparticipationinmedicalinsuranceislowerfor

thelow-incomegroup.

However,theestimatedresultsforthesetwohypothesisarenotconsistent.Forexample,some

empiricalstudiesontheU.S.,suchasWolfeandGoddeeris(1991)andShaeferetal.(2011),

analyzedtheprobabilityofchangingfromprivatemedicalinsurancetopublicmedicalinsurance.

Theyshowedthattheprobabilityofsuchachangeishigherforgroupswithlowincomeandpoor

health,andindicatedthattheestimatedresultssupportboththeliquidityconstraintsandadverse

selectionhypotheses.However,Maddenetal.(1995),Drehretal.(1996),Bogradetal.(1997),

SwartzandGarnick(2000),andLongandMarquis(2002)foundthatthehealthstatusdoesnot

affecttheparticipationprobabilityintheU.S.andthattheadverseselectionhypothesisisrejected.

Second,wereviewstudiesondevelopingcountries,excludingChina.Kimanietal.(2012)

conductedanempiricalstudyonKenya'spublicmedicalinsurancereformsandfoundthatthe

probabilityofparticipationinpublicmedicalinsuranceishigherforregularworkersthanforthose

workingintheinformalsector.Theirresultsindicatetheexistenceoftheliquidityconstraints

probleminKenya.Hofter(2006)andPardoandSchott(2012)analyzedthecaseofChileand

demonstratedthattheprobabilityofparticipationinpublicmedicalinsuranceishigherforthepoor,

healthy,low-income,lesseducated,andself-employedworkergroups.Moreover,theadverse

selectionandliquidityconstraintshypothesesarebothsupportedinthiscase.

Third,thenumberofempiricalstudiesonthisissueforChinaisscarce.Zhou(2002)analyzed

thedeterminantsofvoluntaryparticipationintheUEBMI(e.g.,sheconsideredtheself-employed

workers,andfree-workerswhocanadjusttheirworkhoursbythemselvesanddonotemployedby

firmsandorganizations).SheutilizeddatafromtheSocialChangeBasicSurvey(SCBS)conducted
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1)Regardingthebehaviorofparticipationinmedicalinsurance,itisnecessarytoconsiderthefactorsinfluencingboththe

supplyside(government,companies,andinsurancecompanies)andthedemandside(individuals).Owingtodata

limitations,thisstudyfocusesonthedemandsideonly.



bytheDevelopmentCenteratZhongshanUniversityin2000,andfoundthattheparticipation

probabilitiesarelowerforthepoor,healthy,youngergeneration,andunemployedworkers.Further,

shepointedoutthatboththeadverseselectionandliquidityconstraintshypothesesaresupported.

Linetal.(2009)analyzedtheprobabilityofparticipationintheURBMIusingthedataofasurvey

conductedbyPekingUniversityin2008.Theirfindingsshowthattherelationshipbetweenincome

andparticipationprobabilityisU-shaped(thismeansthatcomparedtothemiddle-incomegroup,

theparticipationprobabilityisrelativelyhigherforthelow-andhigh-incomegroups)andthatthe

participationprobabilityishigherforthegroupthatsufferedfromachronicdiseaseinthepast

year.Thus,theyshowedthattheadversehypothesisissupported,andtheliquidityconstraints

hypothesisispartlysupported.Ma(2014)performedanempiricalstudyonthedeterminantsof

participationoflocalurbanresidentsintheUEBMIandthePMIusingdatafromtheChinese

HouseholdIncomeProjectSurvey(CHIPs)conductedin2008,andfoundthatboththeadverse

selectionandliquidityconstraintshypothesesaresupported.Inaddition,shepointedoutthat

comparedwiththepublicsector,theprobabilityofparticipationintheUEBMIwaslowerforthe

privatesector,COEs,privateenterprises,self-employedworkers,andnon-workersin2007.

Currently,thelackofempiricalevidenceonthedeterminantsofparticipationinpublicmedical

insuranceinChinafortheurbanandruralregionspreventsusfromcomprehendingthemechanism

ofparticipationbehavior.Particularly,thesignificantincomeinequalitybetweentheruraland

urbanregions,anddifferencesinthelifestyles,medicalfacilities,andpublicmedicalinsurance

programsmakeitlikelythatthedeterminantsofparticipationinmedicalinsurancesystemswill

varybyregion.Inaddition,theimplementationofpublicmedicalinsurancesystemsmightvaryby

employmentsectors,andthus,itisassumedthatthedeterminantsofparticipationinpublicmedical

insurancesystemsalsovarybyemploymentsectors.However,noneoftheempiricalstudiesfocus

onthesecomparisonsbetweenruralandurbanChina,andbetweenemploymentsectors.Thisstudy

aimstofillthisgaptoacertainextentusingthelatestsurveydata.

BasedonpreviousstudiesandChina'sspecialsituation,thisstudyteststhefollowingfour

hypotheses(H1,H2,H3,andH4):

H1:Participationinpublicmedicalinsurancesystemsdiffersbyruralandurbanregistrations

(segmentationbyregistrationsystemshypothesis).

H2:Participationinpublicmedicalinsurancesystemsdiffersbytheownershiptypesofthework

sectors(segmentationbyworksectorshypothesis).

H3:Participationinpublicmedicalinsurancesystemsdiffersbyincomegroups(liquidity

constraintshypothesis).

H4:Theadverseselectionproblemexistswhentheindividualdecidestoparticipateinpublic

medicalinsurancesystems(adverseselectionhypothesis).

TheestimatedresultsofH1andH2areparticularlyapplicableforChina;theseresultsareuseful

foranin-depthunderstandingoftheproblemsrelatedtothesocialsecuritysysteminthecountry.
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TheresultsoftheanalysesforH3andH4canbecomparedwiththoseofpreviousstudiesonthis

issuefordevelopedandotherdevelopingcountries.

3.MethodologyandData

3.1Model

Probitregressionmodels,expressedasequations(1)~(3),areutilizedtomeasuretheprobability

ofparticipationinthemedicalinsurancesystem.

Y
・
i・a・・Xi・ui (1)

Y
・
i・

・・・・・・・・・

1 if Y
・
i・0

0 if Y
・
i・0

(2)

P・Yi・1・・P・1・a・・Xi・ui・ (3)

Inequations(1)~(3),idenotesindividuals,P・Yi・1・indicatesthedependentvariable(which

isequalto1iftheindividualsubscribestopublicorprivatemedicalinsurance,and0otherwise),

Y
・
iisacontinuousbutunobservablelatentvariable(weonlyobservetheactualvariable,as

expressedinequation(3)),・isaconstant,anduiistherandomerrorterm.Xreferstothefactors

affectingparticipationbehavior,andtheindexvariablesofH1~H4inXareutilizedtotestthese

hypotheses.・referstotheestimatedparameters.If・ofthehypothesisindexisstatistically

significant,thehypothesisissupported.

3.2Data

Asstatedpreviously,datafromCHARLS2011areutilizedfortheanalysis.Thesurveywas

conductedbytheChinaCenterforEconomicResearch,PekingUniversity,inAugust2011.It

coversindividualsaged45yearsandoverandtheirfamilymembersinruralandurbanregions.The

totalsamplecomprises17,670individuals.Thesurveydataincludeinformationonparticipationin

themedicalinsurancesystems,healthstatus,householdincomeandconsumption,demographic

factors,healthbehavior,andemploymentstatus.Nationwidesamplesandsubsamples,namely,the

ruralgroup(thegroupwithruralregistrations)andtheurbangroup(thegroupwithurban

registrations),areutilizedintheanalysis.Theobjectsoftheanalysisinthisstudyareindividuals

aged40andover,includingworkersandnon-workersintheurbanandruralregions.

Intheparticipationprobabilityfunction,thedependentvariableisthebinaryvariable(equalto

1iftheindividualhasparticipatedinanymedicalinsurancesystem,and0otherwise).
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BasedonCHARLS2011,themedicalinsurancesystemsareclassifiedintotencategories.They

are:1.UEBMI(UrbanEmployeeBasicMedicalInsurance),2.URBMI(UrbanResidentBasic

MedicalInsurance),3.NCMS(NewCooperativeMedicalScheme),4.URRMI(UrbanandRural

ResidentBasicMedicalInsurance),5.GMI(GovernmentMedicalInsurance),6.MA(Medical

Aid),7.PMI-1(PrivateMedicalInsurancepurchasedbyfirms),8.PMI-2(PrivateMedical

Insurancepurchasedbyindividuals),9.Others(othermedicalinsurancenotlistedabove),and10.

Noinsurance(i.e.,theindividualhasnotsubscribedtoanymedicalinsurance).

TotestH1~H4,theindependentvariablesareconstructedasfollows.First,thelocalurban

registrationdummyisconstructedbasedontwoquestions:"WhatisyourcurrentHukou

(registration)status?"and"WhatisthelocationofyourcurrentHukou?"Thisdummyvariable

takes1whentheanswersare"non-agriculture"and"provinceorcity,"and0otherwise.2Holding

theotherfactors(individualcharacteristics)constant,whenthecoefficientsoftheurbandummies

arestatisticallysignificant,participationprobabilitiesdifferbetweentheurbanandruralregistration

groups,andthus,H1(segmentationbyregistrationsystemshypothesis)issupported.2)

Second,weintroducethefollowingworksectordummies:1.Governmentorganization,Public

organization(Shiyedanwei),3.SOEs(including100%SOEsandstate-controlledenterprises),4.

COEs(including100% collective-ownedfirmsandcollective-controlledfirms),5.Private

enterprises(including100% privateenterprises,private-controlledenterprises,100% foreign-

ownedenterprises,jointventureenterprises,andotherjoint-ownershipenterprises),6.Individual

enterprises,3)and7.Others.

Asstatedearlier,theregulationsoftheUEBMImandatethatfirmsneedtopayaportionofthe

publicmedicalinsurancepremiumsfortheiremployees.Thus,thereshouldbenodisparities

betweenemploymentsectorswithdifferentownership.Ifotherfactorscomposedofindividual

characteristicsareheldconstant,whenthecoefficientsofownershipdummiesarestatistically

significant,theparticipationprobabilitiesvarybytheownershiptype,whichmightcausedisparities

amongtheworksectors.Therefore,H2(segmentationbyworksectorshypothesis)issupported.

Third,totestH3(liquidityconstraintshypothesis),theindexofliquidityconstraintsshouldbe

calculated.ThedataofCHARLS2011provideinformationonbothhouseholdincomeand

householdconsumptionforthepreviousyear.Consideringthepermanentincomeeffect,household

consumptionisabetterindexthantemporaryincome(informationonasingleyear'shousehold

incomecanbeobtainedfromthesurvey).Therefore,thetotalhouseholdconsumption,excluding

healthexpenditures,isutilizedastheindexofliquidityconstraints.Thehouseholdconsumption

variablesaredividedintofivegroups,oneeachforthefirsttothefifthquintile.Thefirstquintile
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2)InChina,theregistrationsystemismainlydividedintotwotypes:urbanregistrationandruralregistration.Mostofthe

individualswithruralregistrationsliveandworkinruralregions(villagesorthecountryside).Workerswithrural

registrationsworkinginurbanregions(provincesorcities)arecalled"migrants."

3)BasedonthefirmclassificationrulespublishedbytheChinesegovernment,"individualfirms"(theself-employedsector)

aredefinedassmallfirmswithlessthaneightemployeesorfirmsmadeupentirelyofself-employedworkersandunpaid

familymembers.



groupisthelowestincomegroup,andthefifth,thehighest.Whentheliquidityconstraintsproblem

exists,theparticipationprobabilityishigherforthehigh-incomegroupthanforthelow-income

group.Thus,theestimatedresultsofhouseholdincomearepositivelysignificant.

Fourth,toanalyzeH4(adverseselectionhypothesis),twoindicesareused.Thefirstindexis

chronicdiseaseinthepastyear'sdummyvariables4)(equals1whentheindividualsuffersfroma

chronicdisease,and0otherwise).Thechronicdiseasesconsideredinthisstudyare:1.

Hypertension,2.Dyslipidemia(elevationoflow-densitylipoprotein,triglycerides(TGs),andtotal

cholesterol,oralowhigh-densitylipoproteinlevel),3.Diabetesorhighbloodsugar,4.Canceror

malignanttumors(excludingminorskincancers),5.Chroniclungdiseasessuchaschronic

bronchitisandemphysema(excludingtumorsandcancer),6.Liverdisease(exceptfattyliver,

tumors,andcancer),7.Heartattack,coronaryheartdisease,angina,congestiveheartfailure,or

otherheartproblems,8.Stroke,9.Kidneydisease(exceptfortumorsorcancer),10.Stomachor

otherdigestivediseases(exceptfortumorsorcancer),11.Emotional,nervous,orpsychiatric

problems,12.Memory-relateddisease,13.Arthritisorrheumatism,and14.Asthma.Thesecond

oneisagecategory(age40-49,age50-59,age60-69,age70-79,age80andover)dummy

variables.

Fifth,itisthoughtthatotherfactors,suchaseducationandindividualcharacteristics,might

affecttheparticipationbehavior.Thus,weconstructdummiesforeducation,marriedrespondents,

children,andmale.Inaddition,becausebehaviorssuchassmokinganddrinkingcanaffecthealth

status,theymightinfluenceparticipationinthemedicalinsurancesystem.Thus,weintroduce

smokingstatusdummy(1.Hasnotsmokedinthepast,2.Hassmokedinthepastbutnotinthe

surveyyear,and3.Issmokinginthesurveyyear)anddrinkingfrequencydummy(1.Hasnot

drunkalcoholinthepast,2.Hasdrunkalcoholonceamonthinthesurveyyear,and3.Hasdrunk

alcoholmorethanonceamonthinsurveyyear).

Table2showssamplestatisticaldescriptionsbycountry,urbanregion,andruralregion.

Excludingthemissingvalues,thetotalsampleutilizedfortheeconometricanalysishas16,778

observations,3,763fortheurbangroupand13,015fortheruralgroup.

4.Results:ParticipationinMedicalInsuranceSystemsinChina

4.1OverallRateofParticipationinMedicalInsuranceSystems

TheratesofparticipationinmedicalinsurancesystemsforthewholeofChina,theruralgroup,

andtheurbangroupareshowninTable3.
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4)Previousstudieshaveusedbothchronicdiseaseandself-reportedhealthstatusasindexesofadverseselection.Chronic

diseasedummiesareusedinthisstudyfortworeasons.First,thenumberofrespondentswhoansweredthequestionson

self-reportedhealthstatusissmallerthanthosewhorespondedtothequestionsonchronicdisease.Second,theanalysis

isalsoperformedusingtheself-reportedhealthstatus,andtheresultsaresimilartothoseestimatedusingthechronic

diseasedummyvariables.
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Table2StatisticalDescriptions

National Urban Rural

Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D.

Urban 22.4% 41.7%

ChronicDiseases

Hypertension 24.6% 43.1% 32.0% 46.7% 22.4% 41.7%

Dyslipidemia 9.2% 28.9% 17.2% 37.8% 6.9% 25.3%

Diabetesorhighbloodsugar 5.7% 23.2% 10.0% 30.0% 4.5% 20.6%

Cancerormalignanttumor 1.0% 10.0% 1.3% 11.5% 0.9% 9.6%

Chroniclungdiseases 10.2% 30.2% 9.9% 29.9% 10.2% 30.3%

Liverdisease 3.9% 19.4% 4.3% 20.4% 3.8% 19.1%

Heartdisease 12.1% 32.6% 18.4% 38.8% 10.2% 30.3%

Stroke 2.3% 15.1% 3.2% 17.7% 2.1% 14.2%

Kidneydisease 6.4% 24.4% 6.5% 24.6% 6.3% 24.4%

Stomachorotherdigestivedisease 22.3% 41.7% 17.7% 38.1% 23.7% 42.5%

Emotional,nervous,orpsychiatricproblems 1.3% 11.3% 1.1% 10.4% 1.4% 11.6%

Memory-relateddisease 1.5% 12.0% 2.2% 14.6% 1.3% 11.2%

Arthritisorrheumatism 33.2% 47.1% 25.8% 43.7% 35.4% 47.8%

Asthma 3.6% 18.6% 3.5% 18.3% 3.6% 18.7%

AgeCategories

Age40-49 21.4% 41.0% 19.6% 39.7% 21.9% 41.3%

Age50-59 34.5% 47.5% 32.7% 46.9% 35.0% 47.7%

Age60-69 27.3% 44.6% 27.8% 44.8% 27.2% 44.5%

Age70-79 13.0% 33.6% 15.8% 36.5% 12.1% 32.7%

Age80andover 3.8% 19.2% 4.0% 19.6% 3.8% 19.0%

IncomeCategories

Firstquintile 19.5% 39.6% 18.5% 38.8% 19.8% 39.8%

Secondquintile 19.8% 39.9% 17.9% 38.3% 20.4% 40.3%

Thirdquintile 20.5% 40.3% 11.8% 32.3% 23.0% 42.1%

Fourthquintile 20.5% 40.4% 26.3% 44.0% 18.8% 39.1%

Fifthquintile 19.7% 39.8% 25.5% 43.6% 18.1% 38.5%

EducationCategories

Noformaleducationilliterate 27.7% 44.8% 9.5% 29.4% 33.0% 47.0%

Didnotfinishprimaryschool 17.9% 38.3% 9.6% 29.5% 20.3% 40.2%

Primaryschool 21.4% 41.0% 17.2% 37.8% 22.6% 41.8%

Juniorhighschool 20.4% 40.3% 27.9% 44.8% 18.3% 38.6%

seniorhighschool 10.1% 30.2% 25.8% 43.7% 5.6% 23.0%

Collegeandover 2.4% 15.4% 9.9% 29.9% 0.3% 5.1%

IndividiualCharacteristics

Married 87.1% 33.5% 88.1% 32.4% 86.9% 33.8%

Male 46.3% 49.9% 50.2% 50.0% 45.3% 49.8%

Childnumbers 0.68 1.28 0.60 1.13 0.71 1.33

HealthBehaviour

Nosmoking 62.7% 48.4% 63.8% 48.1% 62.3% 48.5%

Smokinginthepast 8.4% 27.8% 10.7% 30.9% 7.8% 26.8%

Smokingnow 28.9% 45.3% 25.5% 43.6% 29.9% 45.8%

Nodrinking 68.1% 46.6% 68.0% 46.7% 68.2% 46.6%

Drinkingonceamonth 7.7% 26.6% 8.2% 27.5% 7.5% 26.3%

Drinkmorethanonceamonth 24.2% 42.8% 23.8% 42.6% 24.3% 42.9%

No.ofobservations 16,778 3,763 13,015

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.



First,theoverallrateofparticipationinpublicmedicalinsurance(includingparticipationinthe

UEBMI,URBMI,NCMS,GMI,orMA)is90%,andtheproportionofnon-participation(i.e.,the

respondentssubscribetononeoftheabove-mentionedmedicalinsurancesystems)isonly6.7%.

Thus,itcanbesaidthatChinaachievedalmostuniversalmedicalinsuranceparticipationin2011

(thesurveyyear).

Moreover,therateofparticipationintheNCMSisthehighest(72.3%)forthewholeofChina

owingtothehighproportionofthepopulationwitharuralregistration.Itshouldbenotedthat

althoughthepercentageofpopulationinurbanregionwasnearly50%in2011,theparticipation

rateintheNCMSwas72.3%,whichishigherthanthepercentageofpopulationinruralregion.

Thisindicatesthatasectionoftherural・urbanmigrants5)havenotbeencoveredbytheurbanpublic

medicalinsurancesystems(e.g.,UEBMIandURBMI),andthatthepublicmedicalinsurance

systemsaresegmentedbytheurbanandruralregistrationsystems.

Second,theparticipationrateinpublicmedicalinsurancediffersbetweentheurbanandrural

regions;specifically,theproportionofparticipationintheNCMS(89.5%)isthehighestforthe

groupwithruralregistrations,whereasthatintheUEBMI(43.7%)isthehighestforthegroupwith

urbanregistrations.
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Table3OverallRateofParticipationinMedicalInsuranceSystemsinChina

Nation Urban Rural

MedicalInsuranceCategories Num. % Num. % Num. %

1.UEBMI 1,772 10.2 1,690 43.7 82 0.6

2.URBMI 740 4.3 647 16.7 93 0.7

3.NCMS 12,568 72.3 471 12.2 12,097 89.5

4.URRBMI 212 1.2 93 2.4 119 0.9

5.GMI 352 2.0 324 8.4 28 0.2

6.MA 14 0.1 7 0.2 7 0.1

7.PMI(1) 117 0.7 75 1.9 42 0.3

8.PMI(2) 314 1.8 122 3.2 192 1.4

9.Others 130 0.7 46 1.2 84 0.6

10.Noinsurance 1,162 6.7 396 10.2 766 5.7

Total 17,381 100.0 3,871 100.0 13,510 100.0

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.
Note:UEBMI:UrbanEmployeeBasicMedicalInsurance

URBMI:UrbanResidentBasicMedicalInsurance
NCMS:NewCooperativeMedicalScheme
URRBMI:UrbanandRuralResidentBasicMedicalInsurance
GMI:GovernmentMedicalInsurance
MA:MedicalAid
PMI(1):PrivateMedicalInsurance(purchasedbyfirms)
PMI(2):PrivateMedicalInsurance(purchasedbyindividuals)
Others:Othermedicalinsurance

5)Here,"migrant"isdefinedasaworkerwhoownsaruralregistrationandworksinanurbanregioninChina.



4.2RateofParticipationinPublicMedicalInsuranceSystemsbyGroups

TheparticipationrateinthemedicalinsurancesystemsbygroupsappearsinTable4.

First,weanalyzetheparticipationratebyincomegroups.Fortheurbangroup,theparticipation

rateinthepublicmedicalinsurancesystemsisgreaterforthehigh-incomesubgroup(UEBMI:

51.3%,URBMI:15.9%).Incontrast,intheruralgroup,theparticipationrateinthepublicmedical

insurance(NCMS)ismarginallylowerforthehigh-incomesubgroup(87.5%)comparedtothe

low-incomesubgroup(89.0%)andmiddle-incomesubgroup(90.7%).Theseresultsindicatethat

theeffectsofhouseholdincomeonparticipationdifferbytheruralandurbangroups.

Second,weconsidertheeffectofhealthstatusonparticipationinpublicmedicalinsurance

systems.Inboththeurbanandruralgroups,theparticipationrateisgreaterforgroupsthat

indicatedtheirhealthstatusasbeing"Fair"thanforthosewhoanswered"Good"and"Poor."For

example,intheurbanregions,theparticipationrateintheUEBMIis47.8%forthe"Fair"group,

whichisgreaterthanthatforthe"Good"group(23.5%).Moreover,theparticipationrateinthe

NCMSis89.2%forthe"Fair"group,whichexceedsthatforthe"Good"group(82.7%).6)

Third,comparedtotherelativelyyoungergroup(groupsaged40・49and50・59),the

participationrateinpublicmedicalinsurance(UEBMIorNCMS)isgreaterfortheelderlygroup

(aged60andover).Forexample,theparticipationrateintheUEBMIis46.1%fortheelderly

group,whichexceedsthatfortheyoungergroupintheurbanregions,whiletheparticipationrate

intheUEBMIis90.8%fortheelderlygroup,whichisgreaterthanthatfortheyoungergroupsin

theruralregions.

5.ResultsoftheEconometricAnalysis

Tables5and6presenttheprobabilitiesofparticipationintheUEBMI,theNCMSandURBMI,

respectively.TheresultsofthehypothesestestsaresummarizedinTable7.

WeusetheresultsoftheurbanandworksectordummiesfromTable5totestH1andH2.In

addition,becauseparticipationintheNCMSandURBMIisvoluntary,theresultsseeninTable6

areusedtotestH3andH4.

First,theprobabilityofparticipationinpublicmedicalinsurancesystemsdiffersbyruraland

urbangroups;specifically,theparticipationprobabilitiesintheUEBMI(Table5)are28.8~59.9%

higherfortheurbangroup.Thus,H1(segmentationbyregistrationsystemshypothesis)is

supported.

Second,comparedwiththegovernmentgroup,theprobabilityofparticipationintheUEBMI
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6)AlthoughthetotalCHARLS2011samplecomprises17,670observations,only8,866respondentsansweredthequestions

onself-reportedhealth.Thus,thepercentageofpeoplereporting"Noinsurance"fortheurbangroupisnotconsistentwith

thecalculatedresultsshowninTable3.Inresponsetothesamplebiasproblem,thechronicdiseasedummyisutilized

astheindexofhealthstatustotestthehypothesesinthefollowinganalysis.
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Table4RateofParticipationinMedicalInsuranceSystemsbyGroups

PanelA:byincomegroups unit:%

Urban Rural

MedicalInsuranceCategories Low Middle High Low Middle High

1.UEBMI 48.6 44.5 51.3 0.9 0.7 0.9

2.URBMI 14.9 14.9 15.9 0.5 0.4 0.7

3.NCMS 9.8 8.6 7.4 89.0 90.7 87.5

4.URRBMI 1.5 1.8 1.7 1.1 1.5 1.3

5.GMI 5.9 9.7 6.4 0.2 0.4 0.1

6.MA 0.3 0.2 0.0 0.1 0.1 0.0

7.PMI(1) 5.1 2.0 0.5 0.6 0.4 0.1

8.PMI(2) 4.4 3.8 3.6 1.1 0.7 1.5

9.Others 0.5 1.4 1.0 1.1 0.4 0.7

10.Noinsurance 9.0 13.1 12.4 5.6 4.9 7.4

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.

PanelB:byself-healthstatusgroups unit:%

Urban Rural

MedicalInsuranceCategories Good Fair Poor Good Fair Poor

1.UEBMI 23.5 47.8 7.5 4.0 0.8 6.1

2.URBMI 9.1 15.4 5.0 1.5 0.7 3.7

3.NCMS 45.5 13.3 75.6 82.7 89.2 79.3

4.URRBMI 1.4 1.5 1.6 0.7 1.1 1.4

5.GMI 5.4 7.5 1.2 0.9 0.1 1.1

6.MA 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1

7.PMI(1) 2.2 1.2 0.6 1.1 0.3 0.5

8.PMI(2) 2.6 3.3 1.5 1.8 1.5 1.4

9.Others 1.0 1.3 0.8 0.6 0.5 0.7

10.Noinsurance 9.1 8.7 6.2 6.8 5.7 5.9

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.

PanelC:byagegroups unit:%

Urban Rural

MedicalInsuranceCategories 40~49 50~59 60andover 40~49 50~59 60andover

1.UEBMI 39.7 42.6 46.1 0.6 0.6 0.6

2.URBMI 17.7 17.8 15.6 0.6 0.8 0.7

3.NCMS 14.5 13.7 10.2 87.9 89.1 90.8

4.URRBMI 2.2 2.5 2.4 0.8 0.8 1.0

5.GMI 3.5 6.2 11.9 0.1 0.3 0.2

6.MA 0.0 0.2 0.3 0.1 0.0 0.1

7.PMI(1) 2.0 1.7 2.1 0.6 0.3 0.2

8.PMI(2) 6.8 3.5 1.4 2.9 1.8 0.3

9.Others 0.9 0.9 1.5 0.7 0.8 0.4

10.Noinsurance 12.7 11.0 8.7 5.7 5.6 5.7

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.
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Table5ResultsofParticipationProbabilitiesintheUEBMI

Estimation(1) Estimation(2)
coef. z-value df/dx coef. z-value df/dx

Urban 1.678*** 22.26 0.599 1.179*** 5.58 0.288
ChronicDiseases
Hypertension 0.142* 1.93 0.052 -0.063 -0.29 -0.010
Dyslipidemia 0.375*** 3.77 0.130 1.030** 2.34 0.095
Diabetesorhighbloodsugar 0.170 1.42 0.061 1.021 1.54 0.085
Cancerormalignanttumor 0.639* 1.76 0.198 0.661 0.54 0.066
Chroniclungdiseases -0.046 -0.41 -0.017 0.156 0.43 0.022
Liverdisease 0.171 1.08 0.061 -0.347 -0.76 -0.068
Heartdisease 0.091 0.97 0.033 -0.009 -0.03 -0.001
Stroke 0.156 0.80 0.056 (omitted)
Kidneydisease 0.170 1.25 0.061 -0.066 -0.17 -0.011
Stomachorotherdigestivedisease -0.014 -0.17 -0.005 0.470* 1.88 0.059
Emotional,nervous,orpsychiatricproblems -0.475 -1.58 -0.185 (omitted)
Memory-relateddisease -0.011 -0.05 -0.004 -0.999 -0.75 -0.272
Arthritisorrheumatism -0.216*** -3.00 -0.081 -0.557*** -2.60 -0.112
Asthma -0.185 -1.09 -0.070 0.867 0.85 0.076
AgeCategories(Age40-49)
Age50-59 0.214** 2.56 0.078 -0.009 -0.05 -0.001
Age60-69 0.564*** 5.87 0.194 -0.176 -0.60 -0.031
Age70-79 0.839*** 7.03 0.263 -0.228 -0.43 -0.042
Age80andover 0.683*** 3.61 0.211 -0.078 -0.07 -0.013
IncomeCategories(Firstquintile)
Secondquintile -0.054 -0.57 -0.020 -0.318 -1.14 -0.058
Thirdquintile -0.138 -1.26 -0.052 -0.198 -0.67 -0.035
Fourthquintile -0.148 -1.57 -0.056 -0.321 -1.19 -0.057
Fifthquintile -0.129 -1.37 -0.048 -0.233 -0.85 -0.040

OwnershipCategories
(Governmentorganization)

Publicorganization 0.237 0.60 0.035
State-ownedenterprise -0.249 -0.65 -0.044
Collective-ownedenterprise -0.007 -0.01 -0.001
Privatefirm -0.220 -0.56 -0.039
Self-emloyment -1.730*** -4.60 -0.490
Others -1.352*** -3.34 -0.387
EducationCategories
(Noformaleducationilliterate)
Didnotfinishprimaryschool 0.414*** 3.27 0.141 0.816* 1.61 0.078
Primaryschool 0.650*** 5.50 0.214 0.478 1.04 0.058
Juniorhighschool 1.169*** 9.91 0.361 1.179*** 2.72 0.133
Seniorhighschool 1.440*** 11.46 0.410 1.409*** 3.16 0.186
Collegeandover 2.082*** 11.01 0.410 1.374*** 2.79 0.134
IndividiualCharacteristics
Married 0.390*** 3.56 0.150 0.517 1.51 0.110
Male 0.029 0.34 0.011 -0.135 -0.61 -0.021
Childnumbers 0.019 0.60 0.007 0.296** 2.48 0.047
HealthBehaviour
Smoking(nosmoking)
Smokingnow -0.093 -1.05 -0.035 -0.238 -1.05 -0.040
Smokinginthepast -0.078 -0.65 -0.029 -0.027 -0.08 -0.004
Drinking(nodrinking)
Drinkingonceamonth 0.197* 1.63 0.070 0.098 0.37 0.015
Drinkmorethanonceamonth 0.304*** 3.61 0.109 0.610*** 2.83 0.087
Constants -2.578*** -14.29 -0.955 -1.49
No.ofobservations 2940 715
Loglikelihood -1098.122 -171.456
PseudoR2 0.437 0.521

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.
Note:*,**,***:statisticalsignificantin10%,5%,1% level.
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Table6ResultsofParticipationProbabilitiesintheNCMSandURBMI

NCMS URBMI

coef. z-value df/dx coef. z-value df/dx

ChronicDiseases

Hypertension 0.090* 1.87 0.010 0.176* 1.82 0.065

Dyslipidemia 0.132 1.54 0.013 0.263** 1.97 0.095

Diabetesorhighbloodsugar 0.034 0.35 0.004 0.018 0.11 0.007

Cancerormalignanttumor 0.519* 1.84 0.038 0.352 0.75 0.122

Chroniclungdiseases -0.014 -0.21 -0.002 0.019 0.13 0.007

Liverdisease 0.032 0.32 0.003 0.200 0.90 0.072

Heartdisease -0.014 -0.23 -0.002 0.282** 2.33 0.102

Stroke -0.081 -0.64 -0.010 0.117 0.45 0.043

Kidneydisease 0.114 1.37 0.012 0.207 1.22 0.075

Stomachorotherdigestivedisease 0.103** 2.23 0.011 0.033 0.30 0.012

Emotional,nervous,orpsychiatricproblems 0.061 0.37 0.006 -0.520 -1.47 -0.204

Memory-relateddisease 0.006 0.04 0.001 -0.135 -0.45 -0.052

Arthritisorrheumatism 0.028 0.69 0.003 0.050 0.54 0.019

Asthma -0.111 -1.14 -0.013 -0.246 -1.07 -0.095

AgeCategories(Age40-49)

Age50-59 0.039 0.77 0.004 0.093 0.83 0.035

Age60-69 0.181*** 3.12 0.019 0.200 1.55 0.073

Age70-79 -0.014 -0.20 -0.002 0.108 0.67 0.040

Age80andover 0.040 0.39 0.004 0.267 1.12 0.095

IncomeCategories(Firstquintile)

Secondquintile 0.029 0.49 0.003 0.019 0.14 0.007

Thirdquintile 0.109* 1.86 0.012 0.157 0.96 0.058

Fourthquintile 0.043 0.69 0.005 0.063 0.49 0.023

Fifthquintile -0.064 -1.09 -0.007 0.056 0.42 0.021

EducationCategories

(Noformaleducationilliterate)

Didnotfinishprimaryschool 0.020 0.36 0.002 0.031 0.20 0.011

Primaryschool 0.005 0.09 0.001 0.133 0.92 0.049

Juniorhighschool 0.101 1.56 0.011 0.234* 1.64 0.086

Seniorhighschool 0.033 0.36 0.004 0.221 1.44 0.080

Collegeandover 0.162 0.34 0.016 0.138 0.49 0.050

IndividiualCharacteristics

Married 0.400*** 6.37 0.056 0.032 0.24 0.012

Male 0.003 0.06 0.000 -0.314*** -2.64 -0.118

Childnumbers 0.014 0.83 0.002 -0.032 -0.75 -0.012

HealthBehaviour

Smoking(nosmoking)

Smokingnow 0.025 0.46 0.003 -0.038 -0.31 -0.014

Smokinginthepast -0.033 -0.43 -0.004 0.140 0.85 0.051

Drinking(nodrinking)

Drinkingonceamonth -0.008 -0.11 -0.001 0.318* 1.86 0.112

Drinkmorethanonceamonth -0.013 -0.26 -0.001 0.351*** 2.92 0.125

Constants 1.058*** 11.37 -0.107 -0.48

No.ofobservations 12593 1041

Loglikelihood -2716.170 -654.409

PseudoR2 0.022 0.044

Source:CalculatedbasedonCHARLS2011.
Note:*,**,***:statisticalsignificantin10%,5%,1%level.



(Table5)is49.0%lowerfortheself-employedworkergroup,38.7%lowerfortheotherwork

sectorgroups.However,thedifferentialsamonggovernmentorganizations,publicorganizations

(Shiyedanwei),SOEs,COEs,andprivatefirmsarenotstatisticallysignificant.Theresultsshow

thatalthoughdisparitiesinparticipationbetweentheownershiptypesintheformalsectorhave

reduced,theycontinuetoexistbetweentheformalandinformalsectors.Asaresult,H2

(segmentationbyemploymentsectorshypothesis)issupported.Inthisregard,policiestopromote

self-employedworkers'participationintheUEBMIshouldbeconsideredbythegovernment.

Third,basedontheresultsshownTable6(fortheNCMSandtheURBMI),theresultsof

householdconsumptionquintilesarestatisticallyinsignificant.Therefore,H3(liquidityconstraints

hypothesis)isrejected.

TheresultsofthetestforH3fortheUEBMIandtheNCMSarenotconsistentwiththoseof

Zhou(2002)andLinetal.(2009).Thisindicatesthattheincreasedgovernmentassistanceinthe

publicmedicalinsurancesystem andtheenforcementofparticipationinthesystem bythe

governmenthelpedreducethedisparitiesinparticipationcausedbyincomeinequality.

Fourth,considertheresultsofthetwoindicesofH4(adverseselectionhypothesis).Compared

withthegroupwithoutchronicdiseases,theparticipationprobabilitiesintheNCMSare1.1%

higherforthesubgroupswithstomachorotherdigestivediseases(exceptfortumorsorcancers).

TheparticipationprobabilitiesintheURBMIare9.5%,10.2% higherforthesubgroupswith

dyslipidemia(elevationoflow-densitylipoprotein,TGs,andtotalcholesterol,oralowhigh-density

lipoproteinlevel),andheartattack,coronaryheartdisease,angina,congestiveheartfailure,orother

heartproblems.

Further,inmostcases,comparedwiththeyoungergroup(aged40~49),theparticipation

probabilitiesinmedicalinsurancesystemsarehigherfortheelderlygroups.Forexample,the

participationprobabilityintheNCMSis1.9%forthegroupaged60~69.Alltheseresultssupport

H4(adverseselectionhypothesis).Theseestimatedresultsareconsistentwiththefindingsof

previousstudies(Zhou2002,Linetal.2009,Ma2014).

Fifth,weconsidertheeffectsofindividualcharacteristics.Comparedwiththegroupwiththe

lowesteducation,theparticipationprobabilitiesintheUEBMIare13.3~36.1% (juniorhigh

school),18.6~41.0%(seniorhighschool),13.4~41.0%(collegeandover)higherforthegroups

withmiddle-andhigh-leveleducation.However,thedifferentialsoftheparticipationprobabilities

intheNCMSandtheURBMIbetweentheseeducationgroupsarelower(Table7).

Additionally,comparedwiththeunmarriedgroup,theprobabilitiesofparticipationinthe

UEBMIandtheNCMSare15.0%higherand5.6%higherforthemarriedgroup,respectively.In

contrast,thedifferentialsofparticipationintheURBMIbetweentheunmarriedandmarriedgroups

arestatisticallyinsignificant.

Next,thegendergapsinparticipationprobabilitiesdifferbythetypeofmedicalinsurance

system.Forexample,theparticipationprobabilityintheURBMIis11.8%lowerformalesthanfor
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females,whereasthegendergapsintheparticipationprobabilitiesintheUEBMIandtheNCMS

arestatisticallyinsignificant.

Comparedwiththegroupwithoutachild,theprobabilitiesofparticipationintheUEBMIare

higherforthegroupwithchildren.Ifthenumberofchildrenincreasesbyone,theprobabilityof

participationintheUEBMIwillriseby4.7%.Incontrast,theeffectofthenumberofchildrenon

participationintheNCMSandtheURBMIarenotstatisticallysignificant.

Theresultsforallsmokingbehaviordummiesarenotstatisticallysignificant.However,drinking

behavioraffectstheparticipationprobability.

Specifically,theprobabilityofparticipationintheUEBMIandtheURBMIis8.7~10.9%higher

and12.5%higherforthegroupthatdrankmorethanonceamonth,respectively.

6.Conclusions

China'srapidlyagingpopulationcausedthegovernmenttointroducereformsinthepublicmedical

insurancesysteminthe1990s.Bytheendofthe2000s,theUEBMI,URBMI,andNCMSwere

implemented,coveringtheentirepopulationofChina.Thus,itcanbesaidthat"UniversalMedical

Insurance"wasestablishedinChinaduringtheeconomictransitionperiod.UsingCHARLS2011

surveydata,weconductedanempiricalanalysistotestfourhypotheses,toverifythedeterminants

ofparticipationinthepublicmedicalinsurancesystems.Severalmajorconclusionsemerged.

First,wenotedifferencesinparticipationprobabilitiesbetweentheruralandurbangroups,and

thus,H1(segmentationbyregistrationsystemshypothesis)issupported.Forexample,the

probabilityofparticipationintheUEBMIis28.8~59.5%higherfortheurbangroupthanthatfor

theruralgroup.

Second,inthecaseofparticipationintheUEBMI,comparedwiththeworkerswithgovernment

jobs,theparticipationprobabilityislowerfortheself-employedworkergroup.However,the

differencesinparticipationbetweengovernmentorganizations,publicorganizations(Shiye

danwei),SOEs,COEs,andprivatefirmsarelower.Thesefindingssuggestthatalthoughthe
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Table7SummaryofTestResultsofHypothesesH1~H4

H1 H2 H3 H4

UEBMI ○ ○ - -

NCMS - - × ○

URBMI - - × ○

Source:Summariedbytheauthor.
Note:1.○:hypothesisissupported,×:hypothesisisrejected

-:estimatedresultsdon'tbeutilizedtotesthypothesis
2.H1:segmentationbyredistrationsystemshypothesis
H2:segmentationbyworksectorshypothesis
H3:liquidityconstrainthypothesis
H4:adverseselectionhepothesis



disparitiesinsystemimplementationbyworkplaceownershiptypeintheformalsectorarelower,

theycontinuetoexistbetweentheformalandinformalsectors.Thus,H2(segmentationbywork

sectorshypothesis)issupported.

Third,theresultsofhouseholdconsumptionquantilesarestatisticallyinsignificant,andthus,H3

(liquidityconstraintshypothesis)isrejected.

Fourth,comparedwiththegroupwithoutchronicdiseases,theprobabilitiesofparticipationin

publicmedicalinsurancesystemsarehigherforthegroupwithchronicdiseases.Comparedwith

theyoungergroup,theprobabilitiesofparticipationinthemedicalinsurancesystemsarehigherfor

theelderlygroup.TheseresultssupportH4(adverseselectionhypothesis).

Finally,education,gender,anddrinkingbehavioralsoaffecttheparticipationprobabilities,

althoughtheseeffectsvarybytheruralandurbangroups.

Theestimatedresultsindicatethattheestablishmentandimplementationofthepublicmedical

insurancesystemsaresegmentedbytheruralandurbanregistrationsystems,aswellas

employmentsectors.Thefollowingpolicyimplicationscanbeconsidered.First,comparedwiththe

governmentworkergroup,theparticipationprobabilitiesarelowerfortheself-employed.Policies

topromoteparticipationofworkersintheinformalsectorintheUEBMIshouldbeconsideredby

thegovernment.

Second,werevealeddifferentialsinparticipationprobabilitybetweentheruralandurbangroups.

Thismightbecausedbythefactthatthepublicmedicalinsurancesystemsaresegmentedbythe

ruralandurbanregistrationsystems.Theproportionsofhealthcareexpendituresbornebypatients

themselvesarerelativelyhigherfortheparticipantsintheNCMSthanforthoseintheUEBMIand

theUREMI.Thismayleadtoinequalitiesinhealthcareserviceutilizationbetweentheruraland

urbangroups(Ma,2015,2016).Toaddressthisproblem,itisvitalthattheChinesegovernment

continuetopromoteparticipationintheNCMS,UEBMI,andURBMIinthelongterm.
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プールモデルの投影精度に関する研究

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

近年の政府主導による地方創生施策のなかで，地方自治体は自地域の将来人口推計を行

い，その結果が「地方版総合戦略」策定のための基礎資料として活用されるなど，地域別

の将来人口推計に対する需要が高まってきている．実際の推計にあたっては多くの場合，

推計結果の算出がさしあたりの目的となることから，とくに出生や人口移動の将来仮定を

いかに設定するかに力点が置かれることが多いように思われる．この点は確かに重要であ

るが，推計手法の観点からみてより重要なのは，仮定設定に先立つモデル選択である．

「地方人口ビジョン」作成のために，内閣官房「まち・ひと・しごと創生本部」から配布

されたワークシートを活用すれば，将来仮定を設定することにより将来推計人口の結果自

体は容易に算出されるが，推計値算出にあたっては出生・死亡・人口移動に関して特定の

モデルが適用されていることに留意する必要がある．たとえば出生について，出生数の推

計プロセスを経ずに0～4歳人口が推計される子ども女性比が適用されている点はモデル

選択のひとつであり，ほかにも年齢別出生率の仮定を設定するなど様々なモデル選択の可

能性が存在する（山内 2014）．
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本稿においては，都道府県別将来人口推計をロジャース・モデルによって行い，先に行われたプー

ルモデル（単純プールモデル）による推計結果と比較したうえで，総人口ベースのODパターン

を加味したプールモデル（ODプールモデル）により同様に都道府県別将来人口推計を行い，単純

プールモデルと比較して投影精度が向上しているか否かを検証した．推計の結果，ロジャース・モ

デルと単純プールモデルの推計値の差は小さく，単純プールモデルの投影精度は良好であったが，

単純プールモデルでは転入者の地域分布が考慮されていないことから，全域的な人口変化と主要な

転入元となる地域の人口変化のパターンが異なる場合，ロジャース・モデルによる転入数および推

計値との乖離はやや大きくなる傾向が認められた．続いて行ったODプールモデルによる推計値

は，総じて単純プールモデルよりもロジャース・モデルによる推計値に近く，総人口ベースのOD

パターンを加味することによって，投影精度はさらに向上することが示唆された．実際の地域別将

来人口推計への適用に際しては検討すべき課題が多く残されているものの，正確な投影精度と入手

可能な人口移動統計の双方の観点から，ODプールモデルは有力な人口移動モデルのひとつと考え

られる．



上記のワークシートでも採用されているコーホート要因法による将来人口推計では，出

生・死亡・人口移動のモデル選択が必要となるが，地域別の将来人口推計において一般に

最も大きな問題となるのが，人口移動に関するモデル選択である（Smithetal.2013）．

人口移動モデルは，大別すると単一地域モデルと多地域モデルがあるが，国立社会保障・

人口問題研究所の地域別将来人口推計においては，入手可能な人口移動統計が限定的であ

るなどの理由により，これまでのところ単一地域モデルが採用されている（国立社会保障・

人口問題研究所 2013）．しかし，単一地域モデルでは人口移動傾向の投影に歪みが生じる

ため（Rogers1990），理論的には人口移動を転入と転出に分解して推計することが可能

な多地域モデルの適用が望ましい１）（小池 2008）．

こうした状況を受け，小池（2015）においては多地域モデルの一種であるプールモデ

ル２）を適用することによって都道府県別の将来人口推計を行い，多地域モデルの利点と適

用に際しての課題等について考察した．しかし，人口移動傾向を完全な形で正確に投影可

能なのは，多地域モデルのなかでも全地域間での男女年齢別転出率を仮定するロジャース・

モデル３）（Rogers1995）であり，男女年齢別の転出率と配分率のみによって推計が行わ

れるプールモデルによれば，正確な投影が行われるわけではないという点には留意する必

要がある．この点については，既に都道府県別将来人口推計の結果から単一地域モデルと

多地域モデルの投影の精度を検証した例があり（小池 2008），プールモデルによれば全体

としてロジャース・モデルに近い推計結果が得られることが示されている．ただ，小池

（2008）はロジャース・モデルによる推計結果を基準とした全域としての投影精度の検証

にとどまっており，各地域において算出される移動数や投影精度の違いについてはほとん

ど触れられていない．一方海外では，様々な人口移動モデルによるオーストラリアの地域

別将来人口推計結果とロジャース・モデルによる推計結果との比較分析を行った研究

（WilsonandBell2004）が存在し，プールモデルによる推計結果は，地域別にみてもロ

ジャース・モデルによる推計結果に近いことが示されている．ただ，推計対象地域数が日

本の都道府県よりも大幅に少ないことに加え４），日本とは人口移動状況が大きく異なるた

め，都道府県別の将来人口推計にロジャース・モデルとプールモデルを適用した場合，地

域によっては両モデルによる推計結果に大きな差が生じる可能性も考えられる．プールモ

デルにおいて全域的な投影精度が高かったとしても，各地域の投影精度に大きな違いがあ

るならば，モデルの適用には慎重な検討が必要というべきであろう．

本稿では小池（2015）と同様，2010年を基準とした2060年までの都道府県別男女各歳別

の将来人口推計をロジャース・モデルによって行い，各都道府県における推計結果を小池

（2015）において行ったプールモデルによる推計結果と比較するとともに，両推計結果の
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1）近年では，地域によって多地域モデルと単一地域モデルを使い分ける「複合モデル」の試みもみられる（飯

塚 2015）．

2）海外では，migrantpoolmodelという表現が一般的である．

3）海外では，multiregionalmodelまたはmulti-statemodelという表現が一般的であるが，本稿では多地域

モデルの一種という観点からロジャース・モデルという表現を用いる．

4）WilsonandBell（2004）では，6つの州と2つの特別地域の合計8地域における推計が行われている．



間に差がある都道府県についてはその要因を考察する．続いて，総人口ベースのODパ

ターンを考慮したプールモデルにより，同様に都道府県別男女各歳別の将来人口推計を行

い，単純なプールモデルと比較して投影精度が向上しているか否かを検証する．将来的に，

市区町村別の将来人口推計を多地域モデルで行うことを念頭に置いたとしても，全地域間

で転出率を仮定するロジャース・モデルの適用は現実的とはいえないため，プールモデル

等の適用を模索していくことになると考えられる５）．本稿ではその前段階として，仮定値

の縮減がもたらすプールモデルの弱点を把握すると同時に，入手可能な人口移動統計と照

らし合わせ，モデル改良の余地を検討することを主たる目的とする．

Ⅱ．ロジャース・モデルとプールモデルの概要

ロジャース・モデルとプールモデルのそれぞれの概要については，WilsonandBell

（2004）や小池（2008）等で既に触れられているが，両モデルによる移動数の推計は本稿

における最も重要な部分であるため，本節で若干の補足も含めて述べることとする．

まずロジャース・モデルでは，すべての推計期間および男女年齢において，転出先別の

転出率仮定値が設定される．任意の推計期間・男女年齢における，ロジャース・モデルに

よる地域間移動数の推計式は下記のとおりである．

Mi,j・ Pi・mi,j

ここで，Mi,j：地域iから地域jへの移動数，Pi：地域iの人口，mi,j：地域iから地域j

への転出率，である．最大のポイントとなるのがmi,jであり，通常は転出先別に別個の

値が設定されるため，仮にN個の地域があれば，すべての推計期間および男女年齢にお

いてN・N・1・の転出率が必要となる６）．たとえば，本稿において行う都道府県別将来人

口推計では，50（年）×2（男女）×91（0歳，1歳，・・・，90歳以上）＝9,100の組

み合わせについて，それぞれ47×46＝2,162の転出率仮定値が必要ということになる．地

域iの転出数（Mi,・とする）および転入数（M・,iとする）は，それぞれMi,jおよびMj,i

をi以外のすべてのjについて足し上げることにより算出される７）．すなわち，

Mi,・・ ・
j・ i

Mi,j M・,i・ ・
j・ i

Mj,i

である．

ロジャース・モデルでは推計対象となる全地域間の転出率が設定されるのに対して，プー
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5）ロジャース・モデルに必要な変数を縮約した種々のモデルに関しては，プールモデルも含め，Wilsonand

Rees（2005）において詳細にレビューされている．

6）自地域内の移動は対象としない．したがって，すべての地域iについて，mi,i・0である．

7）本稿では，数式中の添え字のシャープ（・）を集計値の意味で用いる．



ルモデルでは転出先を特定せず地域外への転出率のみが設定される（AlhoandSpencer

2006）．プールモデルによる転出数・転入数の推計は2段階で行われ，まず第1段階では

各地域で設定された転出率（mi,・）により転出数を推計し，それを全地域について足し上

げてプール（Pool）とする．すなわち，任意の推計期間・男女年齢において，地域iの転

出数（Mi,・）は，

Mi,・・ Pi・mi,・

Pool・・
i

Mi,・

となる．続いて第2段階で，配分率（di）に基づきプールを各地域に転入数（M・,i）とし

て配分する．すなわち，

M・,i・ Pool・di・・
i

Mi,・・di・・・
i

Pi・mi,・・・di

ただし，・
i

di・1

である．以上のプロセスにより，任意の地域における転出数と転入数が推計される．

プールモデルによる転出数と転入数の算出は，上記の計算にしたがって行うのがわかり

やすいが，見方を変えれば，プールモデルはロジャース・モデルの特殊形と捉えることが

できる（vandeGaagetal.2000）．上記より，地域iの「転入数－転出数」（M・,i・Mi,・）

は次のように書き換えられる．

M・,i・Mi,・・・・
i

Pi・mi,・・・di・Pi・mi,・

・ ・
j・ i

・Pj・mj,・・di・・Pi・mi,・・・1・di・

・ ・
j・ i

・Pj・mj,i・・ ・
j・ i

・Pi・mi,j・

ただし，mi,j・ mi,・・dj

したがって，地域iから地域jへの移動数（Mi,j）を下式のように仮定しているのと同等

であり，プールモデルがロジャース・モデルの特殊形であることがわかる．

Mi,j・ Pi・mi,j・ Pi・mi,・・dj

地域iから地域jへの転出率は地域iの転出率と地域jの配分率の積として表されるが，
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これは出発地と到着地がすべて独立に扱われている（空間的な相関関係が捨象されている）

ことを意味している（Rogersetal.2010）．逆に言えば，プールモデルでは出発地と到

着地をすべて独立に扱うことによって，推計に必要な仮定値を縮減させているという見方

が可能である．上述のとおり，空間的な相関関係がすべて考慮されるロジャース・モデル

では，すべての推計期間および男女年齢においてN・N・1・の転出率仮定値が必要となる

が，プールモデルで必要な仮定値は2N，つまり各地域における転出率と配分率のみとな

る．都道府県別将来人口推計では，プールモデルで特定の推計期間・男女年齢において必

要となる仮定値は2×47＝94であり，ロジャース・モデルで必要となる仮定値（2,162）

と比較すると，大幅に縮減される．プールモデルでは仮定値が縮減される分，推計計算に

要するコストも削減される反面，人口移動傾向の正確な投影は行われないことになる．ち

なみに，ヨーロッパ各国による地域別将来人口推計では，ロジャース・モデルが採用され

ている国が多いものの，スウェーデンやスペインなどではプールモデルが採用されている

ことが報告されている（KupiszewskiandKupiszewska2003）．

なお，多地域モデルでは通常国内人口移動のみが対象とされ，国際人口移動は国内人口

移動とは別に推計が行われる（Smithetal.2013）８）．今後わが国において多地域モデル

を適用することを念頭に置いた場合に，国際人口移動をどのように仮定するかは大きな課

題であるが，本稿ではモデル間の推計値の比較を第一の目的とするため，ロジャース・モ

デル，プールモデル双方において国際人口移動はゼロと仮定した．

Ⅲ．ロジャース・モデル構築のための準備作業

小池（2015）において活用した総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（以下，「住

基移動」）による2010年の都道府県別男女各歳別移動数の集計結果においては，都道府県

別の転入数・転出数のみが表象されており，ODとしての移動数は表象されていないため，

ロジャース・モデルを構築することができない．そこで，男女年齢各歳別の都道府県間

ODを推定することにより，ロジャース・モデル構築に必要な変数を作成する．その手順

を以下に示す．

「住基移動」では，男女別総数の都道府県間OD表は表象されているため，まずこれ

を利用して，仮に男女別のODパターンにしたがった場合に期待される男女年齢別都道

府県間移動数を算出する．具体的には，男女年齢別の移動総数に，男女別の移動総数に占

める都道府県間移動数の割合を乗じることにより，期待移動数を算出する．算出式は下記

のとおりである．

s,xMa・2010・i,j・ s,xM・2010・・,・・
s,・M・2010・i,j

s,・M・2010・・,・
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8）多地域モデルを国際人口移動に適用する試み（Raymeretal.2012）もみられる．



ここで，s,xMa・2010・i,j：仮に男女別ODパターンにしたがった場合に期待される2010年

の性s，年齢x歳の都道府県iから都道府県jへの移動数，s,xM・2010・・,・：2010年の性s，

年齢x歳の移動総数，s,・M・2010・・,・：2010年の性sの移動総数，s,・M・2010・i,j：2010年

の性sの都道府県iから都道府県jへの移動数，である．

当然ながら，男女年齢別のODパターンは男女別総数ベースでのODパターンとは異

なるため，s,xMa・2010・i,jをすべての都道府県jについて足し上げても性s，年齢x歳の

都道府県iの転出数（s,xM・2010・i,・）に合致せず，また s,xMa・2010・i,jをすべての都道府

県iについて足し上げても性s，年齢x歳の都道府県jの転入数（s,xM・2010・・,j）には合

致しない．そこで，s,xMa・2010・i,jを初期値，s,xM・2010・i,・と s,xM・2010・・,jをそれぞれ

横計・縦計の制約条件とした繰り返し比例補正を行うことによって，横計・縦計がそれぞ

れ s,xM・2010・i,・と s,xM・2010・・,jに合致し，OD表として矛盾のない s,xM・2010・i,j（以

下，s,xMe・2010・i,jとする）を得ることができる．s,xMe・2010・i,jの推定に至るまでの流

れを図1に示す９）．
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図１ 男女年齢別都道府県間移動数推定のフロー図

2010 s x

2010 s

s,xMai,j=s,xM#,#
s,#M#,#

Σ s,xMai,j≠ s,xMi,#j

Σ s,xMai,j≠ s,xM#,j
i

s,#Mi,j

Σ s,xMei,j= s,xMi,#j

Σ s,xMei,j= s,xM#,j
i

9）煩雑な表現を避けるため，図1では（2010）をすべて省略して記している．



ここで留意しなければならないのは，推定された s,xMe・2010・i,jはOD表として矛盾の

ない値であるが，無数にあり得る解のひとつということである．ただ，男女別総数ベース

のOD表から得られる期待値（s,xMa・2010・i,j）を初期値として，それを年齢別の移動状

況に応じて補正する形で推定を行っているため，実際値から大きくかけ離れている可能性

は低く，本稿の目的のひとつであるロジャース・モデルとプールモデルによる推計結果の

違いの検証には十分な精度の値であると考えられる．なお，OD表の値を推定すること自

体が目的であるならば，s,xMe・2010・i,jは最終的に整数化する必要があると考えられるが，

モデル間の推計値比較という目的に鑑みれば整数化の意義は小さく，小数点以下を残した

値のままとした．

Ⅳ．推計の枠組みと推計式

本稿では，小池（2015）と同じ枠組みにより都道府県別の将来人口推計を行った．すな

わち，2010年の国勢調査による都道府県別男女各歳別人口（年齢不詳按分）を基準として

2060年まで各年10月1日現在の人口を男女年齢各歳別に推計した．最高年齢階級は，「住

基移動」の年齢別集計の表象に合わせて「90歳以上」とした．また前述のとおり，国際人

口移動はゼロと仮定している．

出生と死亡の仮定も小池（2015）と同様とした．出生については，2010年の人口動態統

計による都道府県別各歳別出生数を分子，同年の国勢調査による都道府県別女子各歳別日

本人人口（年齢不詳按分）を分母として算出した出生率を2060年まで一定とした．15～49

歳の女子を出生率の計算対象とし，14歳以下・50歳以上および年齢不詳からの出生数は非

常に少ないため除外した．なお出生性比は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推

計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所 2012：以下，社人研全国

推計）と同様，105.5とした．男女別出生数の推計式は下記のとおりである．

mB・t・i・ ・
49

x・15

・
1

2
・・f,xP・t・i・f,xP・t・1・i・・・xbi・

105.5

205.5

fB・t・i・ ・
49

x・15

・
1

2
・・f,xP・t・i・f,xP・t・1・i・・・xbi・

100.0

205.5

ここで，mB・t・i：都道府県 i・ t～ t・1年の男児出生数，fB・t・i：都道府県 i・ t～

t・1年の女児出生数，f,xP・t・i：都道府県i・t年・女子年齢x歳人口，xbi：都道府県i・

女子年齢x歳からの出生率，である．死亡については，2010年の「都道府県別生命表」

から算出される都道府県別男女各歳別生残率を基準とし，社人研全国推計で作成されてい

る各年別将来生命表（死亡中位推計）から算出される全国の生残率上昇と連動する形で生

残率が上昇すると仮定した．

一方，人口移動に関しては2010年国勢調査と同年の「住基移動」を用いて算出される男

女各歳別転出率等を2060年まで一定とするが，ロジャース・モデルとプールモデルの間で
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推計計算式が異なる．ロジャース・モデルによれば，1歳以上人口の推計式は下記のとお

りである．

s,x・1P・t・1・i・s,xP・t・i・・s,xv・t・i・・
j・i

s,x・1m・2010・i,j・・・
j・i

・s,xP・t・j・s,x・1m・2010・j,i・

ただし，s,x・1m・2010・i,j・
s,x・1Me・2010・i,j

s,x・1PJ・2010・i

ここで，s,xP・t・i：都道府県i・t年・性s・年齢x歳人口，s,xv・t・i：都道府県i・t→

t・1年・性s・年齢x→x・1歳の生残率，s,x・1PJ・2010・i：2010年国勢調査による都道

府県i・性s・年齢x・1歳の日本人人口，s,x・1Me・2010・i,j：Ⅲ節で推定した2010年・性

s・年齢x・1歳における都道府県iから都道府県jへの転出数，である．s,x・1m・2010・i,j

は，2010年における性s・年齢x・1歳の都道府県iから都道府県jへの転出率であり10），

s,xP・t・iとの積和が当該性年齢における転出数である．また，右辺第2項のシグマのなか

は都道府県jから都道府県iへの転出数を表しており，これをi以外のすべてのjについ

て足し上げることにより，当該性年齢における全都道府県から都道府県iへの転出数，す

なわち都道府県iの転入数が算出される．

一方，プールモデルによる1歳以上人口の推計式は下記のとおりである．

s,x・1P・t・1・i・s,xP・t・i・・s,xv・t・i・s,x・1m・2010・i,・・・s,x・1Pool・t・・s,x・1d・2010・j

ただし，s,x・1m・2010・i,・・
s,x・1M・2010・i,・

s,x・1PJ・2010・i

s,x・1Pool・t・・・
i

・s,xP・t・i・s,x・1m・2010・i,・・

ここで，s,x・1M・2010・i,・：2010年「住基移動」による性s・年齢x・1歳の都道府県iか

らの国内転出総数，s,x・1d・2010・i：2010年「住基移動」から求められる性s・年齢x・1

歳の国内転出総数（転入総数）に占める都道府県iの転入数の割合（配分率），である．

s,x・1m・2010・i,・は，2010年における性s・年齢x・1歳の都道府県iからの国内転出率で

あり，これに s,xP・t・iを乗じた値が当該性年齢における都道府県iの転出数である．また，

転出数をすべての都道府県について足し上げたのが s,x・1Pool・t・であり，これに仮定され

た配分率（s,x・1d・2010・i）を乗じることにより，当該性年齢における都道府県iの転入数

が算出される．なお，0歳人口の推計については，推計の基準となる人口が出生数に置き

換わる（s,xP・t・iが sB・t・iに置き換わる）だけであるので，式の記載を割愛する．
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10）転出先別転出率は日本人に関する値を設定しており，これに外国人を含む人口を乗じて転出先別転出数を算

出している．したがって本推計における転出数・転入数は，外国人について日本人と同じ転出先別転出率を仮

定した場合の外国人を含んだ転出数・転入数とみなすことができる．後述のプールモデルによる転出数・転入

数算出も同様の考え方に基づく．



ロジャース・モデルにおける転出先別の転出率，およびプールモデルにおける転出率・

配分率は，いずれも2010年国勢調査と同年の「住基移動」から算出された値を2060年まで

一定と仮定しており，出生・死亡の仮定も両モデルで同一であることから，両モデル間の

推計値の違いは人口移動モデルの違いのみに起因することになる．

Ⅴ．推計結果の比較と考察

ロジャース・モデルとプールモデルによる2060年の都道府県別将来人口の推計結果，お

よび2010年の総人口を100とした場合の2060年のロジャース・モデルとプールモデルの総

人口指数と指数の差を表1に示す．本表によれば，全体としてプールモデルによる推計値

はロジャース・モデルによる推計値と近く，推計値の指数の差は－1.2（埼玉県）から

＋2.9（宮城県）の間の狭いレンジに収まっている．また表2は，ロジャース・モデルと

プールモデルによる2060年の年齢3区分別人口割合およびその差を示したものであるが，

東北地方の各県において若干の乖離がみられるほかは，両モデルの間にほとんど差がない．

男女年齢各歳別の転出先別転出率を転出率と配分率という形に縮約したとしても，少なく

とも都道府県別には投影精度がきわめて良好であることが改めて示されたといえる．ちな

みに，全都道府県の推計人口の合計がわずかに異なっている（2060年のプールモデルによ

る推計値がロジャース・モデルによる推計値を2,462人上回る）のは，モデルの違いに起

因する移動数の差が人口分布の差をもたらし，両モデル間で地域別の出生数および死亡数

が若干変化するためである．

ただし，留意すべき点がないわけではない．総人口指数の差の都道府県別分布をみると，

宮城県をはじめとして，岩手県（＋1.7），青森県（＋1.2）など東北地方で比較的高いプ

ラス方向の乖離がみられるのに対して，埼玉県のほか千葉県（－1.2），神奈川県（－1.0）

と東京都以外の東京圏各県においてはややマイナス方向の乖離がみられる．こうした乖離

が発生する主因は，両モデルにおいて推計される転出数と転入数の違いによる．2011年の

転出数・転入数を100とした2060年の転出数・転入数の指数をロジャース・モデルとプー

ルモデル間で比較すると（表3）11），転出数・転入数とも大幅に減少する傾向には違いが

ないが，転出数と転入数の指数の差を比較すると，その差が総じて大きいのは転入数であ

る．ロジャース・モデルとプールモデルでは，転出数に関しては同じ転出率を用いて推計

しているが12），転入数の推計方法が異なる．ただし，推計される転入数が両モデル間で異

なることにより，転出率に乗じられる人口が異なり，転出数にも違いが生じるようになる．

表3によれば，転出数の指数の差は転入数の指数の差に概ね連動しており，プールモデル

で転入数がより多く推計される東北地方の各県などでは，人口規模が大きくなることによ

り，転出数も多く推計される傾向がある．
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11）正確には，2011年は2010年10月～2011年9月，2060年は2059年10月～2060年9月にそれぞれ発生する移動数

である．

12）ロジャース・モデルによる転出先別転出率をすべての転出先について足し上げると，プールモデルによる転

出率と同じ値になる．
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表１ プールモデル，ロジャース・モデルによる2060年の都道府県別総人口推計値，

指数（2010年＝100）およびその差

2010年
総人口（人）

2060年総人口（人） 2060年指数 2060年
指数の差プール ロジャース プール ロジャース

全国 128,057,352 88,461,756 88,459,294 69.1 69.1 0.0

北海道 5,506,419 3,229,583 3,242,177 58.7 58.9 -0.2

青森県 1,373,339 712,988 696,755 51.9 50.7 1.2

岩手県 1,330,147 717,247 694,981 53.9 52.2 1.7

宮城県 2,348,165 1,636,512 1,568,673 69.7 66.8 2.9

秋田県 1,085,997 506,258 494,562 46.6 45.5 1.1

山形県 1,168,924 630,382 617,002 53.9 52.8 1.1

福島県 2,029,064 1,157,065 1,146,900 57.0 56.5 0.5

茨城県 2,969,770 2,013,977 2,029,823 67.8 68.3 -0.5

栃木県 2,007,683 1,313,594 1,315,088 65.4 65.5 -0.1

群馬県 2,008,068 1,278,502 1,282,866 63.7 63.9 -0.2

埼玉県 7,194,556 5,469,194 5,556,975 76.0 77.2 -1.2

千葉県 6,216,289 4,700,785 4,774,118 75.6 76.8 -1.2

東京都 13,159,388 10,706,321 10,703,506 81.4 81.3 0.0

神奈川県 9,048,331 7,058,712 7,152,433 78.0 79.0 -1.0

新潟県 2,374,450 1,385,316 1,387,441 58.3 58.4 -0.1

富山県 1,093,247 664,698 663,850 60.8 60.7 0.1

石川県 1,169,788 779,796 775,291 66.7 66.3 0.4

福井県 806,314 504,108 504,036 62.5 62.5 0.0

山梨県 863,075 530,967 538,541 61.5 62.4 -0.9

長野県 2,152,449 1,338,016 1,350,494 62.2 62.7 -0.6

岐阜県 2,080,773 1,304,491 1,322,395 62.7 63.6 -0.9

静岡県 3,765,007 2,435,946 2,463,064 64.7 65.4 -0.7

愛知県 7,410,719 5,593,554 5,569,279 75.5 75.2 0.3

三重県 1,854,724 1,204,828 1,211,200 65.0 65.3 -0.3

滋賀県 1,410,777 1,125,403 1,119,972 79.8 79.4 0.4

京都府 2,636,092 1,802,229 1,799,981 68.4 68.3 0.1

大阪府 8,865,245 6,130,808 6,094,894 69.2 68.8 0.4

兵庫県 5,588,133 3,810,506 3,807,248 68.2 68.1 0.1

奈良県 1,400,728 883,981 881,622 63.1 62.9 0.2

和歌山県 1,002,198 558,208 557,952 55.7 55.7 0.0

鳥取県 588,667 352,385 347,500 59.9 59.0 0.8

島根県 717,397 408,861 403,942 57.0 56.3 0.7

岡山県 1,945,276 1,297,585 1,286,104 66.7 66.1 0.6

広島県 2,860,750 1,973,469 1,951,803 69.0 68.2 0.8

山口県 1,451,338 837,073 834,322 57.7 57.5 0.2

徳島県 785,491 448,271 442,484 57.1 56.3 0.7

香川県 995,842 624,781 611,312 62.7 61.4 1.4

愛媛県 1,431,493 843,492 835,677 58.9 58.4 0.5

高知県 764,456 432,706 427,207 56.6 55.9 0.7

福岡県 5,071,968 3,739,544 3,683,065 73.7 72.6 1.1

佐賀県 849,788 548,248 544,743 64.5 64.1 0.4

長崎県 1,426,779 816,539 818,125 57.2 57.3 -0.1

熊本県 1,817,426 1,205,115 1,198,350 66.3 65.9 0.4

大分県 1,196,529 742,803 740,875 62.1 61.9 0.2

宮崎県 1,135,233 711,346 707,077 62.7 62.3 0.4

鹿児島県 1,706,242 1,069,729 1,070,940 62.7 62.8 -0.1

沖縄県 1,392,818 1,225,836 1,232,651 88.0 88.5 -0.5

注1：2010年総人口は国勢調査による．
注2：プールモデルによる推計値は小池（2015）による．
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表２ プールモデル，ロジャース・モデルによる都道府県別年齢３区分別人口割合

およびその差（2060年）
（％）

プール ロジャース 差（プール－ロジャース）

0～14歳 15～64歳 65歳～ 0～14歳 15～64歳 65歳～ 0～14歳 15～64歳 65歳～

全国 9.88 50.75 39.37 9.88 50.75 39.37 0.00 0.00 0.00

北海道 8.37 47.62 44.01 8.37 47.58 44.05 0.00 0.03 -0.04

青森県 9.07 48.47 42.47 8.88 47.85 43.27 0.19 0.62 -0.81

岩手県 9.06 47.49 43.45 8.81 46.72 44.47 0.26 0.77 -1.03

宮城県 9.45 50.63 39.92 9.17 49.85 40.97 0.28 0.78 -1.06

秋田県 8.11 45.68 46.21 7.91 44.99 47.10 0.21 0.69 -0.89

山形県 9.32 47.39 43.29 9.12 46.78 44.10 0.21 0.60 -0.81

福島県 9.49 48.16 42.35 9.38 47.80 42.82 0.11 0.36 -0.47

茨城県 9.70 49.88 40.41 9.73 49.86 40.41 -0.03 0.02 0.01

栃木県 9.68 50.24 40.09 9.66 50.14 40.20 0.02 0.09 -0.11

群馬県 9.66 49.36 40.98 9.67 49.31 41.02 -0.01 0.05 -0.04

埼玉県 9.72 51.88 38.40 9.76 51.88 38.36 -0.04 0.00 0.04

千葉県 9.79 51.03 39.19 9.83 51.02 39.15 -0.04 0.01 0.03

東京都 8.90 54.76 36.34 8.91 54.75 36.34 -0.01 0.01 0.00

神奈川県 9.62 52.11 38.28 9.66 52.12 38.22 -0.04 -0.02 0.06

新潟県 9.23 47.78 42.99 9.22 47.71 43.07 0.02 0.06 -0.08

富山県 9.01 48.30 42.69 8.98 48.33 42.69 0.03 -0.03 0.00

石川県 9.79 50.02 40.19 9.75 50.04 40.21 0.04 -0.02 -0.02

福井県 10.51 48.51 40.98 10.49 48.57 40.94 0.02 -0.06 0.04

山梨県 9.50 47.77 42.73 9.54 47.83 42.63 -0.04 -0.06 0.10

長野県 9.51 46.49 44.00 9.55 46.53 43.92 -0.04 -0.04 0.08

岐阜県 10.23 49.03 40.74 10.33 49.28 40.39 -0.10 -0.25 0.35

静岡県 10.16 49.24 40.60 10.23 49.35 40.42 -0.06 -0.11 0.18

愛知県 10.91 52.51 36.58 10.90 52.56 36.53 0.01 -0.05 0.04

三重県 10.35 49.72 39.93 10.40 49.87 39.73 -0.05 -0.16 0.20

滋賀県 11.02 50.96 38.03 11.00 51.03 37.96 0.01 -0.08 0.06

京都府 9.58 50.79 39.64 9.57 50.93 39.50 0.01 -0.14 0.13

大阪府 9.83 52.38 37.79 9.83 52.47 37.70 0.01 -0.09 0.08

兵庫県 10.36 50.65 38.99 10.35 50.74 38.91 0.01 -0.09 0.08

奈良県 9.70 49.03 41.27 9.69 49.18 41.13 0.00 -0.15 0.14

和歌山県 10.19 48.39 41.42 10.18 48.50 41.32 0.01 -0.11 0.10

鳥取県 9.66 47.57 42.77 9.64 47.62 42.73 0.02 -0.06 0.04

島根県 10.23 46.31 43.47 10.20 46.34 43.46 0.03 -0.03 0.01

岡山県 10.70 49.92 39.37 10.69 49.99 39.32 0.01 -0.07 0.06

広島県 10.65 49.77 39.58 10.63 49.78 39.59 0.03 -0.01 -0.01

山口県 10.14 48.53 41.33 10.19 48.69 41.12 -0.05 -0.16 0.21

徳島県 9.39 47.67 42.94 9.35 47.72 42.93 0.04 -0.05 0.01

香川県 10.29 48.71 41.00 10.20 48.62 41.18 0.09 0.09 -0.18

愛媛県 9.91 47.83 42.26 9.88 47.86 42.26 0.03 -0.03 0.00

高知県 8.85 47.32 43.84 8.81 47.34 43.85 0.04 -0.02 -0.01

福岡県 10.77 51.10 38.13 10.75 51.09 38.16 0.02 0.01 -0.03

佐賀県 11.40 49.12 39.48 11.43 49.16 39.41 -0.03 -0.04 0.07

長崎県 10.55 47.15 42.31 10.62 47.32 42.07 -0.07 -0.17 0.24

熊本県 11.01 48.17 40.83 11.03 48.21 40.75 -0.02 -0.05 0.07

大分県 10.15 47.75 42.10 10.19 47.86 41.96 -0.04 -0.10 0.15

宮崎県 11.08 47.26 41.66 11.10 47.31 41.60 -0.02 -0.04 0.06

鹿児島県 10.89 47.32 41.79 10.95 47.45 41.60 -0.06 -0.13 0.19

沖縄県 13.53 50.26 36.21 13.56 50.32 36.12 -0.03 -0.06 0.09

注：プールモデルによる推計値は小池（2015）による．
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表３ プールモデル，ロジャース・モデルによる2060年の転出数・転入数の指数

（2011年＝100）およびその差

転出数の指数 転出数の
指数の差

転入数の指数 転入数の
指数の差プール ロジャース プール ロジャース

全国 57.2 56.8 0.4 57.2 56.8 0.4

北海道 45.5 45.3 0.3 56.8 57.3 -0.5

青森県 41.4 39.5 1.9 55.9 52.8 3.1

岩手県 42.7 40.1 2.6 56.8 52.3 4.4

宮城県 53.6 49.9 3.7 56.2 50.8 5.4

秋田県 37.3 35.4 1.9 56.6 53.2 3.5

山形県 43.6 41.6 2.0 56.7 53.3 3.4

福島県 45.6 44.2 1.3 57.3 55.7 1.7

茨城県 54.0 54.0 0.0 58.7 59.5 -0.8

栃木県 52.1 51.7 0.4 57.2 57.1 0.2

群馬県 52.0 51.8 0.2 57.2 57.4 -0.2

埼玉県 61.4 61.7 -0.4 58.1 59.2 -1.1

千葉県 61.1 61.5 -0.4 58.0 59.0 -1.1

東京都 65.2 64.7 0.5 56.4 56.4 0.0

神奈川県 62.0 62.3 -0.3 57.4 58.3 -0.8

新潟県 47.6 47.1 0.5 56.5 56.3 0.2

富山県 50.4 50.0 0.3 55.8 55.1 0.7

石川県 54.1 53.6 0.5 55.5 54.1 1.4

福井県 52.5 52.2 0.3 56.8 56.2 0.6

山梨県 49.7 50.0 -0.3 58.1 59.5 -1.4

長野県 50.5 50.7 -0.1 58.0 58.8 -0.9

岐阜県 51.5 52.2 -0.7 56.9 58.3 -1.5

静岡県 53.4 53.9 -0.5 57.5 58.7 -1.2

愛知県 60.6 60.2 0.4 56.4 55.1 1.3

三重県 54.3 54.4 -0.2 57.5 57.7 -0.2

滋賀県 63.5 62.8 0.6 57.9 56.4 1.5

京都府 55.7 55.4 0.3 57.4 56.8 0.6

大阪府 58.6 57.9 0.7 57.9 56.5 1.4

兵庫県 57.7 57.2 0.5 58.0 57.2 0.8

奈良県 53.4 52.7 0.7 60.1 58.8 1.3

和歌山県 49.9 49.4 0.5 59.4 58.6 0.8

鳥取県 48.4 47.5 0.9 57.7 55.2 2.5

島根県 49.0 48.2 0.8 57.7 55.7 2.0

岡山県 56.2 55.5 0.7 57.0 55.3 1.8

広島県 57.1 56.2 0.9 56.5 54.6 1.9

山口県 50.6 50.4 0.2 57.5 56.8 0.8

徳島県 46.9 46.1 0.8 57.8 55.4 2.4

香川県 52.9 51.4 1.5 56.3 53.4 2.9

愛媛県 50.4 49.5 0.9 57.5 55.5 1.9

高知県 47.3 46.5 0.8 57.2 55.1 2.1

福岡県 60.1 59.0 1.2 56.9 54.8 2.1

佐賀県 54.6 53.9 0.7 57.0 56.2 0.9

長崎県 47.2 47.2 0.0 57.0 57.2 -0.2

熊本県 55.1 54.5 0.6 57.2 56.2 0.9

大分県 51.5 51.1 0.4 57.2 56.7 0.5

宮崎県 51.9 51.4 0.4 57.1 56.3 0.8

鹿児島県 51.7 51.6 0.1 57.9 57.9 0.0

沖縄県 68.3 68.6 -0.4 55.5 56.2 -0.7

注：プールモデルによる推計値は小池（2015）による．



プールモデルによる推計において，たとえば宮城県で転入数が多く推計されるのは，各

モデルの転入数の推計方法と宮城県への転入者の地域分布が大きく関連している．すなわ

ち，ロジャース・モデルでは空間的な相関関係が考慮されるため，転入者の地域分布がす

べて算出される反面，プールモデルでは，出発地と到着地が独立と仮定されているなかで

転入数の推計が行われるため，転入者の地域分布は考慮されない．宮城県の人口移動状況

を概観すると，近隣の東北地方各県からの転入が大半を占めるが，その東北地方各県では

大幅な人口減少が見込まれている．ロジャース・モデルでは，近隣県の人口減少が宮城県

の転入数減少に反映されるが，プールモデルでは全体としての転出数変化のみが転入数算

出に関係するため，近隣県の人口減少が宮城県の転入数減少に直接的に反映されることは

ない．したがって宮城県では，プールモデルによればロジャース・モデルよりも転入数が

多く推計されると同時に，人口も多く推計される．一方，埼玉県・千葉県・神奈川県では

東京都を中心とする東京圏からの転入が大半を占めるが，東京圏では他地域と比較して人

口減少が緩やかに進行するため，プールモデルによればロジャース・モデルよりも転入数

が少なく推計されると同時に，人口も少なく推計される．東京都では，人口減少が緩やか

な埼玉県・千葉県・神奈川県や人口減少率の高い東北地方など全国各地から転入が発生す

るため，人口分布の影響は相殺され，ロジャース・モデルとプールモデルで推計される転

入数はほぼ同じとなる．

要するに，プールモデルでは転入者の地域分布が考慮されないことから，全域的な人口

変化と主要な転入元となる地域の人口変化のパターンが異なる場合，ロジャース・モデル

による転入数および推計人口との乖離はやや大きくなる傾向がある．この点は，地域別将

来人口推計にプールモデルを適用する際の主な留意点といえよう．では，プールモデルの

枠組みを維持しながら，投影精度をさらに向上させることは可能であろうか．次節で検討

する．

Ⅵ．ODプールモデルによる推計と考察

1． 推計手法

プールモデルによる推計値が，地域によってロジャース・モデルによる推計値からやや

乖離する主たる要因は，上述のように転入者の地域分布が考慮されていないことによる．

この点に関しては，vanImhoffetal.（1997）において既に指摘されており，プールモデ

ルに総数ベースのODパターンを加味することによって，投影精度がさらに向上するこ

とが示唆されている．本節では，vanImhoffetal.（1997）の研究成果に基づき，総数ベー

スのODをもとにプールモデルの配分率を推計期間中に変化させることによって推計値

を算出し（以下，ODプールモデルとする），先に行ったプールモデル（以下，単純プー

ルモデルとする）およびロジャース・モデルによる推計値と比較する．以下，ODプール

モデルについて説明する．

まず，基準となる2010年の都道府県iの総数ベースの配分率（・,・d・2010・i）は，下記の
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ように表せる．

・,・d・2010・i・
・,・M・2010・・,i

・,・M・2010・・,・
・

・
j・ i

・・,・P・2010・j・・,・m'・2010・j,i・

・
i
・
j・ i

・・,・P・2010・j・・,・m'・2010・j,i・

ただし，・,・m'・2010・j,i・
・,・M・2010・j,i

・,・P・2010・j

ここに，・,・M・2010・・,i：2010年「住基移動」による都道府県iの転入総数，・,・M・2010・・,・：

2010年「住基移動」による都道府県間移動総数，・,・P・2010・j：2010年国勢調査による都

道府県jの総人口，・,・M・2010・j,i：2010年「住基移動」による都道府県jから都道府県i

への移動総数，である13）．

・,・m'・2010・j,iを推計期間中一定と仮定すると，推計期間中のt年における都道府県iの

総数ベースの配分率（・,・d・t・i）は，次のように表せる．

・,・d・t・i・
・,・M・t・・,i

・,・M・t・・,・
・

・
j・ i

・・,・P・t・j・・,・m'・2010・j,i・

・
i
・
j・ i

・・,・P・t・j・・,・m'・2010・j,i・

・,・m'・2010・j,iを一定と仮定しても，都道府県jのt年総人口推計値（・,・P・t・j）が2010年

総人口（・,・P・2010・j）から変化することにより，・,・d・t・iも ・,・d・2010・iから変化していく．

そこで，t年都道府県iの性s，年齢x歳の配分率（s,xd・t・i）を次のように定義する．

s,xd・t・i・ s,xd・2010・i・
・,・d・t・i

・,・d・2010・i
・s,xk・t・・ s,xd・2010・i・・,・dr・t・i・s,xk・t・

ただし，・,・dr・t・i・
・,・d・t・i

・,・d・2010・i

s,xd・t・jは，総数ベースでの2010年とt年の配分率の比（・,・dr・t・j：以下，t年の配分率比

とする）を，すべての性年齢に一律に適用した値となる．s,xk・t・は s,xd・t・iの都道府県

合計を1にするための調整値である．以上のように推計期間中に配分率を変化させ，その

他の仮定はすべて先の単純プールモデルと同一としたODプールモデルを2060年までの

都道府県別将来人口推計に適用した．
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13）2010年の総数ベースでの都道府県jから都道府県iへの転出率を表す ・,・m'・2010・j,iは，日本人の転出数を

分子，外国人を含む総人口を分母としているため，ダッシュ（'）を付与している．



2． 推計結果と考察

表4は，2010年の総人口を100とした2060年の総人口指数，2060年の65歳以上人口割合，

および2011年の転出数・転入数を100とした2060年の転出数・転入数の指数のロジャース・

モデルとの差について，単純プールモデルとODプールモデルとを比較したものである．

まず総人口の指数は，ODプールモデルにおいて－0.5（滋賀県）～＋0.8（宮城県）の間

に収まり，単純プールモデルにおける指数の範囲（－1.2～＋2.9）よりも大幅に狭まった．

ODプールモデルでは，東北地方の各県における若干の過大推計傾向は残っているものの，

プールモデルによる推計値と比較すると，その程度はかなり縮小している．年齢3区分別

人口割合で最もロジャース・モデルとの差が大きい老年人口割合に関して，ODプールモ

デルでは－0.67（岩手県）～＋0.41（鳥取県）の間となり，単純プールモデルにおける老

年人口割合の差（－1.06～＋0.35）と比較すると，若干ながら差の範囲は狭まった．OD

プールモデルでは，西日本の各県において老年人口割合がやや高めに算出される傾向があ

る一方で，東北地方の各県ではマイナス幅が縮小し，全体としての差の偏りは小さくなっ

ている．また，転出数の指数の差はODプールモデルで－0.5～＋1.5（単純プールモデル

で－0.7～＋3.7），転入数の指数の差はODプールモデルで－0.7～＋1.9（単純プールモデ

ルで－1.5～＋5.4）の間となり，いずれも単純プールモデルと比較して大幅に狭まった．

以上のように，ODプールモデルにおいて総じて単純プールモデルよりもロジャース・

モデルに近い推計結果が得られた要因は，推計期間中に配分率を変化させていることによ

る．図2は，都道府県別の2060年の配分率比（・,・dr・2060・i）の分布を示したものである

が，人口減少率の小さい地域からの転入が多い東京都近辺の各県などでは2010年と比較し

て配分率が上昇しているのに対して，人口減少率の大きい地域からの転入が多い東北・中

国・四国地方などでは配分率が低下している．このように，ODプールモデルでは総人口

の分布変化が配分率に反映されることにより，投影精度がさらに向上していると判断する

ことができる．

Ⅴ節でのロジャース・モデルによる推計結果との比較から，都道府県単位では単純プー

ルモデルでも十分な投影精度の推計結果が得られたが，市区町村単位になると，単純プー

ルモデルでは転入者の地域分布が考慮されないことによる投影の歪みが都道府県単位以上

に現れると考えられるため，市区町村別将来人口推計への適用にはやや慎重な検討が必要

であろう．一方，ODプールモデルの適用には総数ベースのOD表が必要となるが，2012

年以降の「住基移動」では完全な形ではないものの，参考表として市区町村間ODが公

表されており，同じく2014年以降の「住基移動」で公表されている市区町村別男女5歳階

級別の転出数・転入数等と組み合わせれば，市区町村別将来人口推計への適用も不可能で

はない．地域別の人口移動に関する仮定設定方法には検討の余地が多いが（小池 2015），

仮定設定如何の前に必要なのはモデルの妥当性の検証であり，ODプールモデルにより人

口移動傾向のほぼ正確な投影が可能であることを示した点は，大きな意義があるといえよ

う．
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表４ 単純プールモデルとODプールモデルのロジャース・モデルとの差

（2060年の総人口指数，65歳以上人口割合，転出数指数，転入数指数）

2060年
総人口指数

（2010年＝100）

2060年
65歳以上人口割合
（％ポイント）

2060年
転出数指数

（2011年＝100）

2060年
転入数指数

（2011年＝100）

単純
プール

OD
プール

単純
プール

OD
プール

単純
プール

OD
プール

単純
プール

OD
プール

全国 0.0 0.0 0.00 -0.11 0.4 0.4 0.4 0.4

北海道 -0.2 0.1 -0.04 -0.21 0.3 0.6 -0.5 0.8

青森県 1.2 0.6 -0.81 -0.59 1.9 1.3 3.1 1.6

岩手県 1.7 0.7 -1.03 -0.67 2.6 1.5 4.4 1.7

宮城県 2.9 0.8 -1.06 -0.47 3.7 1.5 5.4 1.3

秋田県 1.1 0.5 -0.89 -0.61 1.9 1.3 3.5 1.5

山形県 1.1 0.7 -0.81 -0.65 2.0 1.5 3.4 1.9

福島県 0.5 0.5 -0.47 -0.53 1.3 1.3 1.7 1.5

茨城県 -0.5 0.3 0.01 -0.37 0.0 0.8 -0.8 1.0

栃木県 -0.1 0.3 -0.11 -0.30 0.4 0.8 0.2 0.9

群馬県 -0.2 0.3 -0.04 -0.30 0.2 0.7 -0.2 1.0

埼玉県 -1.2 0.1 0.04 -0.48 -0.4 1.0 -1.1 1.3

千葉県 -1.2 0.1 0.03 -0.46 -0.4 0.9 -1.1 1.1

東京都 0.0 0.4 0.00 -0.19 0.5 0.8 0.0 0.5

神奈川県 -1.0 0.0 0.06 -0.36 -0.3 0.8 -0.8 1.0

新潟県 -0.1 0.1 -0.08 -0.21 0.5 0.7 0.2 0.9

富山県 0.1 -0.2 0.00 0.07 0.3 0.1 0.7 -0.1

石川県 0.4 -0.2 -0.02 0.15 0.5 -0.2 1.4 -0.2

福井県 0.0 -0.3 0.04 0.10 0.3 -0.1 0.6 -0.2

山梨県 -0.9 0.0 0.10 -0.30 -0.3 0.7 -1.4 0.8

長野県 -0.6 0.0 0.08 -0.20 -0.1 0.5 -0.9 0.7

岐阜県 -0.9 -0.4 0.35 0.10 -0.7 -0.2 -1.5 -0.2

静岡県 -0.7 0.0 0.18 -0.15 -0.5 0.3 -1.2 0.6

愛知県 0.3 -0.2 0.04 0.13 0.4 -0.2 1.3 -0.1

三重県 -0.3 -0.3 0.20 0.10 -0.2 -0.1 -0.2 -0.1

滋賀県 0.4 -0.5 0.06 0.13 0.6 -0.2 1.5 -0.1

京都府 0.1 -0.3 0.13 0.13 0.3 -0.2 0.6 -0.3

大阪府 0.4 -0.2 0.08 0.12 0.7 0.1 1.4 0.1

兵庫県 0.1 -0.4 0.08 0.08 0.5 0.0 0.8 -0.2

奈良県 0.2 -0.4 0.14 0.07 0.7 0.1 1.3 -0.1

和歌山県 0.0 -0.4 0.10 0.13 0.5 0.0 0.8 -0.4

鳥取県 0.8 -0.4 0.04 0.41 0.9 -0.5 2.5 -0.5

島根県 0.7 -0.3 0.01 0.29 0.8 -0.3 2.0 -0.4

岡山県 0.6 -0.4 0.06 0.28 0.7 -0.3 1.8 -0.6

広島県 0.8 -0.4 -0.01 0.28 0.9 -0.4 1.9 -0.6

山口県 0.2 -0.3 0.21 0.28 0.2 -0.3 0.8 -0.3

徳島県 0.7 -0.3 0.01 0.34 0.8 -0.4 2.4 -0.6

香川県 1.4 -0.3 -0.18 0.31 1.5 -0.4 2.9 -0.6

愛媛県 0.5 -0.3 0.00 0.23 0.9 0.0 1.9 -0.4

高知県 0.7 -0.3 -0.01 0.34 0.8 -0.4 2.1 -0.7

福岡県 1.1 -0.1 -0.03 0.20 1.2 -0.2 2.1 -0.2

佐賀県 0.4 -0.1 0.07 0.11 0.7 0.2 0.9 -0.1

長崎県 -0.1 -0.2 0.24 0.17 0.0 -0.1 -0.2 -0.3

熊本県 0.4 -0.1 0.07 0.13 0.6 0.1 0.9 -0.1

大分県 0.2 -0.1 0.15 0.15 0.4 0.1 0.5 -0.2

宮崎県 0.4 0.0 0.06 0.12 0.4 0.0 0.8 -0.1

鹿児島県 -0.1 -0.1 0.19 0.13 0.1 0.0 0.0 -0.2

沖縄県 -0.5 -0.1 0.09 -0.03 -0.4 0.0 -0.7 0.0

注：単純プールモデルによる推計値は小池（2015）による．



Ⅶ．おわりに

本稿では，2010年の都道府県別男女各歳別人口を基準として，2060年までの将来人口推

計をロジャース・モデルによって行ったうえで，小池（2015）において行ったプールモデ

ル（単純プールモデル）による推計結果と比較し，推計結果に開きがある都道府県につい

てはその要因について考察した．さらに推計結果を踏まえ，単純プールモデルに総数ベー

スでのODパターンを加味したプールモデル（ODプールモデル）により同様に将来人口

推計を行い，単純プールモデルと比較して投影精度が向上しているか否かを検証した．

推計の結果，2060年の単純プールモデルによる都道府県別推計値は全体としてロジャー

ス・モデルによる推計値と近い値となっており，単純プールモデルによれば，仮定値の大

幅な縮減にもかかわらず投影精度はきわめて良好であることが改めて示された．ただし，

推計値をよく観察すると，単純プールモデルにおいて東北地方ではやや過大推計であった

のに対して，東京都以外の東京圏に属する県などでは若干の過小推計となった．その要因

は，主に両モデルにおける転入数の推計方法の違いによるものであり，単純プールモデル

では転入者の地域分布が考慮されていないことから，全域的な人口変化と主要な転入元と

なる地域の人口変化のパターンが異なる場合，ロジャース・モデルによる転入数および推
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図２ 都道府県別，2060年の配分率比の分布



計人口との乖離はやや拡大する傾向が認められた．この推計結果を受け，総人口ベースの

ODパターンを加味しながら推計期間中に配分率を変化させるODプールモデルにより推

計を行ったところ，総じて単純プールモデルよりもロジャース・モデルによる推計値に近

い結果が得られ，総人口ベースのODパターンを加味することによって，投影精度はさ

らに向上することが示された．

「住基移動」では，2010年から年齢別の集計結果が表象されているのに加え，2014年か

らは市区町村別の男女5歳階級別転出数・転入数が表象されるなど，地方創生の時流にも

乗って地域別の人口移動統計が詳細に公表されてきているのは，人口移動仮定が最重要課

題となる地域別将来人口推計にとっても好材料である．こうした状況下において，多地域

モデルの適用も徐々に現実的なものとなってきており，なかでも正確な投影精度と入手可

能な人口移動統計の双方の観点から，本稿で適用したODプールモデルは有力な人口移

動モデルのひとつと考えられよう．

一方で，とくに市区町村別の将来人口推計においては，新規宅地開発等による突発的な

人口移動が多くみられるために，短期間の統計のみでは，基準となる転出率や配分率等を

いかに設定するかが往々にして困難な問題となる．また，基準期間において観察された地

域別の転出率を推計期間中一定とする仮定は，少なくとも日本においては地域別の人口移

動状況を正確に反映した仮定でない可能性が高く（小池 2015），実際の推計においては，

過去からの人口移動傾向を丁寧に分析したうえでの仮定設定が求められる14）．通常はモデ

ルの対象外となる国際人口移動の仮定設定も含め，モデルの実用化にあたっては検討すべ

き課題がまだ多く残されているといえる．

本稿において今ひとつ明らかになったのは，都道府県別の将来人口推計であれば，ロジャー

ス・モデルの適用も不可能ではないということである．過去のわが国においても，ロジャー

ス・モデルを適用した地域別将来人口推計の先駆的な試みがみられるが（川嶋ほか 1982，

KurodaandNanjo1982，南條ほか 1993など），いずれも入手可能な統計の制約等によ

り，地域や年齢階級が一定の区分にまとめられるなどしている．しかし当時と比較すれば，

人口移動統計の拡充に加えパソコンのデータ処理能力も飛躍的に向上しており，47都道府

県の50年後までの各年男女各歳別推計であれば計算上は全く問題がない．基準となる転出

先別転出数（率）を繰り返し比例補正により推定する本稿の方法にも検討の余地があるが，

主たる課題は，やはり将来の国内人口移動仮定および国際人口移動仮定をいかに設定する

か，ということになるだろう．

多地域モデルに関しては，ロジャース・モデルやプールモデル以外にも様々なモデルが

考えられ（WilsonandRees2005），人口移動統計の拡充とともにモデル選択の可能性も

広がってきている．今後も既存の人口移動統計を広く活用した基礎的研究を積み重ねてい

くことが不可欠といえよう．

（2016年5月18日査読終了）
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14）この点に関しては，RaymerandRogers（2007）によって提示されている不完全データからの移動流の推

定方法などが，参考になると考えられる．
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AStudyontheProjectionAccuracyoftheMigrantPoolModel

ShiroKOIKE

Inthisstudy,prefecturalpopulationprojectionsaremadebyRogers'model(afull-matrix

multiregionalmodel)andcomparedwiththosepreviouslymadebythemigrantpoolmodel(asim-

plepoolmodel).Furthermore,prefecturalpopulationprojectionsaremadebytheOD(originand

destination)poolmodel,whichisalsoamigrantpoolmodelbutconsideringtotalODmigration

pattern.TheaccuracyoftheODpoolmodelistestedbycomparingitspopulationprojectionswith

thoseofthesimplepoolmodel.

Resultsshowlittleoveralldifferencebetweenthepopulationprojectionsofthesimplepool

modelandRogers'model,andthesimplepoolmodelexhibitstheabilitytoprojectmigrationten-

dencyalmostaccurately.However,thedifferenceintheprojectedin-migrationnumberandpopu-

lationbetweenthetwomodelsisslightlylargerwhenthechangeinthefuturepopulationofthe

entireareaandofthesourceareaofin-migrantsisgreatlydifferent,becausethegeographicaldis-

tributionofin-migrantsisnotconsideredinthesimplepoolmodel.Ontheotherhand,thepopula-

tionprojectionsoftheODpoolmodelaregenerallyclosertothoseofRogers'modelthantothose

ofthesimplepoolmodel,suggestingthatprojectionaccuracyimproveswhenthetotalODmigra-

tionpatternistakenintoaccount.

Althoughtheapplicationofthemultiregionalmodeltoactualregionalpopulationprojectionsis

metwithmanychallenges,theODpoolmodelseemstobeaprominentmigrationmodelfromthe

viewpointofbothprojectionaccuracyandavailabilityofmigrationstatistics.
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書 評・紹 介

中谷文美著

『オランダ流ワーク・ライフ・バランス』

「人生のラッシュアワー」を生き抜く人々の技法

世界思想社,2015年1月,248p.

女性就業の拡大が時代の要請となりつつあり，ワークライフバランスを巡る議論が一層盛んである．

諸外国を見渡すと，わが国と同じように性別役割分業規範が強固な社会でありながら，労働生産性と

国民の幸福度を非常に高い水準で両立している国がある．オランダである．2013年におけるオランダ

の時間当たり労働生産性は，OECD34カ国中6位（日本は20位），国連『世界幸福度報告書2016』に

よる国民の幸福度は157カ国中7位（日本は53位）である．本書によれば，オランダは，ユニセフに

よる先進国の子どもの幸福度では21カ国中1位，12歳以上の国民の約9割が「とても幸せである」も

しくは「幸せである」と回答するというのだから驚きだ．ちなみに2014年のオランダの合計特殊出生

率は1.78（日本は1.42）．オランダにあって，日本にないものは何か？21世紀における日本の家族や

ワークライフバランスを考えるにあたって，オランダの事例を参考にしてみたいと考える研究者や実

務担当者は多いはずだ．

オランダが「ワークシェアリング」の国であることはよく知られているが，その制度の詳細や政策

的な変遷，働き方の変化に伴う人々の生活の変化，あるいはその先進的なワークスタイルを実践する

人々の意識やお国柄など，いざオランダについて知ろうとすると，意外とどこから手を付けて良いか

分からない．そんな読者にはぜひ本書を手にとって欲しい．本書は，「パートタイム王国」として知

られるオランダのワークライフバランスに関する政策，歴史，そしてインタビューを通じた人々の意

識や実態に迫る一冊であり，上記のような関心をもつ読者の入門書としても最適な一冊であるといえ

る．例えば，オランダの「働き方改革」の動機や政策の変遷がよく分かる．とりわけ政策については，

2010年以降の直近における展開までフォローされているので有用である．オランダにおける労働や生

活時間の変遷に関する各種統計も豊富で分かりやすい．また，オランダ語のメディアや文献からの引

用が多数ある点も貴重である．

著者は，社会における「仕事」をめぐる考え方や実践を研究する文化人類学者である．本書におけ

る制度・政策の変遷や統計によるレビューは貴重な情報源であるが，本書の真骨頂は，むしろインタ

ビューや現地での生活を通じて得られた実感をもとに，オランダの人々が仕事や家庭内におけるケア

（家事・育児）に対して，どのような考えをもっているのかに肉薄している点であろう．とりわけ，

オランダの人々は家庭で家族や友人と過ごす時間を重視しており，女性は「たとえ保育所がタダになっ

ても，子どもを預けっぱなしにしたりはしないし，今より長く働いたりする気もない」といった気概

をもっていることなどは，フィールドワークならではの貴重な知見だろう．

本書では，オランダにおける人々の満足度の高さは，個人が自己のライフスタイルを実現するため

に，仕事とプライベートあるいはプライベートにおけるケア負担について，望ましい組み合わせを

「自由に選択できる」ことによると分析されている．また，個人の望むライフスタイルを実現する上

で，様々な資源を「組み合わせる」ことが重要であるという意識が広く共有され，政策もその意識に
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沿ったものであることがオランダの特徴であるという．フルタイムとパートタイムの均等処遇が保障

され，個人の事情による就労時間の変更が認められるオランダでは，パートタイム就労は長らく家庭

に閉じ込められていた女性が「獲得した権利」として認識されている．男性はフルタイムでの就業が

一般的であるのに対し，多くの女性はこの「権利」を行使しつつ，家事や育児などのケア活動になお

多くの時間を割いている．これを自由な選択の結果であるとみるか，社会におけるジェンダーバイア

スとみるかは，オランダでも意見が分かれるとのことであるが，男女が同じように働くことのみが人々

の幸福度を高めるのではないという視点は重要である． （福田節也）

―277―



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）72－3（2016.9）pp.278～286

研究活動報告

特別講演会（堀内四郎教授）

2016年4月25日（月）10:30～12:00，当研究所において，堀内四郎教授（ニューヨーク市立大学総

合大学院人口学課程主任，同大学公衆衛生学大学院疫学・応用統計学部教授）による「最頻生涯年数：

高齢化時代の寿命指標」（"Modalageatdeath:lifespanindicatorintheeraoflongevityexten-

sion"）と題された特別講演が行われた．堀内教授は人口学における死亡・寿命研究の世界的権威で

あり，この分野における数多くの業績がある．今回の講演では，長寿化が進み，高齢期の死亡率改善

が顕著となった先進諸国等における寿命指標として近年注目を集めている最頻生涯年数（Ｍ）が採り

上げられた．一般に，寿命の指標としては平均寿命が広く用いられているが，これは生命表における

死亡分布の平均値である．これに対し，Mは死亡分布の最頻値であり，高齢死亡率のみによって決

定されることから，老年生存の指標として有用であると考えられるとのことであった．講演ではさら

にMの他の指標との比較や特定の死亡モデルにおけるMの特性などの興味深い話題が論じられ，高

齢化時代における長寿分析の最先端に触れることができた． （石井 太 記）

特別講演会

李三植（イ・サムシック）博士「韓国における近年の出生率変化と

第三次政策対応［ブリッジプラン］」

2016年6月10日（金）国立社会保障・人口問題研究所 第4・5会議室にて，韓国保健社会研究院

少子高齢化対策計画団長であり，韓国人口学会会長でもあるイ・サムシック（ ，李三植）博

士が「韓国における近年の出生率変化と第三次政策対応［ブリッジプラン］」 というタイトルで講演

された．韓国における結婚と出産の動向，低出生の原因，第1・2次低出産高齢社会基本計画の成果・

評価と第3次低出産高齢社会基本計画（2016～2020）の概要について詳細に及ぶ報告があった．質疑

では，評価手法について，第1・2次計画の評価は今年末に公表され，第3次計画の評価はフランス・

ドイツを含む10ヶ国合同で研究チームが組まれること，非正規雇用に関するデータは定義の問題があ

ること，教育費負担に関する政策は第1・2次計画では考えられていなかったが，第3次計画では考

慮されていること，財源は，基本的に一般会計や保険（健康保険，年金，雇用保険），自治体負担で

行われるが，「低出産特別会計」を組む可能性があることなど，多くの議論が交わされた．なお，従

来の特別講演会は英語で行われていたが，今回は韓国語で講演，日本語への逐次通訳が行われた．日

本語・韓国語は通訳がスムーズであれば，ストレスのない交流が可能である． （林 玲子 記）

日本人口学会第68回大会

日本人口学会第68回大会は，2016年6月11日（土）～6月12日（日）に千葉県柏市の麗澤大学で開

催された．大会プログラムは以下の通りである．第1日の会員総会では韓国人口学会の李三植会長の
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あいさつがあり，また学会賞授与式では澤田佳世会員（学会賞），永瀬伸子会員（優秀論文賞），是川

夕会員（優秀論文賞），松田茂樹会員（普及奨励賞）にそれぞれの賞が授与され，受賞者からあいさ

つがあった．

第1日 2016年6月11日（土）

企画セッション① 地域特性や個別環境による出生率格差を考える

＜組織者・座長＞ 早乙女 智子（京都大学）

＜討論者＞ 佐藤 龍三郎（中央大学）・中澤 港（神戸大学）

1）少子化の進行にともない低出生体重児出生数はどう変化するか？

～人口動態統計による将来簡易推計の試み～ 網塚 貴介（青森県立中央病院）

2）被災地女性の健康と出産環境 吉田 穂波（国立保健医療科学院）

3）子育て支援，保育環境における地域格差と出生率 猪熊 弘子（お茶の水女子大学・院）

4）生殖補助医療が出生率に果たした役割とその地域格差 早乙女 智子（京 都 大 学）

テーマセッション① 持続可能な開発目標（SDGs）と人口開発問題のゆくえ

＜組織者＞ 林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

＜座長・討論者＞ 阿藤 誠（元国立社会保障・人口問題研究所）

1）新開発目標策定の経緯と日本の取り組み 池上 清子（日 本 大 学）

2）国際人口移動転換の再検討―戦後日本を例とした分析― 是川 夕（国立社会保障・人口問題研究所）

3）国際人口政策が開発途上国の世帯の家族計画へ及ぼす影響

―ルワンダ東部県・農村部を事例に 島村 由香（東京大学・院）

松田 浩・関山 牧子（東 京 大 学）

TheogeneAbaho（Univ.ofLayAdventistsofKigali）

NaelAoun（東京大学・院）

GeethaMohan（東 京 大 学）

松岡 拓也・佐々木 貴代（WorldVisionJapan）

4）出生・死亡登録と動態統計～現状と課題 林 玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

自由論題報告A

A-1 結婚1

＜座 長＞ 永瀬 伸子（お茶の水女子大学）

1）女性の配偶者探索行動の日米比較 茂木 暁（東 京 大 学）

2）未婚の男女が理想とする女性のライフコースの動向―出生動向基本調査を用いた分析―

中村 真理子（国立社会保障・人口問題研究所）

3）変化する結婚行動と女性労働力率との関係

ジェームズ・レイモ（ウィスコンシン大学マディソン校）

A-2 結婚2

＜座 長＞ 大石 亜希子（千葉大学）

4）日本の女性の就業と子育て支援 可部 繁三郎（日本経済新聞社）

5）結婚満足度の指標と出生 日本の夫婦の場合 吉田 千鶴（関東学院大学）

6）親と同居の壮年未婚者の最近の状況 西 文彦（総務省統計研修所）

…………

………………………………

………

………

…………………………

……

………………………………

………………………

……………………………………

………………………………………………………

………………………………

…………………………………

……………………

…………………………………
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7）晩婚・晩産化と就業・家族関係の検証―日本・台湾の比較から―

寺村 絵里子（明 海 大 学）

孔 祥明（世 新 大 学）

自由論題報告B

B-1 人口移動1

＜座 長＞ 阿部 隆（東北大学・院）

1）高齢者の健康と居住地移動―成人子との居住関係との関連を中心に―

中川 雅貴（国立社会保障・人口問題研究所）

2）日本からタイ・チェンマイへの国際引退移動 中川 聡史（埼 玉 大 学）

丹羽 孝仁（帝 京 大 学）

3）日本の国内引退移動再考 石川 義孝（京 都 大 学）

B-2 人口移動2

＜座 長＞ 川瀬 正樹（広島修道大学）

4）戦後日本の都道府県別人口移動―合計純移動率TMRによる分析

廣嶋 清志（島 根 大 学）

5）日本の地域別帰還移動 貴志 匡博（国立社会保障・人口問題研究所）

6）東京都区部における都心回帰の人口学的分析 小池 司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

自由論題報告C

C-1 少子化対策と人口政策

＜座 長＞ 魚住 明代（城西国際大学）

1）少子化対策「子ども・子育てビジョン」をめぐる考察 佐藤 晴彦（平成国際大学）

2）教育・保育施設等における重大事故の再発防止について 前田 正子（甲 南 大 学）

3）中国の新人口政策について 尹 豪（福岡女子大学）

C-2 VitalEventsandDynamicsofPopulationinAsia

＜Chair＞ JunjiKageyama（MeikaiUniversity）

4）EthnicDifferentialsintheEffectsofthe1stMarriageandtheMaritalReproductionon

FertilityinSingapore

KeitaSuga（NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch）

5）ReconstructingtheHistoricalGeographiesofColonialHongKong

TzeeKiuEdwinChow（TexasStateUniversity）

6）SubstitutingMorbidityforFatalityinTaiwan

Yi-JhenDong,KuanjengChen（ChangGungUniversity）

7）GenderRoleShiftandNewEducationalMating:EvidencefromJapan

SetsuyaFukuda（IPSS）

JamesM.Raymo（Univ.ofWisconsin-Madison）

公開シンポジウム 日本人口学会・麗澤大学共催 廣池千九郎生誕150年記念事業

人口政策の成り立ちを考える～ LinkingPasttoPresent～

＜開催校代表＞ 中山 理（麗澤大学学長）

＜組織者＞ 加藤 彰彦（明治大学）・黒須 里美（麗澤大学）

………………………………………………………………
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……………………
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……………………………………………………………………
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＜座 長＞ 原 俊彦（札幌市立大学）

1）近世日本の妊娠・出産管理―「いのち」をめぐるせめぎあい 沢山 美果子（岡 山 大 学）

2）フランス家族政策の起源―19世紀から第2次世界大戦まで― 大塩 まゆみ（龍 谷 大 学）

3）戦間期スウェーデンにおける人口減少の危機とミュルダール 藤田 菜々子（名古屋市立大学）

4）戦間期日本における優生‐優境主義の形成と展開 杉田 菜穂（大阪市立大学）

第2日 2016年6月12日（日）

企画セッション② MarriageandFamilyBuildinginHistoricalEastAsia

＜Organizer＞ SatomiKurosu（ReitakuUniversity）

＜Chair＞ NorikoO.Tsuya（KeioUniversity）

＜Discussants＞ JamesM.Raymo（Univ.ofWisconsin）

ToruSuzuki（NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch）

1）MissingGirlsandMissingBoys:DifferentialEffectsofMaritalResidence,

Co-residentKin,andHouseholdWealthinTwoJapaneseVillages,1716-1870

HaoDong（HongKongUniversityofScienceandTechnology,ReitakuUniversity）

SatomiKurosu（ReitakuUniversity）

2）AnOpportunityCostApproachtoFertilityPatternin19thtoEarly20thCenturyKorea

JaneYoo,SangkukLee（AjouUniversity,Korea）

3）AHistoricalandDemographicalAnalysisofUxorilocalMarriageinHsin-ChuArea

DuringJapaneseColonialRuleinTaiwan

WenshanYang（AcademiaSinica,Taiwan）

4）Education,ClassandMarriageinRuralShanxi,ChinaintheMid-20thCentury

XingLong（ShanxiUniversity）

CameronCampbell（HongKongUniversityofScienceandTechnology）

MatthewNoellert（ShanxiUniversity;UniversityofIowa）

JamesZ.Lee（HongKongUniversityofScienceandTechnology）

企画セッション③ 未婚者の現在と将来

＜組織者・座長＞ 水落 正明（南山大学）

＜討論者＞ 筒井 淳也（立命館大学）・西村 智（関西学院大学）

1）現代日本における未婚者の経済生活 永井 暁子（日本女子大学）

2）ファミリー・フレンドリーな職場の未婚者 水落 正明（南 山 大 学）

3）未婚者と将来不安 久木元 真吾（家計経済研究所）

4）結婚意欲と親子関係 中西 泰子（相模女子大学）

自由論題報告D

D-1 地域社会

＜座 長＞ 森木 美恵（国際基督教大学）

1）日本の地域活動参加からみた家族構成員の役割の現状と課題―社会生活基本調査による分析

西村 教子（公立鳥取環境大学）

2）日本における「男町」と「女町」の成り立ち 坂井 博通（埼玉県立大学）

…

…

…

………………

……

…………………………………

…………………………………………

…………………………………………………………

………………………………
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3）人口減少社会日本における伝統宗教の現況と課題―高知県下の過疎地域を事例に―

冬月 律（麗 澤 大 学 ）

D-2 高齢化

＜座 長＞ 岡田 豊（みずほ総合研究所）

4）中国の人口問題―高齢政策とシルバー産業の考察 聶 海松（東京農工大学）

5）住宅所有関係から見る高齢者の孤立状態の地域較差 丸山 洋平（福井県立大学）

自由論題報告E

E-1 死亡

＜座 長＞ 稲葉 寿（東京大学）

1）死亡率の地域差の要因分析に基づくグルーピングと将来推計

井川 孝之（PwCあらた監査法人）

2）明治初期の神奈川縣における天然痘死亡率 川口 洋（帝塚山大学）

3）わが国における長期時系列死因別死亡統計の構築

大津 唯・是川 夕・石井 太（国立社会保障・人口問題研究所）

E-2 生命表

＜座 長＞ 高橋 佳宏（住友生命）

4）生命表の長期時系列構築に関する研究 石井 太（国立社会保障・人口問題研究所）

5）傷病と健康からみた通院期間の人口学的分析：2001，2013年

別府 志海（国立社会保障・人口問題研究所）

髙橋 重郷（明 治 大 学）

6）占領期沖縄の生命表における乳児死亡届出の正確性に関する認識と“沖縄＝伝統的長寿県”説

逢見 憲一（国立保健医療科学院）

テーマセッション② MarriageandFamilyBuildinginContemporaryEastAsia

＜Organizers＞ ToruSuzuki（IPSS）SatomiKurosu（ReitakuUniversity）

＜Chair＞ WenshanYang（AcademiaSinica,Taiwan）

＜Discussants＞ CameronCampbell（HongKongUniversityofScienceandTechnology）

TsukasaSasai（FukuiPrefecturalUniversity）

1）DemographicTransitioninEasternAsia:AComparativePerspective

ToruSuzuki（IPSS）

2）FertilityDeclineinEastAsia:AComparativeAnalysisofJapan,SouthKorea,andChina

NorikoO.Tsuya（KeioUniversity）

3）TheCauseandConsequencesofChildlessnessinJapan

NobukoNagase（OchanomizuUniversity）

4）ChangeinFamilyStructureandItsDemographicImplicationsinSouthKorea

SamsikLee,HyojinChoi（KoreaInstituteforHealthandSocialAffairs）

企画セッション④ セクシュアル・マイノリティに関する人口学的研究―日本における研究動向の今―

＜組織者・座長＞ 釜野 さおり（国立社会保障・人口問題研究所）

＜討論者＞ 和田 光平（中央大学）

1）計量研究におけるクィア・フェミニスト方法論の可能性

……………………………………………………………………

…………………

……………

…………………………………………………………

…………………………

……………………………………

………………………

…………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………………………

……………………………………………………

……………………………………………

………

―282―



―「LGBT職場環境アンケート 2015」の分析結果から

平森 大規（ワシントン大学・院）

2）計量調査によるセクシュアル・マイノリティの現状把握への期待と課題

―NHK「LGBT当事者アンケート」と「国勢調査」から見えてくるもの

岩本 健良（金 沢 大 学）

3）セクシュアル・マイノリティと「家族計画」 藤井 ひろみ（神戸市看護大学）

4）戦後日本における「ホモ人口」の成立と「ホモ」の脅威化

―男性同性愛に関する雑誌記事の言説分析 石田 仁（明治学院大学）

5）性的指向と性自認（SOGI）を視野にいれた人口学的研究のこれから

釜野 さおり（国立社会保障・人口問題研究所）

自由論題報告F

F-1 妊娠と出産

＜座 長＞ 玉置 えみ（学習院大学）

1）日本における無子率の動向と無子女性の特性に関する分析

守泉 理恵（国立社会保障・人口問題研究所）

2）日本のカップルにおける年齢と妊娠待ち時間 小西 祥子（東 京 大 学）

早乙女 智子（京 都 大 学）

鶴巻 香奈子（東京医療保健大学）

佐方 奏夜子（東 京 大 学）

KathleenA.O'Connor（Univ.ofWashington）

3）「越境出産」がもたらす人口問題：香港の事例から 梁 凌詩ナンシー（立命館大学）

4）インドにおける出生力変動と地域格差―2001年および2011年センサスからの考察

西川 由比子（城 西 大 学）

F-2 地域と出生

＜座 長＞ 鈴木 允（横浜国立大学）

5）都心からの距離と出生率との関係 増田 幹人（駒 澤 大 学）

6）都道府県別にみた出生力転換の空間分析～空間計量経済モデルに基づく拡散過程の検証～

鎌田 健司（国立社会保障・人口問題研究所）

7）東京大都市圏の夫婦の子ども数は少ないのか？ 山内 昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

自由論題報告G

G-1 人口統計

＜座 長＞ 大林 千一（帝京大学）

1）平成27年国勢調査の実施状況―世界最大規模のオンライン調査の実施―

高野 義幸（総務省統計局）

2）人口・住宅を対象とする最近の統計調査結果の精度 山田 茂（国士舘大学）

3）パプアニューギニア低地住民における過去30年間の人口変動 萩原 潤（宮 城 大 学）

G-2 経済と人口

＜座 長＞ 山田 勝裕（京都産業大学）

4）日本の人口経済の将来像―簡易人口経済計量モデルによるシミュレーション分析―

大塚 友美（日 本 大 学）
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5）家計の収支動向と出生率への影響 伊原 一（統計センター）

6）経済学と生物学における生命価値の導出と，その人口学的含意

影山 純二（明 海 大 学）

（鈴木 透 記）

シリア難民危機に関するハイレベルポリシーフォーラム（OECD主催），

並びに移民政策に関する作業部会（OECD主催）参加報告

6月15日から17日にかけてフランス，パリにあるOECD本部でシリア難民危機に関するハイレベ

ルポリシーフォーラム，並びに移民政策作業部会（WorkingPartyonMigration:WP2）が開催さ

れ，日本政府からは，厚生労働省の外国人雇用対策課國代補佐とともに，国立社会保障・人口問題研

究所から是川が参加した．移民作業部会とは，OECDの雇用労働社会問題委員会（ELSAC）の下に

設置されている国際移民に関する作業部会であり，OECD加盟国各国の移民政策に関する専門家が

参加し，各国の参加者との最新の情報，意見交換を行うことを目的としたものである．

会合は3日間の日程で行われ，初日はシリア難民危機に対するOECD加盟国の対応，及び協力関

係の構築について議論された．冒頭，国連サミットスペシャルアドバイザーのKarenAbuZayd氏

が基調講演をするほか，OECDからも事務総長特別顧問のGabrielaRamosが参加するなど，どち

らかというとうちとけた雰囲気で行われる移民作業部会と異なり，緊張度の高い会合となった．

その後，2日間にわたって開催された移民政策作業部会ではOECD側で進行中の移民政策に関す

るプロジェクトの進捗について報告が行われるとともに，それを受けた各国からの最新の情報の報告

が行われた．移民政策に関して，日本は目立った存在ではないものの，抱えている問題には共通する

ものが多く，日本からも積極的に情報発信するとともに各国代表とのネットワーキングにも積極的に

努めた． （是川 夕 記）

アジアの国際移動に関する国際会議

6月20日から21日にかけ中国香港特別行政区にある香港中文大学にて，アジアの国際移動に関する

国際会議が開催され，アメリカ，カナダ，英国，香港，台湾，韓国からの参加者とともに，日本から

は是川が研究報告を行った．同会議はトロント大学のEricFong教授の呼びかけて行われたもので，

近年，存在感が増すアジアの国際移動について知見を有する研究者が一堂に会し，研究報告を行うこ

とを目的としたものである．

アジアの国際移動の特徴の一つとして，国際的な移民産業が発達していること，また，家事労働者

など女性の国際移動が活発であることが指摘されている．研究報告は主にこうした点を巡って行われ

るとともに，アメリカ，カナダ，そして英国といった移民研究の先進地域の知見を参照しつつ，アジ

アの国際移動を説明する新たな理論枠組みの構築の必要性も提起された．また，是川からは，日本に

おける外国人労働者の経済的達成の状況について報告を行い，他の参加者から大きな関心を寄せられ

た．

同会議を主催したEricFong氏はアジア地域の国際移動に関して研究を深めるため，2016年の7

月より香港中文大学の教授として就任しており，私からも今後，緊密に連携していきたい旨を伝えた．

（是川 夕 記）
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―284―



第21回アジア・メガシティ大学間セミナー

札幌市藤女子大学にて，2016年7月2日（土）～3日（日）に，第21回アジア・メガシティ大学間

セミナーが開催された．筆者は2014年のソウル・漢陽大学での第19回セミナーに引き続いて参加した．

今回は，通常の環太平洋の国々に付け加え，イラン，フィンランドなどからも参加・報告があった．

筆者は「人口減少国におけるメガシティダイナミクス」というタイトルで，特に近畿大都市圏の人口

減少についてその定義と動向を報告したが，同様に，特に中国における，コンパクトシティーや縮小

する都市，さらにはゴーストシティーに関する報告も多く，人口が膨張するフィリピン・セブに関す

る報告が特異に感じられるほどであった．その他，韓国やベトナムの住居変更と需要に関する調査分

析，都市と自然環境の相互作用，災害に対するレジリエンス，ソーシャルネットワークを活用した参

加型都市計画などに関する興味深い報告が多く行われた． （林 玲子 記）

国際社会学会第３回フォーラム

“TheFuturesWeWant:GlobalSociologyandtheStrugglesforaBetterWorld.”と題した

国際社会学会（InternationalSociologicalAssociation）の第3回フォーラムが，7月10日～7月14

日の間ウィーン大学（オーストリア）で開催された．

国際社会学会は56のResearchCommittee（RC）からなる非常に大規模な組織である．本フォー

ラムにおいてすべてのRCがセッションを設けたわけではないが，それでも4,000人以上が参加し，

総セッション数は700を超えた．人口問題関連のものとしては，RC41（SociologyofPopulation）

において“DemographyofSexualityinaChangingSocialandLegalLandscape”，“Fertilityof

EthnicMinorities”，“DemographicTrendsandConsequencesofLaborMigration”をはじめ，

興味深いセッションが多数開催されていた．

当研究所からは，釜野さおり人口動向研究部室長と筆者が参加した．釜野室長はDianaKhor法政

大学グローバル教養学部教授とともに，“IntersectionalityandIntergenerationalFamilyRelation-

ships”と題したRC06（FamilyResearch）とRC32（WomeninSociety）との共催セッションを

企画し，自身たちも“PracticesofIntimacy:PreliminaryResultsfromFocusGroupInterviews

withMothersandDaughtersinHongKongandJapan”というタイトルで報告を行った．筆者

は，RC20（ComparativeSociology）の“CurrentResearchintheComparativeStudyofInstitu-

tions”というセッションで“TheVarietyofAttitudesTowardsFamilyinEastAsia:ACompara-

tiveStudyUsingIssp2012”（竹ノ下弘久上智大学教授との共同報告）と題した報告を，RC06の

“ConvergenceorDivergenceofAsianFamilyValuesandPractices:ComparativeStudiesBased

onCross-NationalDatasetsinAsia”というセッションでは“TheVarietyofFamilyLifeinEast

Asia:AComparativeStudyUsingIssp2012”と題した報告を行った．

先述の通り国際社会学会は極めて大きな組織であり，それゆえに自身が所属していないRCでの議

論の内容まで把握することが困難であるという問題も感じた．しかしながら，そのように領域の分化

が進んだことで，逆説的に「社会学とは何か」という問題意識が改めて参加者間で共有されているよ

うに思われた． （藤間 公太 記）
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第16回社会保障審議会人口部会

第16回社会保障審議会人口部会は，2016年8月1日（月）16:00～18:00，厚生労働省共用第6会議

室において開催された．本部会は，国立社会保障・人口問題研究所が行う「日本の将来推計人口」に

関し，その推計の考え方や前提に関して検証を行うことを目的として開催されており，これまで，平

成14年1月推計，平成18年12月推計および平成24年1月推計の3回の推計に関して5回ずつ，計15回

の審議が行われてきた．今回は平成27年国勢調査結果を受けて行う新しい将来人口推計に関する初回

の審議となる．現在の委員は以下の14名である．

稲葉寿（東京大学大学院数理科学研究科教授），大石亜希子（千葉大学法経学部教授），大林千一

（帝京大学経済学部教授），小野正昭（みずほ年金研究所研究理事），鬼頭宏（静岡県立大学学長），駒

村康平（慶応義塾大学経済学部教授），西郷浩（早稲田大学政治経済学術院教授），早乙女智子（京都

大学客員研究員），榊原智子（読売新聞東京本社調査研究本部主任研究員），白波瀬佐和子（東京大学

大学院人文社会系研究科教授），鈴木隆雄（桜美林大学教授），高橋重郷（明治大学兼任講師），津谷

典子（慶應義塾大学経済学部教授），山田篤裕（慶應義塾大学経済学部教授）（五十音順）

最初に福本浩樹政策統括官から挨拶があった後，津谷典子委員が部会長に選出され，稲葉寿委員が

部会長代理に指名された．次に，度山徹参事官から人口部会の今後の進め方について説明があり，そ

の後，「平成27年人口動態統計月報年計（概数）の概況」（厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担

当）），「平成27年国勢調査抽出速報と今後の公表予定」（総務省統計局）の二件の報告がなされた．最

後に，国立社会保障・人口問題研究所から「将来人口推計とは―その役割と仕組み―」について説明

がされ，議論が行われた．委員からは，将来人口推計は政策効果の議論とは分けて行うべき，過去の

推計に関する評価が必要などの意見が出された．

なお，社会保障審議会人口部会の資料等は厚生労働省のホームページに掲載されている．

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126704

（石井 太 記）
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